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１章 序論 

 

 原子力発電所や化学プラントの事故、狂牛病・鳥インフルエンザといった疾病、

列車や航空機事故、地震・津波・台風などの災害、テロ・人質事件など、現代社

会は人々に無数のリスクとの対峙を常に要求している。また、Beck(1986)が予見

したように、原子力を代表とする科学技術の進展に伴い、社会におけるリスクの

対象は不明確となり、不特定の人々を含む問題に拡延してきた。インターネット

を介したソーシャルメディアの発展など、急激な情報環境の変化がみられている

今日、人々はどのような事象に対しリスクが高い、あるいは低いと評価するので

あろうか。政策決定、また、リスク・コミュニケーション支援のため、人が行う

リスク事象への主観的評価を検討対象とする、リスク認知 (risk perception)研究へ

の社会的な要請は大きい（中西 , 1995; Slovic, Fischhoff & Lichtenstein, 1982）。  

 これまで、リスク認知研究は、サイコメトリック・アプローチと意思決定から

のアプローチが行われてきたが (Slovic, 1992, 2000)、いずれのアプローチにおいて

も、直接的な（顕在的な）質問項目によってなされてきた点が方法上の大きな特

徴であった。一方、近年では、顕在・潜在といった認知処理の２過程説が心理学

において広く受け入れられるようになっており (Epstein, 1994; Kahneman, 2003)、

リスク認知における潜在的認知プロセスの検討と潜在的な測定方法の開発が求め

られている  (Loewenstein, Weber, Hsee & Welch, 2001; Slovic, Finucane, Peters & 

MacGregor, 2004)。そこで、本論文は、潜在的連想テスト (Implicit Association Test: 

IAT; Greenwald, McGhee & Schwartz,  1998)をリスク認知研究に導入し、IAT を用い

たリスク認知の検討方法の提案を目的とする。 IAT は、概念間の連合強度がカテ

ゴリ分類課題のスピード・容易さとして現れるというアイデアに基づき、潜在的

なレベルでの概念間の連合強度を測定することを目的として開発された課題であ

る（Greenwald et al., 1998; 潮村・村上・小林 , 2003）。例えば、マイノリティに対
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する態度など、顕在的には態度と行動の相関が低いとされてきた問題に対し、新

たな知見が提示されている。今日、 IAT などの潜在的な測定方法を用いた研究は

急速な広がりを見せているが、リスク認知への導入はあまり試みられていない。

リスク認知には、熟慮を行うといった顕在的な成分が関与しているため、潜在的

な測定が不向きな部分も存在するが、顕在指標を中心に検討されてきたリスク認

知に対する新たな測定方法の要請を受けて、潜在的な指標の作成を目指す。これ

まで用いられてきた顕在尺度と潜在的連想テストを用いることによって、潜在・

顕在両側面からリスク認知へのアプローチが可能となり、新しい視座を提供でき

るものと考えられる。  

 本章では、リスク認知の概念的定義を行い、本研究全体の枠組みを述べる。  

 

１．１ リスク認知の定義 

 本論文の主題であるリスク認知は、「リスク事象に対する人の主観的評価や態

度」（日本リスク研究学会 , 2000:Slovic, 2000）を指し、心理学的手法を用いてこ

れまで検討が試みられてきた。また、リスク認知に関連する概念として、リスク・

アセスメント (risk assessment)がある。これはいわば、専門家によるリスク評価を

指し、主に既知のデータに基づき、リスク事象の発生確率と損害の大きさを算出

し評価を行うことを指す。保険への加入、購買活動、交通機関の選択などさまざ

まな場面において、人の主観的評価であるリスク認知は、リスク・アセスメント

などの合理的な基準からの偏向が見られることが報告されており、日常的な問題

においても重要な視点を提供してきた。そして、工学・経済学・心理学などを背

景としたリスク学の一部として、リスク認知は位置づけられることもあり（日本

リスク研究学会 , 2000）、リスク認知研究は学際的な色彩が強く、社会的な実用性

が問われる分野である点が大きな特徴である。近年では、リスク認知は、リスク・

マネージメントやリスク・コミュニケーションに組み込まれることが多く (Renn, 
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1998)、社会・行政的な関心は高い。  

 さらに、リスク認知の定義に包含されているリスクという用語は、今日では日

常的に用いられている。一般に‘危険’という訳語が当てられることが多いが、

リスクの定義は、研究領域により異なるのが現状であり、共通に受け入れられて

いる定義は存在しない（Fischhoff, Watson & Hope, 1984; 池田・盛岡 , 1993; 加藤・

才津 , 1997; 吉川 , 1999; 松原 , 1989; Renn, 1998; Slovic, 2000）。また、リスクを取

り扱う領域が多岐にわたるとともに、政策との関連が深いことから、リスクの定

義そのものも検討課題となっている（ Fischhoff et al., 1984; 大坪･山本･吉川 , 

2002）。  

リスクの代表的な定義として位置づけられる National Research Council(1989)に

よる定義では（吉川 , 1999; 竹村 , 2006）、ハザードとは「人や物に対して、害 (harm）

を与える可能性がある行為ないしは現象」、リスクとは「被害の生起確率と被害の

重大性の積」とされている。  

 また、Renn(1992)のリスク概念の整理によれば、リスクを心的構成とする立場

と、客観的に定量化しようとする立場とに大別される。前者では、心理学的アプ

ローチや社会学的アプローチがその代表であり、後者は工学的アプローチがその

代表となる。前者の代表的な定義として「リスクは、人にとっての価値ある何か

（人そのものも含まれる）が脅かされた状況や、結果が不確実である状況での、

その状況や事象をさす」 (Rosa, 1998, 2003)が挙げられる (Aven & Renn, 2009; 

Sjöberg, Moen & Rundmo, 2004)。後者では、シナリオ、結果、生起確率といった

３項でリスクを定義する Kaplan & Garrick(1981)の定義がよく用いられる。   

 いずれの定義においても、当該のリスク事象が生起した際の損害の程度と生起

確率の２点が中心であり、損失の程度に重みを置いた定義と生起確率に重みを置

いた定義に整理することができる（池田・盛岡 , 1993; 竹村 , 2006）。特に、心理学

においてリスク認知と深い関わりをもつ意思決定研究の枠組みにおいて、「リスク
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は選択肢を採択したことによる結果が既知の確率で生じる状況」とする定義（楠

見 , 1994; 竹村 , 2006; 竹村・吉川・藤井 , 2004）が用いられており、リスク認知研

究の中心的テーマは、確率判断と結果、あるいは、その積への人の判断・評価傾

向を検討することと捉えることができる（池田・盛岡 , 1993）。  

 一方、社会的状況下での一般の人が行うリスク認知は、対象の生起確率や結果

の重大さを正確に把握しているとは必ずしも仮定できない（竹村 , 2006）。また、

複数のシナリオが存在する状況であっても、人々が全てのシナリオを把握してい

ると考えることは難しい。さらに、新たに登場したリスク事象に対して、その結

果・生起確率ともに不可知な状況であっても、人は何らかのイメージを形成した

り、判断を行ったりすることがありえる。次章において詳述されるリスク認知研

究では、様々なハザードやリスク事象を一括して扱っており、また、それらの対

象への評価を直接的な質問項目を用いて測定をしているという状況を鑑み、本論

文ではリスク認知を「人や物、そして環境に対して、害を与える可能性がある行

為ないしは現象への主観的評価」として扱うこととする。また、リスク認知の対

象となる事象に関しては、ハザードとリスク事象を特に区別を設けずリスク事象

と呼び、本論文では主に社会的事象を対象とする。  

 

１．２ 本論文の枠組み  

 本論文は、リスク認知研究への IAT の導入を試み、 IAT を用いた潜在的なリス

ク認知の検討方法の提案を行う。そのため、第２章では、これまでのリスク認知

研究における理論的枠組み、研究方法の特徴を把握し、その問題点の整理を行う。

そこでの論点は、リスク認知研究における潜在的測定の意義と、個人のもつ概念

間連合構造の把握の必要性である。第３章では、 IAT のリスク認知研究の導入と

その利点について IAT の先行研究から検討を行い、 IAT を実施する。 IAT は、こ

れまでのリスク認知研究の中心的なリスク事象であった原子力発電を題材に作成
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する。第４章では、第３章においてみられたリスク事象を題材とした IAT 効果の

特徴の更なる検討のため、原子力発電・水力発電・地震という３つのリスク事象

を対象とした IAT を用い、 IAT 効果の性質の検討を行う。３つのリスク事象を用

いて作成された、３つの IAT を用いて 2005 年、2006 年、2007 年に実施した３回

の実験結果を検討し、 IAT による測定が一貫した傾向を示したことを報告する。

第５章では、３、４章でみられたリスク事象を題材とした IAT の特徴から、潜在

的リスク・マップの作成方法を提案し、 IAT のリスク認知研究における新たな可

能性を示す。第６章では、第３章から第５章において報告された実験から、 IAT

のリスク認知への導入意義を検討し、今後の展望について議論する。  

  

IAT によるリスク事象間の連合構造の測定 
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２章 リスク認知研究の特徴と問題の所在  

 

２．１ はじめに  

リスク認知研究の背景には、一般の人々 (lay person)の行うリスク認知は、エキ

スパート (expert)の行うリスク・アセスメントと異なり、非合理的なものであると

いう仮定が存在する（環境省 , 2001; 大坪・山本・吉川 , 2002; Plough & Krimsky, 

1987; Slovic, 1986, 1992）。例えば、『平成 12 年度リスクコミュニケーション事例

等調査報告書』では、「一般的に、リスクの大きさは、専門家（またその意見を参

考とする行政、事業者）は年間死亡率など科学的データで判断するが、住民は感

情に基づき判断する傾向がある」と記されている（環境省 , 2001）。ここで指摘さ

れるように、一般の人々は、リスクに関する知識などが欠如しており、また、感

情といった要因が、リスク認知には反映されるため、非合理的な決定をしがちで

ある、といった前提が存在する (Slovic, 1986)。この前提に関わる、人のリスク認

知の特徴、そして、メカニズム・認知プロセスの検討は、社会科学において重要

な課題と位置づけられてきた。  

 人のリスク認知の特徴の把握のためには、リスク認知の測定と、基準との比較

が必要であり、測定には主に、質問紙、実験、インタビューといった心理学的手

法が用いられてきた。そして、認知傾向の検討に用いられてきた基準は、ある専

門知識に基づき算出された値、期待値、あるいは、年間死亡者数などの統計量で

あり、それらとの対比から、人のリスク認知の性質に関する検討がこれまで試み

られてきた。また、基準の一つと考えられていたエキスパートのリスク認知も、

少なからず、一般の人々のリスク認知と類似した傾向があるとの指摘がなされて

おり (Slovic, Fischhoff & Lichtenstein, 1979)、専門家のリスク認知も検討対象とな

ってきた (Rowe & Wright, 2001)。  

 今日では、リスク認知研究は、リスク・コミュニケーション研究や、リスク・
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マネージメント研究の一部に組み込まれ (Renn, 1998)、一般の人々のリスク認知を

理解することは、政策決定やリスク削減要求の予測などに貢献が可能であり、ま

た、保険・消費者行動といった日常生活との接点が大きい領域へも応用が可能と

考えられる。そして、災害時の人々の行動への示唆も可能になると考えられ、リ

スク認知研究の意義は大きいといえよう。  

 本章では、これまでの心理学的なリスク認知研究の二つのアプローチを検討し

た上で、リスク認知研究における、測定結果に対する意識的な制御可能性の低い

測定（潜在的な測定）の意義を検討することを目的とする。  

 

２．２ 心理学的なリスク認知研究法における二つのアプローチ  

 リスク認知研究の発展に大きく寄与し、またリスク認知研究における心理学的

検討の重要性を示唆した初期のリスク研究として、Starr(1969)が位置づけられる

（中谷内 , 2003; 岡本 , 1992; Renn, 1998; Slovic, 1992, 2000）。彼の手法は、顕示選

好法 (revealed preference methods)と呼ばれる。現在受容されているリスクが人の受

容限界を反映していると仮定し、人がどのようにリスクを認知し受容しているの

かという問題を、便益とコストといった視点から分析を行った。便益の基準とし

て、当該のリスク事象へ関与した場合に得られる年間利得（金額）、コストの基準

として当該のリスク事象へ関与した場合の１時間あたりの死亡率を用い、リスク

の社会的受容の傾向を捉えようとした。この研究が大きく注目を浴びた理由は、

リスク評価における心理的要因の重要性が示された点にある。実際には低確率で

しか生起しないリスクの生起確率を過大評価する傾向があること、そして、自発

的なリスクは非自発的なリスクよりも過小評価される傾向があり、便益が大きけ

ればかなり大きなリスクであっても受容できる、といったことが報告された

（Fischhoff, Slovic, Lichtenstein, Read & Combs, 1978 ; 中谷内 , 2003: 岡本 , 1992; 

Slovic, Fischhoff & Lichtenstein, 1976）。特に、自発性といった心理的な要因に注目
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が集まったことによって、心理学的な検討への要請が高まった。  

 その後展開された心理学的なリスク認知研究のアプローチは二つに大別される。

一つめのアプローチは、サイコメトリック・パラダイムと呼ばれ、因子分析・主

成分分析といった多変量解析などを用い、リスク認知の生起要因を検討する研究

方法を指す (Slovic, 2000)。Starr(1969)によって提起された自発性を含めた、各種

の心理的変数を用いてリスク認知の規定因の探索が行われた。サイコメトリッ

ク・パラダイムは、様々な社会的なリスク事象を対象に検討が試みられてきてお

り、その後のリスク認知、リスク・コミュニケーション研究に与えた影響は大き

い。  

 二つめは、Tversky と Kahneman のグループに代表される行動意思決定論からの

アプローチである。リスク認知は不確実性下の意思決定に関わる問題として位置

づけられ、ギャンブル課題などを用い、人のリスク認知の特徴に対する検討が行

われた。Starr(1969)で指摘された、低確率なリスクに対する過大評価傾向は、こ

のアプローチにおける重要なテーマである。また、意思決定研究の主眼は、人の

認知にみられる結果と確率に対する偏り（バイアス）の検討であり、ヒューリス

ティクスと呼ばれる人の用いる簡便な処理方略が提起され、リスク認知研究に大

きな影響を与えてきた。一方、このアプローチではギャンブル課題などを用いた

確率の基礎的認知過程に関する研究が多く、社会的なリスク事象に対する検討は

中心的な問題となっていない。  

 以下２．３、２．４において、サイコメトリック・パラダイムと意思決定研究

の二つのアプローチによるリスク認知研究を紹介し、これまでの心理学的なリス

ク認知研究を概観する。その上で、２．５において二つのアプローチの問題点の

整理を行う。  
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２．３ サイコメトリック・パラダイムによるリスク認知研究  

 サイコメトリック・パラダイムとは、評定尺度などで得られた評定値をもとに

因子分析などの多変量解析を用い、リスク認知の生起要因を検討する研究方法を

指す (Slovic, 1992, 2000)。リスクへの主観的評価を数量化し、要因を探索した点が、

サイコメトリック・パラダイムの功績と考えられる（Kraus & Slovic, 1988; 中谷

内 , 2003）。リスク認知における代表的なアプローチであり、どのような要因によ

ってリスク認知が形成されているのかを、外的な基準に依拠せず求めた点がその

Table 2.1 Slovic(1987)によるリスク事象に対する質問項目  

脅威度＊ 10 項目  
controllable 

「制御可能」  − uncontrollable 
「制御不可能」  

not dread 
「安心」  − dread 

「恐ろしい」  
not global catastrophic 

「世界的に壊滅的でない」  − global catastrophic 
「世界的に壊滅的な」  

consequences not fatal 
「些細な影響」  − consequences fatal 

「致命的な影響」  
equitable 
「公平」  − not equitable 

「不公平」  
individual 

「個人的な」  − catastrophic 
「壊滅的な」  

low risk to future generations 
「次世代にとってリスクが少ない」 − high risk to future generations 

「次世代にとってリスクが大きい」 
easily reduced 

「簡単に低減できる」  − not easily reduced 
「簡単に低減できない」  

risk decreasing 
「リスクが減っている」  − risk increasing 

「リスクが増えている」  
voluntary 

「自発的な」  − involuntary 
「不本意の」  

 

未知性＊ ５項目  
observable 

「観察可能」  − not observable 
「観察不可能」  

known to those exposed 
「リスクにさらされた人が知っている」 − unknown to those exposed 

「リスクにさらされた人が知らない」  
effect immediate 

「影響が即効的」  − effect delayed 
「影響が遅延的」  

old risk 
「古いリスク」  − new risk 

「新しいリスク」  
risk known to science 
「科学的に解明」  − risk unknown to science 

「科学的に不明」  
＊表中の｢脅威度｣と｢未知性｣は、上記項目を用いた調査の因子分析結果から抽出された  
2 因子である（Slovic, 1987, Slovic, Fischhoff & Lichtenstein,1985 より）  
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特徴となる。  

 サイコメトリック・パラダイムは、危険性の大きさと制御可能性などの要因を

挙げた Fischhoff et al.(1978)の先駆けとなる研究に始まり、Slovic(1987)によって

結実した（中谷内 , 2003; 岡本 , 1992; Slovic, 1987, 2000）。その後のリスク認知研

究に対する多大な影響を考慮し、また、本論文の３、４、５章において潜在的連

想テスト（ IAT）の結果との対比を Slovic(1987)の質問項目に求めたため、質問項

目を Table 2.1 で紹介した（対訳は、中谷内（2003）と岡本（1992）を参考に作成

した）。  

Slovic(1987)は、上記質問項目を用い、81 個のリスク事象に対しリスク認知の

測定を行った。因子分析を行った結果をもとに、Fig．2.1 のようなリスク・マッ

プの作成を行った。第１軸の Dread(脅威度 )は、恐ろしさ、壊滅的なといった項目

 

Fig．2.1 リスク・マップ（Slovic(1987)をもとに作成 ) 
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のほかに、制御可能性、公平性、そして、Starr(1969)に挙げられた自発性、とい

った項目を含んでいる点が特徴となる。第２軸の Unknown(未知性 )は、観察可能

性、接触者の認知可能性といった項目の他に、影響の即効性、リスクの新しさと

いった項目から構成されている。Fig．2.1 より、脅威度の高いリスク事象として、

（核兵器）放射性降下物、原子炉事故、神経ガス、放射性廃棄物などが布置され、

脅威度の低いリスク事象として、カフェイン、アスピリン、電動芝刈り機が位置

づけられた。また、未知性の高い事象として、「Laetrile（未承認のがん治療薬）」、

DNA 技術、電子レンジなどが、未知性の低い事象として、ダイナマイト、ハンド

ガン、自動車事故が布置されていた。  

 リスク・アセスメントにおいては、複数のリスクを同時に評価しうる共通の枠

組み、換言すると複数のリスク事象が並立して存在する場合、いずれを重視する

のか、比較検討が可能になるような枠組みが求められてきた（中西 , 1995）。リス

ク認知研究においても、Slovic(1987)などにおける複数のリスク事象を対象とした

同一尺度による測定とそのマッピングによる可視化は、政策決定などの実務場面

から大きな要請があったところと考えられる。被害の甚大さや生起確率といった、

リスクの定量的側面を重視する傾向にあったリスク研究の流れの中で、リスクに

対する脅威度と未知性といった心理的要因を強調したことにより、サイコメトリ

ック・パラダイムによるアプローチが新しい方向性を開き、一つの転換点になっ

た。また、脅威度が人のリスク認知を形成する上で、最も重要な因子であり、リ

スク削減に対する要求などとも密接なつながりを持つことが指摘されてきた

(Kraus & Slovic, 1988)。Slovic らの研究以降、サイコメトリック・パラダイムは、

専門家と一般の人々との比較や、文化間比較へと展開していった。  

 サイコメトリック・パラダイムを用いた専門家と一般の人々との比較研究では、

Slovic, Fischhoff & Lichtenstein(1985)が著名であり、２．１において挙げた一般の

人々のリスク認知にかかわる前提と結びついている。Slovic et al.(1985)は、専門
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家と複数の市民グループを調査対象者に用い、30 個のリスク事象を対象に、年間

死亡者数の推定などの課題と Table 2.1 と類似した質問項目を用い調査を行った。

評定尺度への回答に対し因子分析を行った結果、専門家とすべての市民グループ

において脅威度と未知性といった因子が抽出された。２因子を用いたリスク・マ

ップの検討から、一部のリスク事象に関しては専門家と一般のグループ間で布置

に差異が認められたものの、概ね専門家と一般の人々のグループの布置が類似し

ている傾向が示された。また、全てのグループにおいて、原子力の布置は脅威度

と未知性が高いといった傾向を示しており、同研究で用いたリスク事象との関連

において、特徴的な位置を占めていた。一方、リスク事象ごとの死亡者数の推定

においては、専門家は、一般の人々と異なり、年間死亡者数といった統計に近似

した判断を行っていることを示していた。本邦においては、水鴬・林（1995）が、

専門家と一般の人々とのリスク認知の差異を Slovic（1987）に依拠した尺度を用

い検討を行っている。水鴬・林（1995）においても、因子分析の結果、脅威度と

未知性の２因子が専門家、一般の人々の両群においてみられた。専門家と一般の

人々の比較を行った結果、専門家の原子力発電へのリスク認知が一般の人々より

も脅威度・未知性ともに低く、専門家と一般の人々との当該リスクに関する知識

量の差によってリスク認知の違いが生じていると考察を行っている。  

文化間比較に関しては、これまで多くの研究が行われており、対象となった国

として、アメリカとノルウェー、ハンガリー、ポーランド、日本、韓国などが挙

げられる (Englander, Farago, Slovic & Fischhoff, 1986; Goszczynska, Tyszka & Slovlc, 

1991; Kleinhesselink & Rosa, 1991; Teigen, Brun & Slovic 1988)。これら各国の調査

から、脅威度と未知性の２因子によってリスク認知が形成されることが支持され

た。また、国によってリスク・マップ上の布置が異なることから、文化差という

要因が注目を浴びた。例えば、日本とアメリカの比較を行った Kleinhesselink & 

Rosa(1991)では、81 個のリスク事象を対象に Slovic(1987)と類似した評定尺度を



13 

 

用いリスク認知の測定を行った。両国の調査において脅威度と未知性の２因子が

抽出され、原子力関連のリスク事象に関し、アメリカに比較し日本は未知性が低

いことを報告している。また Cha(2000)では、韓国と日本、アメリカとの比較検

討を Kleinhesselink & Rosa(1991)と同一の手続きで行っているが、韓国・アメリカ

に比べ日本において原子力関連の未知性が低く、日本は両国と異なる傾向を示し

ていたことが報告された。  

 サイコメトリック・パラダイムには、上記に挙げた質問項目に基づき因子分析

を用いた手法以外にも、リスク事象間の類似度評定をもとに多次元尺度構成法を

用いた研究 (Johnson & Tversky, 1984; Ohtsubo & Yamada, 2007)や、提示されたリス

ク事象に対し、危険な順序、あるいは緊急に対応すべき順序を求めた順位法を用

いた研究（藤井・吉川・竹村 , 2003; Kanda, Fujimoto & Kobayashi, 1994;Slovic, 

Fischhoff & Lichtenstein, 1979, 1981）などがある。また、質問紙を用いた潜在的測

定の試みとして、リスク事象が提示されたときに何を思い出すかといった連想法

を用いた研究（Leiserowitz , 2006; Lorenzoni, Leiserowitz, de Franca Doria, Poortinga 

& Pidgeon, 2006; Slovic, Flynn & Layman, 1991）もみられているが、上記の因子分

析を用いた要因探索研究に比べ、研究数は比較的少なく、定性的な検討が中心と

なっている。  

上記で紹介したサイコメトリック・パラダイムは、いずれにおいても直接的な

質問項目に対し回答を求める質問紙調査であり、抽出された心理的要因によって、

リスク認知が構成されるといった図式の検討が行われてきた。  

 

２．４ 意思決定研究の文脈におけるリスク認知研究  

リスク認知研究へのもう一つのアプローチは、意思決定研究からのアプローチ

であり、認知的アプローチとも呼ばれる。人のリスクに対する判断の偏りを、意

思決定の観点から検討しようという枠組みである (Slovic, 2000)。  
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意思決定とは、複数の選択肢の中から、１ないし複数の選択肢を選択すること

を指す（竹村 , 1996）。また、意思決定研究の文脈では、リスクは、選択肢を採択

したことによる結果が既知の確率で生じる状況を指す（竹村 , 2009）。そのため、

「危険性」や「損害」というような意味は、意思決定の文脈におけるリスクには、

必ずしも含まれていない。これまでの不確実性下の意思決定研究は、当該事象の

生起確率や利益・損失の期待値を基準に、人の認知傾向を特定しようという研究

がなされてきた。  

意思決定理論は記述的な理論と規範的な理論に大別されることが多い（広田・

増田・坂上 , 2002; 小橋 , 1988; Luce & von Winterfeldt, 1994; 竹村 , 2009）。規範的

理論の代表として期待効用理論 (von Neumann & Morgenstern, 1944)が、また、記述

的理論の代表としてプロスペクト理論 (Kahneman & Tversky, 1979)が、挙げられる。

期待効用理論は、経済学をはじめ多くの社会科学分野において、重要な位置を占

めてきた。一方、プロスペクト理論は心理学を背景に生まれ、経済学などさまざ

まな領域へ広がりをみせてきた。本論文の主題であるリスク認知と、プロスペク

ト理論は結びつきが深く、Starr(1969)によって提起された、生起確率の低いリス

ク事象の過大評価と生起確率の高いリスク事象への過小評価といった現象は、プ

ロスペクト理論によって説明が可能である。  

また、人の意思決定には、限られた認知資源のもとで、有効な決定を行ってい

る側面が存在する (Simon, 1956)。こうした、人の認知機能の特性を前提に生まれ

た、簡便な処理や意思決定方略はヒューリスティクスと呼ばれ、これまで多くの

研究が行われてきた  (Gilovich, Griffin & Kahneman, 2002; Kahneman, Slovic & 

Tversky, 1982)。ヒューリスティクスは、合理的な判断よりも迅速で、適応的な意

味において、より有用であるという主張に基づき、意思決定における分析的、あ

るいは合理性に基づくアプローチへの問題提起と位置づけられる (Epstein, 1994; 

Gigerenzer, 2007)。また、ヒューリスティクスによって生じる認知過程にみられる
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系統的な誤差を「判断（あるいは認知）バイアス」と呼ぶ。そして、バイアスの

検討に用いられる基準は、主に確率や、死亡者数などの統計量が用いられてきた。

バイアスは、ヒューリスティクスによって生起すると仮定されるが (Slovic, 

Fischhoff & Lichtenstein, 1980)、必ずしも両者の区別は明確ではない。  

Tversky & Kahneman(1974)の先駆的な研究において、利用可能性ヒューリステ

ィック (availability heuristic) 、代表性ヒューリスティック (representativeness 

heuristic)、係留と調節 (anchoring and adjustment)が提起された。近年においても、

Gigerenzer を中心としたグループによる再認ヒューリスティック (recognition 

heuristic: Goldstein & Gigerenzer, 2002)、フルーエンシー・ヒューリスティック  

(fluency heuristic: Schooler & Hertwig, 2005)、デフォルト・ヒューリスティック

(default heuristic: Johnson & Goldstein, 2003)などの提案がなされ、進展をみせてい

る。  

リスク認知と最も結びつきの深いヒューリスティックとして、利用可能性ヒュ

ーリスティックが挙げられる (Sjöberg, 2000; Slovic, Fischhoff & Lichtenstein, 1980)。

利用可能性ヒューリスティックとは、思い出しやすさ、イメージのしやすさに基

づいて、事象の生起頻度の推定がなされることを指す。また、Lichtenstein, Slovic, 

Fischhoff, Layman & Combs(1978)では、様々なリスク事象に対する年間死亡者数の

推定を実験参加者に求め、実際の死亡者数との対比から、発生数の少ないリスク

事象の死亡者数を過大評価し、発生数の多いリスク事象の死亡者数を過小評価す

るといった傾向が示された。この結果に対し、低頻度で生起するリスク事象は、

記憶されやすく、また、イメージしやすいため、こうした傾向が示されたと考察

しており、利用可能性ヒューリスティックの事例として紹介されている (Slovic, 

1986;  Slovic, Fischhoff & Lichtenstein, 1980)。他にも、地震直後には保険への加

入者が増加するが、一定期間後には減少してしまうといった現象 (Steinbrugge, 

McClure & Snow, 1969)も利用可能性ヒューリスティックによって説明がなされて
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されたが、リスク認知では必ずしも便益とコストの間にトレードオフが認められ

ないという現象が報告されていた (Slovic, Kraus, Lappe & Major, 1991)。感情ヒュ

ーリスティックは、こうしたリスク認知の特徴を説明するために提起された。Fig．

2.2 は、Finucane et al.(2000)で示された感情ヒューリスティックの模式図である。

彼らの実験において、実験参加者は、原子力の便益に関する情報、あるいはリス

クに関する情報のいずれかが提示された後に、原子力のリスクあるいは便益につ

いて評価を行った。Fig．2.2A の条件を例に取ると、高便益の情報が提示された

場合には、ポジティブな感情が生起し、リスク評価が低くなることが仮定される。

実験結果は、仮説を支持するものであり、高便益、あるいは低リスク情報が提示

された場合には、低リスク、高便益の評定がなされ、低便益、あるいは高リスク

の情報が提示された場合には、高リスク、低便益と評定された。  

これまでも、リスク研究では、感情といった要因の重要性は指摘されてきたが

(Johnson & Tversky, 1983; Slovic, Fischhoff & Lichtenstein, 1980)、多くの注目が集

まってきたのは 1990 年代後半以降である  (Lerner, Gonzalez, Small & Fischhoff, 

2003; Peters, Burraston & Mertz, 2004)。この動向に一つの契機を与えたのは、

Damasio をはじめとする神経生理学の一連の研究であった (Bechara, Damasio, H., 

Tranel & Damasio, A. 1997; Damasio, 1994)。Damasio らは脳損傷患者を用いた研究

から、ソマティック・マーカー（ somatic marker）仮説を提起した。ソマティック・

マーカー仮説とは、特定の意思決定状況において、選択肢などを見た際に、理性

的な計算に先立ち生体感覚（感情）がすばやく喚起され、その感覚が選択肢の表

象と結びつき、意思決定を導くという仮説である。この仮説によって、意思決定

プロセスにおける感情・表象、生体感覚の役割の強調とその神経基盤の検討の重

要性が主張された  (Slovic, Finucane, Peters & MacGregor, 2004)。Damasio らの研究

以降、特に意思決定をはじめとする認知処理における感情と制御プロセスの検討

が大きく進展した。  
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また、リスク認知は、自己の安全に関わる問題であるため、より素早く回避的

な態度が形成されなければならない場合がある（吉川 , 1999）。速い処理が要求さ

れる場合には、論理に基づき計算を行うといった処理プロセスを用いることは困

難であり、利用可能性ヒューリスティックや感情ヒューリスティックに示された

ような、概念間の連合や概念と感情との連合といった側面が重要となる。これま

で、時間的制約などの実験操作を行うと、より顕著にヒューリスティクスが用い

られることが報告されており (Finucane et al., 2000: Kahneman & Frederick, 2002; 

Payne, Bettman & Johnson, 1988）、リスク認知の即断的な側面に対し、ヒューリス

ティクスが多くの示唆を与えると考えられる。一方、リスク事象と、感情や概念

との連合がどのように構成されているのか、といったヒューリスティクスの基礎

過程の検討は、これまであまり試みられていない。  

 

２．５ 問題点の整理  

２．５．１ 認知処理の２過程説  

 上記において、リスク認知の代表的な二つのアプローチを概観してきた。２．

３において、サイコメトリック・パラダイムでは、脅威度・未知性といった心理

的要因がリスク認知へ関与していることが示された。また、２．４では、多くの

ヒューリスティクス・バイアスが提案され、概念間の連合や概念と感情との連合

といった要因がリスク認知に多くの影響を与えていることが示された。一方、両

アプローチの関連性は、必ずしも明確化されておらず、リスク認知に関する諸現

象を統一的に検討可能な枠組みが求められる。  

Fig．2.3 は、Kahneman(2003)において用いられた意思決定プロセスの概念的な

枠組みである。Kahneman(2003)は、人の意思決定における連想や感情の重要性を

強調した直感的 (intuition)な処理システムを System 1、論理的で熟慮を要する理性

的 (reasoning)な処理システムを System 2 と位置づけ、認知処理の２過程説を前提
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とした意思決定研究の方向性を示した。認知処理の２過程説とは、認知処理を自

動的処理と統制的処理という２過程に大別し、両者の関連から認知に関する諸現

象の説明を試みるアプローチである。自動的処理とは、非意識的であり処理資源

を必要としない不可避な処理を指す。一方、統制的処理とは、意識的で多くの処

理資源を使用する処理を指す。人の直感的な意思決定を支える System 1 は、自動

的処理に対応し、速く、並列的で、自動的、認知的努力を要せず、連想を用い、

学習が遅く、感情的であるといった認知処理の特徴を持つ。また、人の意図的な

意思決定を支える System 2 は、統制的処理に対応し、遅く、直列的で、統制的、

認知的努力を要し、規則に支配され、柔軟であり、感情的ではないといった特徴

を有する。実際に人が行っている評価や選択は、両システムの融合によってなさ

れており、期待値などの合理的な基準との偏向を示す現象に対し、何らかの潜在

的な認知処理が影響を与えているといった議論が展開されてきた。  

 

 

Fig．2.3 意思決定プロセスの概念図  
（Stanovich & West, 2000; Kahneman, 2003 より）  

 

リスク認知においても、 "risk as analysis"と "risk as feeling"といった二つのプロ

セスを対峙させた検討が始まっており (Loewenstein, Weber, Hsee & Welch, 2001; 

Slovic et al., 2004; Slovic, Peters, Finucane & MacGregor, 2005)、System 1 に位置づ

けられる感情をキイとした、認知処理の２過程説がリスク認知へ展開されている。
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Loewenstein, et al.(2001)は、２．３で示されたリスク認知の代表的な規定因であ

る脅威度が、System 1 のプロセスに示された感情を反映していることを主張して

いる。一方、未知性については、System 1、2 との関連について言及していない。

未知性は、個人の有する知識との関連が仮定されるが、未知であることによって

恐怖や不安などの感情を喚起することも想定されるため、やはり System1 との結

びつきを仮定することができ、そして、未知性と脅威度は必ずしも独立していな

いと考えることができる。また、２．４で紹介されたヒューリスティクスは、概

念間の連合や感情との連合が特徴であり、自動的処理を反映していると位置づけ

られる (Epstein, 1994)。  

 

２．５．２ 問題提起  

これまで紹介してきたサイコメトリック・パラダイムと意思決定の両アプロー

チにおいて、従属変数には直接的な質問項目によって得られた評定値や選択結果

が用いられており、それらは System 1、2 両者の融合によって得られたデータと

考えられる。十分な知識を有し、System 2 によって論理的に計算を行えば基準同

様の評価や選択が行われるはずであるといった仮定のもと、System 1 の影響によ

って、バイアスが生まれるといった解釈が試みられてきた。一方、我々の認知機

能には、処理資源などの制約があり、十分な知識を持つことや論理的な計算が可

能であるとは限らない (Simon, 1956)。そのため、System 1、2 の融合によって得ら

れた直接的な質問などのデータから、どの程度 System 1 の影響が認められたかを

検討することは難しい。このことから、これまでの両アプローチでみられた結果

を、System 1 をより強く反映した課題の結果と対比させることによって、リスク

認知における System 1、2 の検討が可能となる。こうした検討の方向として、

Bostrom & Löfstedt(2003)は、fMRI などの脳機能画像や、反応時間パラダイムをリ

スク関連領域の研究に適用することを提案している。しかし、社会調査を中心と
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して行われてきたリスク認知研究では、脳機能画像や反応時間を指標とした実験

的研究は、あまり進展していない。  

これまで、社会心理学においても、直接的な評定尺度を用いた場合、どの程度

自身の内的過程を表明可能であるのかといった問題 (Nisbett & Wilson, 1977)や、社

会的望ましさに沿った形で評定が歪曲するといったバイアスが指摘されてきた

(Crowne & Marlowe, 1960; 岩脇 , 1973)。そのため、潜在的認知プロセスへ注目が

集まるとともに、潜在的認知をより直接的に測定するといった要請が高まり、多

くの測定手法が開発されてきた。  

 

 

Fig．2.4 意識可能性から行った潜在的測定の分類（井出野・竹村 , 2012 より）  

 

Fig．2.4 は、潜在的認知研究で用いられる、代表的な測定方法を示している (井

出野・竹村 , 2012)。実験参加者が測定に対し、意識的に制御しうるかといった視

点から分類を試みた。矢印は、測定値への意識的な制御可能性を示しており、行

動レベルの方が生理レベルに比べ意識的制御可能性が高いことを示している。社

会心理学の潜在的認知研究で開発された手法は、行動レベルの測定方法であり、

IAT や 感 情 プ ラ イ ミ ン グ ・ パ ラ ダ イ ム が そ の 代 表 と な る (De Houwer, 

Teige-Mocigemba, Spruyt & Moors, 2009)。また、今日では潜在的認知研究は、テク
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ノロジーの進展に伴い様々な生理指標を用いた研究との融合が進められている。

そこで、代表的な指標として、皮膚電位抵抗 (GSR/SCR)、心拍、眼球運動、脳機

能画像研究を Fig．2.4 に挙げた。  

本研究は、測定結果に対する、意図的な制御可能性が低い潜在的な測定手法を

リスク認知研究に導入することを目的とする。具体的には、これまでのリスク認

知にみられるバイアス、ヒューリスティクスなどへの貢献可能性を考慮し、概念

間の連合構造の測定を意図している潜在的測定方法である IAT を以降の章におい

て導入を試みる。従来の評定尺度と併用することにより、より多面的な測定が可

能になることが予想される。  
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３章  潜在 的連想テ ストによる リスク認 知へのアプ ローチ  

 

３．１  本 章の目的   

 これまでのリスク認知研究の方法上の特徴は、質問紙あるいは実験を

用い、当該事象に対する直接的な判断を求めることであった。これまで

直接的な質問項目 に回答する際に、社会的に望ましい方向へ回答が偏る

傾向 (C ro wn e  & Ma r l o w e ,  1 96 0 ;  岩脇 ,  19 73）や、フレーミング効果 (T ve r sk y  

&  Kah ne ma n ,  1 981 )に代表されるように、質問項目の表現によって判断が

影響を受けるといった問題点が指摘されてきた。また、リスク認知を質

問紙の評定で測定 する場合、報道などの媒体接触の影響を受けることが

想定され (C o mb s  &  S lo v i c ,  19 79 ;  L i c h t en s t e in ,  S l o v i c ,  F i s c h ho ff ,  La yma n  &  

C o mb s ,  1 97 8 )、リスク認知の定性的な検討が困難になる場合がある。こ

のように、直接的な質問項目に対する回答の際に みられる問題点を克服

するために、 B o s t ro m &  Lö f s t e d t (2 003 )では、反応時間パラダイムを用い

た研究や、fMR I など の脳機能画像研究 が、リスク認知研究においても求

められる、といった提言がなされている。  

 1 99 8 年に G r ee n wa l d らによって開発された潜在的連想テスト ( Imp l i c i t  

A ss oc i a t i on  Te s t :  IAT )は、潜在的な概念間の連合 構造の測定を目的として

開発された課題であり (G re en w a ld  e t  a l . ,  199 8 )、今日では社会心理学にお

いて代表的な潜在的 測定方法と位置づけられる ( Fa z i o  & O ls on ,  2 00 3 )。

IAT を用いることで、 リスク認知にみられる数々のバイアス・ヒューリ

ス テ ィ ク ス の 生 起 因 の 一 つ と 考 え ら れ る 概 念 構 造 が 測 定 可 能 に な る と

仮定されるため、その貢献可能性は大きいと言えよう。  

 本章の目的は、 IAT のリスク認知への応用を試み、リスク認知にみら

れる IAT の特徴を検討することである。３．２では、 IAT を用いた研究
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の整理を試み、その特徴と IAT のリスク認知への導入意義を述べ、３．

３、３．４では、リスク認知研究の題材として中心的な リスク事象とし

て扱われてきた原子力発電を中心に IAT を用いて危険との連合 強度の測

定を 試 み た。 な お 、 実験 ３ － １は 井 出 野 ・竹 村 (2 00 5 )に お い て公 刊 され

た。また、実験３ －２は、実験３－１終了後に行われた未公刊の実験で

ある。  

 

３．２  IA T によ る リスク認知 へのアプ ローチ  

 ２章２．５で紹介したように、1 970 年代以降の認知心理学における重

要なトピックは、人の認知システムにおける自動的処理と統制的処理と

いう二つの処理システム の分立であった。認知処理プロセスにおける自

動的処理は、P o sn e r  &  Sn yd e r (19 75 )や S h i f f r in  &  S ch ne i de r (1 97 7 )らのプラ

イ ミ ン グ ・ パ ラ ダ イ ム に よ る 検 討 に 始 ま り 、 S t r oo p 課 題 を 用 い た 検 討

(C o he n ,  D un ba r  &  M c C l e l l a nd ,  1 99 0 ;  Ka h n e man  &  C h a j cz yk ,  19 83 )がなされ、

そ の 後 次 第 に 社 会 的 行 動 へ と そ の 研 究 領 域 は 拡 大 し (B a rgh ,  C he n  &  

B ur r o ws ,  1 99 6 ;  Wi l so n ,  L i n d se y  &  S ch oo l e r,  20 00 )、自動的処理が人の行動

や 認 知 プ ロ セ ス に 影 響 を 与 え る こ と が 多 く の 研 究 に お い て 示 さ れ て き

た (唐沢穣・池上・唐沢かおり・大平 ,  2 001 )。   

 これらを背景に、 G re en w a ld ,  N o se k ,  B an a j i らのグループは、 IAT の開

発を行った。 IAT は、 2 組のカテゴリ・ペアを用いた刺激語や写真の分

類課題である。 IAT は、意識的ではない、自動的に活性化される（潜在

的 な ） 態 度 の 測 定 を 企 図 し て 作 成 さ れ た 課 題 で あ る 。 彼 ら は 、 P r o je c t  

I mp l i c i t (h t t p s : / / i mp l i c i t . ha r va rd . edu / i mp l i c i t / i n de x . j sp ) と い う サ イ ト を 立

ち上げ、新たな研究や手続きの改訂などを公開してきた。20 1 6 年 2 月に

おいて、日本語を含めた 37 言語のデモンストレーションが公開されて
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おり、多くの研究が重ねられ てきている。  

 開発当 初の研 究で は、差別 や偏見 ( G re en wa l d  e t  a l . ,  1 99 8 )、自尊感情

(G re en w a ld ,  B an a j i ,  R ud ma n ,  Fa r nh a m,  N os ek  &  M e l lo t t ,  20 02 )などを題材

に、直接的な質問では測定が困難な態度 測定に IAT が用いられ、その後、

測定方法、集計方法などの改定が試みられ、多くの領域へ急速な広がり

をみせていった (G r e en wa l d ,  N o s ek  &  B a na j i ,  2 00 3 ;  N os ek ,  G re en w a ld  & 

B an a j i ,  2 00 5 )。  

 IAT の特徴について、開発者の G r ee n wa l d らは他の実験的な測定方法

と比較すると、①実装が容易であり、②効果量が大きく、③測定の信頼

性が高いといった点を挙げている (N o se k  e t  a l . ,  2 00 5 )。それらの特徴を背

景に、社会心理学以外の様々な領域、例えば、消費者行動 (B ru ne l ,  Tie t j e  

&  G r e e n wa l d ,  20 04 ;  Ma i so n ,  G r ee nw a ld  &  B ru i n ,  20 01 )、臨床心理学 (E g l o f f  

&  S ch mu k l e ,  20 02 ;  N ock  & B a na j i ,  2 00 7 a , b )、脳神経科学 ( Kn u t s on ,  M ah ,  

Ma n l y  &  G r a f ma n ,  2 007 ;  Lu o ,  N a k i c ,  Wh ea t l e y,  R ic he l l ,  Ma r t in  & B l a i r,  

200 6 ;  P he l p s ,  O ’C o n no r,  C u nn i ng ha m,  Fu na ya ma ,  G a t en b y,  G o re  &  B an a j i ,  

200 0 )な ど と い っ た 領 域 へ 急 速 に そ の 研 究 の 裾 野 は 広 が り を 見 せ て い っ

た。以下では、 IAT の実験手続きを紹介し、その特徴の整理を試みる。   

 

３．２．１  実験手 続き  

 実験参加者に求められる課題は、コンピュ ータの画面に呈示される一

連の刺激語や写真に対して、できるだけ速く 正確に、画面左上と右上に

示 さ れ る カ テ ゴ リ の い ず れ に 当 て は ま る か を 判 断 し 、 対 応 す る キ イ

（左・右）を押すことである。 Fi g． 3 .1 に IAT の実験状況を示した。 課

題は７ブロックで構成され、呈示される刺激、そして画面上部に示され

るカテゴリは、ブロックごとに設定される。研究仮説の主題となる カテ
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が 、 白 人 と 不 快 語 （ 黒 人 と 快 語 ） と の 連 合 に 比 べ て 強 い ’、 で あ っ た 。

実験のブロック構成を Ta b le  3 .2 に示した。  

 

 第 １ ブ ロ ッ ク は 、 顔 写 真 の 白 人 － 黒 人 カ テ ゴ リ へ の 分 類 課 題 で あ る 。

第２ブロックは、単語の快－不快カテゴリへの分類課題であり、‘自由’、

‘平和’、‘殺人’、‘虐待’といった刺激語を快 －不快カテゴリへ分類を

行 う 。 快 と 不 快 に 対 応 す る キ イ 配 置 は そ の 後 の ブ ロ ッ ク (３ ・ ４ ・ ６ ・

７ ブ ロ ッ ク )で も 同 一 で あ る 。 第 ３ ・ ４ ブ ロ ッ ク は 、 第 １ ・ ２ ブ ロ ッ ク

の混合課題となる。つまり、顔写真と刺激語がランダムに 画面中央に呈

示 さ れ 、 各 々 の 刺 激 に 対 し 快 語 ま た は 白 人 な ら ば 同 一 の キ イ （ e . g .  左 ）

を、不快語または黒人ならば同一のキイ（ e .g .  右）を押すことが求めら

れる。第３ブロックは練習試行に位置付けられる。第５ブロックは、白

人－黒人の顔写真分類課題を第２・３・４ブロックと反応キイを入れ替

えて行う。また、第５ブロックの試行数は、第４ブロックまでの系列の

効 果 を 打 ち 消 す た め 、 後 に 4 0 試 行 に 改 定 さ れ た (N o s ek ,  G re en w a ld  & 

B an a j i ,  200 5 )。第６ 、７ブロッ クは、快 語または黒 人ならば 同一のキイ

（ e . g .  左）を、 不快 語または白 人ならば 同一のキイ ( e . g .  右 )を押すこと

Tab l e  3 . 2  ‘白人－黒人 IAT’のブロック構成  

ブ ロ ッ ク  試 行 数  

練 習 ／  

テ ス ト  

左 の キ イ で  

反 応 す る ア イ テ ム  

右 の キ イ で  

反 応 す る ア イ テ ム  

１  20  練習  白人写真  黒人写真  

２  20  練習  快語  不快語  

３  20  練習  白人写真＋快語  黒人写真＋不快語  

４  40  テスト  白人写真＋快語  黒人写真＋不快語  

５  20  練習  黒人写真  白人写真  

６  20  練習  黒人写真＋快語  白人写真＋不快語  

７  40  テスト  黒人写真＋快語  白人写真＋不快語  

※ 1  G r e e n w a l d  e t  a l . ( 2 0 0 3 )で 提 唱 さ れ た 7 ブ ロ ッ ク 構 成 の 実 験 手 続 き  

※ 2  概 念 一 致 ブ ロ ッ ク と 概 念 不 一 致 ブ ロ ッ ク の 試 行 順 序 は 、実 験 参 加 者 間 で カ

ウ ン タ ー バ ラ ン ス が 取 ら れ る 。  
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が求められる。第６ブロックは練習試行に位置付けられる。  

 IAT の効果は、第４ブロックと第７ブロックとの平均反応時間の差が

指標となる。‘白人－黒人 IAT’の場合、①画面に‘白人の 顔写真と快語’

を 同 一 の キ イ で 反 応 し 、‘ 黒 人 の 顔 写 真 と 不 快 語 ’ を 同 一 の キ イ で 反 応

す る 条 件 と 、 ② ‘ 白 人 の 顔 写 真 と 不 快 語 ’ を 同 一 の キ イ で 反 応 し 、‘ 黒

人の顔写真と快語’を同一のキイで反応する条件、とを比較し IAT 効果

量とする。  

 仮 説 か ら 、 ① が 概 念 一 致 条 件 、 ② が 概 念 不 一 致 条 件 と 位 置 付 け ら れ 、

G re en w a ld  e t  a l . ( 19 98 )、 N o s ek ,  B a na j i ,  &  G re en w a ld ( 20 02 )では、②の方が

①に比べ平均反応時間が有意に長く、IAT 効果が認められた。また、IAT

と顕在尺度の結果を比較すると、 IAT の方が顕在尺度よりも効果量が大

きく、両者の間の相関は低い傾向が認められた。これらの 結果から、IAT

によって、顕在尺度とは異なる側面が測定可能であることが示唆されて

いる。  

 今日では、 IAT 効果は、概念間の連合強度や、態度の測定に有効な指

標であると広く受け容 れられている。また 、 IAT 効果は、ターゲット・

カ テ ゴ リ と 属 性 カ テ ゴ リ 間 の 連 合 強 度 の 相 対 的 な 指 標 で あ る と い っ た

特徴を有する。例えば、上記、‘白人－黒人 IAT’の場合、白人と 不快（黒

人と快）の連合強度と、黒人と 不快（白人と快）の連合強度の差が IAT

効果に反映されており、黒人の方が白人よりも 不快との連合強度が強い

ことが、結果から示されていた と考えられる。一方、白人あるいは黒人

と不快との連合強度そのものを反映しているとは言えない点 が IAT 効果

の特徴である。  
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 また、 G r e en w a ld  e t  a l . ( 2 00 2 )は、自尊感情・自己概念・態度といった

社会心理学で用いられる構成概念 を対象に、 IAT による構成概念間の関

連 性 の 検 討 方 法 を 提 案 し た 。 彼 ら の 研 究 で は 、 自 己 ( s e l f )－ 他 者 (o t he r )、

快 ( po s i t i ve )  － 不 快 ( neg a t i ve )、 男 性 ( ma l e )  － 女 性 ( f e ma l e )と い っ た ３ 個

のカテゴリ・ペアを用い、３個の IAT を作成し、概念間の連 合強度の測

定 を 行 っ た 。 具 体 的 に は 、‘ 自 己 － 他 者 ’ と ‘ 快 － 不 快 ’ の ２ 個 の カ テ

ゴリ・ペアを用いた IAT（‘自尊感情 IAT’）、‘自己－他者’と‘男 性－

女性’の２個のカテゴリ・ペアを用いた IAT（‘ジェンダー・アイデンテ

ィティー IAT’）、‘男性－女性’と‘快－不快’の２個のカテゴリ・ペア

を用いた IAT （‘ジェンダー態度 IAT’）の３個の IAT を作成した。また、

自尊感情、ジェンダー・アイデンティティー、ジェンダー態度について、

顕在尺度による測定も行った。実験参加者は女子大学生であり、全ての

IAT に参加し、顕在尺度の回答を行った。彼らの実験結果では、 IAT に

よる測定において、自尊感情の高い実験参加者は、自己と女性との連合

が高く、女性と快の連合が高いといった傾向がみられ、自尊感情、ジェ

ンダー・アイデンティティー、ジェンダー態度という 構成概念間で一貫

した関係性が認められた。一方、顕在尺度では一貫した傾向がみられず、

異なる傾向を示すことが報告された。  

３．２．２ ．２  IA T 効果の特徴  

 ２章２．５の問題提起 において、潜在的測定手法に求められる性質は、

顕在尺度と比較し、①実験参加者の意識的 な制御可能性が低く、②個人

のもつ、感情や概念間の連合 構造を反映して いる、といった２点である

と整理を行った。以下において、これまで報告された IAT を用いた実験

から、上記２点について検討を行う。  

①意識的な制御可能性について、 IAT は反応時間を指標としたスピー
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ドと正確さを参加者に要求するカテゴリ分類課題である。そのため、顕

在尺度に比べて、実験参加者に実験目的を推測される可能性は低い。ま

た、 M i t ch e l l ,  N o s ek  & B a na j i (2 00 3 )では、実験参加者が自身の IAT 効果

量 を 意 識 化 す る こ と は 困 難 で あ る こ と が 報 告 さ れ て い る 。 こ れ ら か ら 、

IAT は顕在尺度に比べ、制御 可能性が低い課題であると本論文では位置

づけることとする 。  

 次 に 、 ② 個 人 の も つ 感 情 や 概 念 間 の 連 合 構 造 の 反 映 に 関 し て は 、 IAT

効果は、ステレオタイプ などに現れる社会の代表的な意見に影響を受け

るといった指摘がなされている (O l s on  &  Fa z io ,  2 00 4 )。一方、不安傾向

(E g l o f f  &  Sc h muk l e ,  200 2 )、自殺企図傾向 (N o ck  & B an a j i ,  2 0 07 a , b）、自尊

感情など個人特性の測定 (G r e en w a ld  e t  a l . ,  20 02 )や、消費者の態度と 購買

行動の予測 (B r un e l  e t  a l . ,  20 04 )が、IAT 効果によって可能であることが示

されており、個人的な概念間の連合 構造が反映されていると本論文では

位置づけることとする。  

 また、 IAT をリスク認知研究に導入するにあたり、 IAT の性質につい

て先行研究から考察を行う。これまで行われてきた IAT を用いた研究の

基本的な枠組みは、 IAT による測定と同時に顕在尺度の測定を 実施し、

IAT 効果量と顕在尺度得点の相関から、 IAT の性質を検討するといった

検討手法が、多く用いられてきた 。 12 6 件の研究を対象に行った IAT と

顕 在 尺 度 の 相 関 の メ タ 分 析 (H o f ma nn ,  G a w ro ns k i ,  G sc h we ndn e r,  Le  &  

Sch mi t t ,  20 05 )から、顕在尺度と IAT の間には 0 . 24 程度の相関があるこ

とが報告されている 。 IAT と顕在尺度との間に、比較的低い相関が認め

られたことから、IAT と顕在尺度間において一部関連があるものの、IAT

が 異 な る 認 知 的 な 側 面 を 反 映 し て い る こ と を 示 唆 し て い る (H of ma n n ,  e t  

a l . ,  2 00 5 ,  N o se k ,  G r e ew a l d  &  B a na j i ,  200 7 )。一方、 IAT を含めた潜在的測
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定手法の前提は、意識的な尺度で測定困難な側面の測定であり、顕在尺

度との相関によって、 IAT がどのような心的なプロセスを反映している

か を 検 討 す る こ と に は 限 界 が あ る と 言 え よ う (P e r ug i n i ,  O ’G o r ma n  & 

P re s tw i c h ,  2 00 7 )。  

 IAT 効果の認知プロセスに対しては、脳機能画像研究から 示唆が得ら

れる。P he lp s  e t  a l . ( 2 000 )では、３．２．１で紹介した‘白人－黒人 IAT’

を題材とした f MR I による脳機能画像研究を行った。彼らの実験では、

白人（あるいは黒人）の 顔写真が呈示されている時の脳機能画像を撮像

し、別途 fMR I 外で IAT 効果量の測定と顕在尺度 (M od e r n  R a c i s m S ca l e :  

McC on ah a y,  1 986 )の測定を行った。脳機能画像の分析結果では、黒人写

真が呈示された条件 の方が、白人写真が呈示された条件よりも、扁桃体

( a m yg d a l a )の 賦 活 が 有 意 に 高 か っ た こ と が 示 さ れ た 。 扁 桃 体 は 、 恐 怖 と

い っ た 感 情 と の 関 連 が あ る と の 報 告 が な さ れ て い る 部 位 で あ る (D a v i s ,  

199 2 :  P he l p s ,  2 006 :  Z a ld ,  20 03 )。また、黒人写真呈示時の扁桃体の活性水

準と‘白人－黒人 I AT’の IAT 効果量との間に有意な正の相関が認めら

れた。一方、顕在尺度と 扁桃体の賦活の間には相関は認められなかった 。

これらから、黒人の顔写真によって喚起された恐怖といった感情が‘白

人－黒人 IAT’における IAT 効果の生起因の一つであると推測された。

P he l p s  e t  a l . ( 20 00 )の実験結果は、リスク事象を知覚した際に生じる感情

が 、 リ ス ク 事 象 へ の 評 価 に 影 響 を 与 え た と 解 釈 す る こ と が 可 能 で あ り 、

２章２．５にあげた 感情ヒューリスティック の生起メカニズムへ示唆を

与える。  

 また、 Kn u ts on  e t  a l . ( 2 00 7 )においても、ジェンダーと人種に関するス

テレオタイプの測定を企図して作成された IAT を用い、 f MR I による脳

機能画像研究が行われている。彼らは、 I AT の概念一致条件（‘女性’と
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‘弱い’、‘男性’と‘強い’を同一のキイで反応する条件） をステレオ

タイプが活性化した 状態と仮定し、不一致条件（‘女性’と‘強い’、‘男

性’と‘弱い’を同 一のキイで反応する条件）を ステレオタイプの活性

が制御されている状態 と仮定し、両条件間の脳機能画像を比較検討した。

結果、不一致条件では一致条件に比べ、認知的葛藤の制御と関連がある

とされる前頭前野背外側部 (D LP FC :  d o r s o l a t e r a l  p r e f ro n ta l  co r t e x )、前部

帯状回 (A C C :  an t e r io r  c in gu l a t e  c o r t e x )の活性が高かった。また、一致条

件では不一致条件に比べ 、扁桃体の活性が高く、特に女性へのステレオ

タイプの強さと扁桃体の活性との間に相関が報告されている。  

 これら脳機能画像研究から、 IAT 効果の生起プロセスには、 扁桃体が

関与する感情に関する処理プロセスと、 D LP FC と A C C が関与する認知

コ ン フ リ ク ト 課 題 の 制 御 に 関 す る 処 理 プ ロ セ ス が 関 連 す る こ と が 示 さ

れた。一方、これまで行われた IAT を用いた脳機能画像研究は、感情と

認知処理といった文脈での研究が 大半を占め、 IAT に反映されると仮定

される概念間の連合構造に関しては、ほとんど言及されていない。  

  

３．２．３  リスク 認知への IA T 導入 意義  

 ３．２．２で述べてきたように、 IAT は実験参加者の意識的な制御 可

能性が低く、概念間あるいは概念と感情間の連合の測定が 可能であるこ

と が 先 行 研 究 か ら 報 告 さ れ て い る 。 ２ 章 ２ ． ５ に お い て 述 べ た よ う に 、

リスク認知研究における問題点として、リスク認知の測定では直接的な

質問項目が用いられることが多い。そのため評定結果には、概念間の連

合構造や感情が反映される自動的処理（ S ys t e m 1）と、統制的処理（ S ys t e m  

2）が混入していることが仮定される。IAT は、リスク認知にみられる数々

のバイアス・ヒューリスティックの生起因の一つと考え られる概念間の
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連合構造を測定可能である と報告されており 、その貢献可能性は大きい

と考えられる。  

 これまでサイコメトリック・パラダイムはリスク認知の規定因を探索

する営みが中心であり、リスク削減要求の予測などに対し一定の成功を

おさめたと評価されてきた。一方、サイコメトリック・パラダイムでは

検討が困難と考えられる、迅速 に行われるという人のリスク認知の特徴

に対し、 IAT によるアプローチが可能となるであろう。  

 そこで、以下では、社会的 リスク事象を題材に、 IAT によって概念間

の連合強度の測定を試みる。これまで、サイコメトリック・パラダイム

を用いたリスク認知研究 から、脅威度と未知性の ２要因によってリスク

認知が構成されるとの指摘がなされてきた。特に、脅威度は恐怖といっ

た感情との結びつきが指摘されている ( L oe we n s te i n  e t  a l . ,  20 0 1 )。３．２．

２．２に挙げた脳機能画像研究において、恐怖との結びつきの強い扁桃

体の活性と IAT 効果との関連が示されているため、脅威度の評価が IAT

効果に反映されることが予想される。  

 

３．３  実 験３－１  

 リ ス ク 事 象 と し て 原 子 力 発 電 と 水 力 発 電 を 対 象 に 顕 在 尺 度 の 測 定 と

IAT を実施し、両事象のリスク認知の測定を試みた。特に、原子力発電

を 取 り 上 げ た 理 由 は 、 こ れ ま で リ ス ク 研 究 の 中 心 的 な ト ピ ッ ク で あ り

(S l o v i c ,  2 000 )、社会的な要請を考慮したためである。本実験により、リ

スク認知研究へ IAT の導入を試み、リスク事象を対象とした IAT 効果の

検討を行う。  
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３．３．１  方法  

実験参加者  東京都内の大学に在籍する大学 生並びに大学院生 42 名（男

性 23 名 ,  女性 1 9 名，平均年齢 22 .6 歳）が参加した。概念一致条件を不

一致条件よりも先に行う群と、概念不一致条件を先に行う群の２群へラ

ンダムに振り分けた。  

 実験は大学構内実験室を用い、個別に実施した。実験参加者は、実験

概要の説明を受けた後、顕在尺度の回答を行い、その後 IAT を行った。

一人あたりの実験所要時間は約 30 分であった。  

実験実施日  20 04 年 11 月 8 日から 2 0 04 年 11 月 11 日であった。  

 

３．３．２  顕在尺 度  

 S l o v i c (1 98 7 )を基に、以下の 15 項目を作成し、1 0 のリスク事象に対し

評定を行った。S l o v i c ( 19 87 )の尺度を用いた理由は、その後に続いた多く

の研究で、彼の尺度を改定して用いており、今回の研究結果と先行研究

との比較を容易にさせるためである。尺度を邦訳する際には、岡本 (1 99 2 )、

中谷 内 (2 00 3 )を 参 考 にし た 。 1 5 項 目は 、「未 知 性 」と 「 脅 威 度」 の ２因

子で構成され、７段階の S D 尺度によって評定された。  

－「脅威度」 10 項目－  

｢制御可能 ｣  −  ｢制御不可能 ｣  
｢安心 ｣  −  ｢恐ろしい ｣  

｢世界的に壊滅的でない ｣  −  ｢世界的に壊滅的な ｣  
｢些細な影響 ｣  −  ｢致命的な影響 ｣  

｢公平 ｣  −  ｢不公平 ｣  
｢個人的な ｣  −  ｢壊滅的な ｣  

｢次世代にとってリスクが少ない ｣  −  ｢次世代にとってリスクが大きい ｣  
｢簡単に低減できる ｣  −  ｢簡単に低減できない ｣  

｢リスクが減っている ｣  −  ｢リスクが増えている ｣  
｢自発的な ｣  −  ｢不本意の ｣  
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－「未知性」５項目－  

｢観察可能 ｣  −  ｢観察不可能 ｣  
｢リ ス ク に さ ら さ れ た 人 が 知 っ て い る ｣  −  ｢リ ス ク に さ ら さ れ た 人 が 知 ら な い ｣  

｢影響が即効的 ｣  −  ｢影響が遅延的 ｣  
｢古いリスク ｣  −  ｢新しいリスク ｣  

｢科学的に解明 ｣  −  ｢科学的に不明 ｣  

 

 評定対象としたリスク事象は、先行研究 ( Kl e i nh e ss e l in k  & R os a ,  1 99 1 ;  

S l o v i c ,  19 87 )から、８事象を選択し（「原子力発電」、「水道水の塩素」、「ア

ルコール」、「Ｘ線検査」、「遺伝子操作」、「水力発電 」、「タバコ」、「自転

車」）、新たに「台風」と「地震」という２事象 を加え、計 1 0 事象とし

た。「台風」と「地震」を加えた理由は、 2 00 4 年８月から実験時点（ 11

月中旬）までの間に、甚大な被害を与えたという報道が頻繁になされた

ためである。各々のリスク事象 に対し、15 項目への回答を記入させる質

問紙を作成した。  

 

３．３．３  原子力 発電－水力 発電 IA T  

 IAT は、原子力発電と水力発電に対するリスク認知を測定することを

意図して作成された。具体的には、‘原 子力発電 －水力発電’と、‘危険

－安全’という、２種類のカテゴリ分類課題を組み合わせる形で、テス

トを作成した。仮説は「原子力発電と危険（水力発電と安全）の概念間

の連合が、水力発電と危険（原子力発電と安全）の概念間の連合よりも

強い」である。  

 原子力発電と水力発電のカテゴリ分類に使用する刺激として、インタ

ーネット上に公開された写真 より各５個抜粋し使用した（注 3 . 1）。 F i g．

3 . 3 に実 際に 使用 し た刺激 例を 挙げ た。 危険と 安全 のカ テゴ リ分類 に 用

いた刺 激は 、予 備調 査（ 注 3 .2） に基 づ いて、 危険 ・安 全と の連想 価 の
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高 い 単 語 を ５ 語 ず つ 抽 出 し 使 用 し た 。 安 全 カ テ ゴ リ 語 と し て 、‘ シ ー ト

ベ ル ト ’、‘ 家 族 ’、‘ 金 庫 ’、‘ ヘ ル メ ッ ト ’、‘ 友 達 ’、 危 険 カ テ ゴ リ 語 と

して、‘ナイフ’、‘ウィルス’、‘地震’、‘洪水’、‘戦争’を用いた。  

 

  

F i g． 3 .3  ‘原子力発電－水力発電 IAT’で用いた刺激例  

 

 教示・刺激の呈示・反応計測は、デスクトップ型パーソナルコンピュ

ータ (D E L L d i men s i o n  8 250 )を用いて行われた。反応計測と刺激呈示のた

めのプログラムは、I nqu i s i t  2 . 0 ( M i l l i s e co nd  s o f t wa r e )というソフト・ウェ

アーを用いて作成された。実験参加者は、コンピュータ・キイボードの

“ A” キイ と テ ン キ ー の “ ５” キ イ を 、 そ れ ぞ れ左 手 の 人 差 し 指 と 右 手

の人差し指を用いて反応することを要求された。  

 教 示 は 、 全 て の ブ ロ ッ ク 開 始 時 に 行 わ れ 、「 で き る だ け 速 く か つ 正 確

に反応すること」の強調と、反応キイとカテゴリの対応関係を確認した。

教示画面終了後、実験参加者がスペース・バーを押し、実験ブロックへ

と進んだ。刺激は画面中央に呈示され、画面左・右上部にカテゴリ（ i . e .  

安全・危険；原子力・水力）が呈示された。画面上部に呈示されるカテ

ゴリは、同一ブロック内は固定されていた。刺激は反応直後に継時的に

呈示され、想定された分類と異なった場合、エラーメッセージとして“×”

が画面中央に 30 0 ms 呈示された。  
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 本研究で用いた実験ブロックは７ブロックで構成された。詳細を Tab l e  

3 .3 に示した。第１～３、５、６ブロックは練習ブロックで、第４ ､７ブ

ロックがテスト・ブロックであった。  

 

Tab le  3 .3  ‘原子力発電－水力発電 IAT’のブロック構成  

ブ ロ ッ ク  試 行 数  
練 習 ／  
テ ス ト  

左 の キ イ で  
反 応 す る ア イ テ ム  

右 の キ イ で  
反 応 す る ア イ テ ム  

１  20  練習  安全語  危険語  
２  20  練習  原子力発電写真  水力発電写真  

３  20  練習  原子力発電写真  
＋安全語  

水力発電写真  
＋危険語  

４  40  テスト  原子力発電写真  
＋安全語  

水力発電写真  
＋危険語  

５  20  練習  水力発電写真  原子力発電写真  

６  20  練習  水力発電写真  
＋安全語  

原子力発電写真  
  ＋危険語  

７  40  テスト  水力発電写真  
＋安全語  

原子力発電写真  
＋危険語  

※  実 験 参 加 者 の 半 数 は ブ ロ ッ ク ２ ・ ３ ・ ４ （ 概 念 不 一 致 ブ ロ ッ ク ） と ブ ロ ッ

ク ５ ・ ６ ・ ７ （ 概 念 一 致 ブ ロ ッ ク ） の 順 序 を 入 れ 替 え て 課 題 を 実 施 し た  

 

３．３．４  結果と 考察  

３．３．４ ．１  顕 在尺度  

 リスク事象ごとに、脅威度 因子に該当する 10 項目と未知性因子に該

当する 5 項目の評定値を用い、それぞれの加算平均を求め、 Fi g． 3 .4 を

作成した。また、脅威度因子と未知性因子に該当する質問項目を対象に

α係数を求め、付録１に示した。付録１に示された実験３－１の脅威度

因子のα係数は 0 .8 8 で未知性のα係数は 0 . 47 であり、未知性因子のα

係数が低いことが示された。一方、S l o v i c ( 19 87 )では、脅威度 因子や未知

性因子の程度の異なる 8 1 項目を用いていたため、本実験結果と異なる

傾向を示した可能性がある。本研究では、以降の分析において、先行研

究との比較を目的として、脅威度 因子 1 0 項目の加算平均値を脅威度得
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点とし、未知性因子５項目の加算平均値を未知性得点として分析を行っ

た。  

 Fi g． 3 .4 より、 IAT の対象となる、‘原子力発電’と‘水力発電’を比

較すると、原子力発電（脅威度 得点  4 . 7 1、未知性得点 3 .4 7）の方が水力

発電（脅威度得点  3 . 48、未知性得点 3 . 21）よりも脅威度得点も未知性得

点も高く、特に脅威度 得点において差が顕著であった。２要因（リスク

事象（原子力発電・水力発電）×リスク得点（脅威度・未知性））の分散

分析の結果 、リスク 事象の主効 果 が認め られ ( F ( 1 ,  41 )= 42 .7 1 ,  p< .0 01 )、

原子力発電の方が水力発電よりも 、脅威度得点と未知性得点の全体の得

点が有意に高いことが示された。また、リスクの種類と リスク得点の間

 

F i g． 3 . 4  1 0 個 の リ ス ク 事 象 に 対 す る 顕 在 尺 度 の 測 定 結 果 に 基 づ い た 布 置  
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に交互 作用 が認め ら れた ( F (1 ,  4 1 )= 27 .11 ,  p< . 001 )。 多重比 較 の結果 、原

子 力 発 電 の 方 が 水 力 発 電 よ り 脅 威 度 得 点 が 高 く 評 定 さ れ て い る こ と が

示された。  

F i g． 3 . 4 より、脅威度得点に関し、地震・台風、次 いで原子力発電が

高く、アルコール・自転車において低いことが示された。 そして、特徴

的な結果として、これまでリスク認知の中心的トピックであった原子力

発電よりも、地震・台風の脅威度 得点が高いことが挙げられる。実験時

点（ 2 00 4 年 11 月初旬）は、中越地震発生直後のため地震災害に関する

報道が頻繁になされていた。また、 20 0 4 年８～ 1 0 月にかけて、台風に

よる被害が甚大であり、多くの報道 がなされていた。一方、200 4 年８月

９日には、関西電力美浜原子力発電所において、２次系配管からの蒸気

漏れによる死傷事故 が発生していたが、原子力発電は、地震・台風より

も低い評定がなされていた。近傍の情報の影響については、200 5 年から

200 7 年にかけて実験を行った４章において検討を行う。  

 未知性に関しては、遺伝子操作が最も高く 、他の項目は、中点である

４ 点 以 下 と い う 結 果 が 示 さ れ た 。  ア ル コ ー ル ・ 自 転 車 と い っ た 、 日 常

的 に 接 し て い る 事 象 に 対 し て は 、 未 知 性 が 低 い と い う 結 果 が み ら れ た 。

また、台風の未知性が低い理由 として、現在の科学技術による予測可能

性の向上、そして、当該年度の台風に関してなされた報道量の多さが影

響を与えた可能性を指摘できる 。  

 また、Ｘ線、水道水 の塩素については、脅威度得点・未知性得点の平

均評定値がともに４点周辺に布置された。いずれのリスクも本研究の 実

験参加者である大学生・大学院生においては、論じられることがほとん

どなく、リスクそのものを知らないということの影響と推測される。   

 本研究結果と S lo v i c ( 19 87 )のデータ ( F i g． 2 .1 )を比較すると、全体的に
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未知性が低かった。S lo v i c ( 19 87 )に準じた尺度を用いリスク認知の日米間

比較を行った Kl e i n h es s e l in k  & R o sa ( 199 1 )の調査では、日本人の原子力

関 連 事 象 に 関 す る 未 知 性 が 米 国 人 に 比 べ て 低 い こ と が 指 摘 さ れ て お り 、

本研究結果も同様の傾向を示していた。  

３．３．４ ．２  原 子力発電－ 水力発 電 IA T  

 データの分析は、 G re en w a ld  e t  a l . ( 19 9 8 )において用いられた３つの手

続きに準拠した。①テスト・ブロックの最初の２試行を削除し、② 30 0 ms

より速い反応を 30 0 ms に置換え、3 000 m s よりも遅い反応を 3 00 0 ms に置

換えた（ 3 00 ms 以下 の反応率は 0%、 30 0 0 ms 以上は 0 .2 %）、③エラー反

応も分析に加えた（ 注 3 .3）。なお、エラー反応率は 7 . 0 %（一致ブロック

は 6 . 4%、不一致ブロックは 7 .7 %）であった。テスト・ブロックの誤反

応率 が 20%を 超え る実 験参 加 者を 分析 対象 から 除 外す るこ とと した が、

実験参加者にはい なかった。  

F i g． 3 .5 に 、 上 記 処 置 後 の デ ー タ を も と に し た 、 試 行 順 序 別 テ ス ト ･

ブロックの平均反応時間を示した。分析には、データを対数変換して使

用した。①原子力発電と危険（水力発電と安全）の概念的な連合の検討、

および②テスト・ブロックの試行順序効果の検討を目的として、２要因

の分散分析を行った。第１の要因は、試行ブロックの順序の要因で被験

者間要因であった。 第２の要因はブロッ ク種（概念一致条件 ×不一致条

件）で被験者内要因であった。  

 分析の結果、試行ブロックの順序の要因の有意な主効果はみられなか

った（ F (1 ,4 0 )= . 00 2 ,  n . s .）。また、ブロック種に有意な主効果がみられた

(F (1 ,  4 0 )= 23 .0 1 ,  p< . 0 001 )ことから、原子力発電と危険（水力と安全）の

連合が、原子力と安全（水力と危険）の連合よりも強いことが示された。  
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も脅威度得点が高く、 IAT では原子力発電の方が水力発電よりも危険と

の連合が強いことが示されていた 。一方、顕在尺度と IAT 効果量間に有

意な相関が認められなかった点が本実験結果の特徴であ る。３．３．４．

１で考察したように、顕在尺度は近傍 の情報の影響を強く受けると仮定

した場合、 IAT 効果は潜在的であり、情報の影響を受け難い可能性を指

摘できよう。顕在尺度に対する、近傍 の知識の影響などによって、  IAT

効果との乖離が生まれたことが示唆される。  

 

Tab l e  3 . 4  顕在尺度の結果と IAT 効果量の相関  

  顕在尺度  

 
原子力発電  水力発電  

原子力発電  

−水力発電 ※  

  脅威度  未知性  脅威度  未知性  脅威度  未知性  

IAT 効果量  . 1 3  - . 0 9  - . 0 5  - . 1 1  .1 4  .0 1  
※  原 子 力 発 電 −水 力 発 電 は 、脅 威 度 得 点 、未 知 性 得 点 そ れ ぞ れ に つ い て 、実 験 参

加 者 ご と に 原 子 力 発 電 の 得 点 か ら 水 力 発 電 の 得 点 を 減 じ た 値 を 求 め 、I A T 効 果 と

相 関 係 数 を 算 出 し た 。  

 

３．４  実 験３－２   

 実験３－２では、災害後の潜在的リスク認知の測定を IAT によって行

った。2 004 年 10 月 2 3 日に中越地震が発生し大きな被害を新潟県長岡市

周辺に与えた。本研究の 実験参加者は、中越地震による直接的な被害は

受けていなかったものの、その被害の甚大さなどの報道と頻繁に接触し

ていた。実験３－１に参加した同一の実験参加者に地震と原子力発電を

対象に IAT を行った。  

 Fi g． 3 .4 より、顕在尺度において  ‘地震’と‘原子力発電’を比較す

ると、地震（脅威度得点  5 . 67、未知性得点 3 .2 9）の方が原子力発電（ 脅

威度得点  4 . 71、未知性得点 3 .4 7）よりも脅威度得点において評定が 高か
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った。このことから、地震の方が原子力発電よりも、危険との連合が強

いことを仮定した。  

 

３．４．１  方法  

実験参加者  実験３－１に参加した大学生並びに大学院生のうち 3 9 名

（男性 21 名、女性 1 8 名、平均年齢 2 2 .1 歳）が実験に参加した 。実験は

大学構内実験室を用い、個別に実施した。実験参加者は、実験概要の説

明を受けた後、‘地震 －原子力発電 IAT’を行った。一人あたりの実験所

要時間は約 1 0 分であった。概念一致条件を不一致条件よりも先に行う

群と、概念不一致条件を先に行う群の２群へランダムに振り分けた。  

実験実施日  20 04 年 11 月 17 日から 11 月 2 4 日であった。  

 

３．４．２  地震－ 原子力発電 IA T  

 原子力発電と地震に対するリスク認知を潜在的に測定することを意図

して作成された。具体的には、‘地震－ 原子力発電’と、‘危険－安全’と

いう、２種類のカテゴリ分類課題を組み合わせる形で、テストを作成した。 

 仮説は、Fi g．3 .4 に示された顕在尺度の結果から、「地震と危険（原子

力発電と安全）の概念間の連合が、原子力発電と危険（地震と安全）の

概念間の連合よりも強い」とした。そのため、概念一 致条件を、地震と

危険（原子力発電と安全）を同一のキイで反応を行 う条件とし、概念不

一致条件を、地震と安全（原子力発電と危険）を同一のキイで反応を行

う条件とした。  

 地震と原子力発電のカテゴリ分類に使用する刺激として、インターネ

ット上に公開された写真 より各５個抜粋し使用した（注 3 .1）。  F i g．3 . 6

に実際に使用した刺激例を挙げた。危険と安全のカテゴリ分類に用いた
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刺激は、実験３－１ で行った予備調査をもとに、実験協力者 ４名の合議

のもと に一 部変 更し て使用 した （ 注 3 .4）。 安全 カテ ゴリ語 として 、‘ 愛

情’、‘家族’、‘笑顔’、‘平和’、‘友達’、危険カテゴリ語として、‘包丁’、

‘暴力’、‘犯罪’、‘麻薬’、‘細菌’を用いた。また、 IAT のブロック構

成を Ta b le  3 .5 に示した。実験機材は実験 ３－ 1 と同様であった。  

 

   

F i g． 3 .6  ‘地震－原子力発電 IAT’で用いた刺激例  

 

Tab l e  3 . 5  ‘地震－原子力発電 IAT’のブロック構成  

ブロック  試行数  
練習／  
テスト  

左のキイで  
反応するアイテム  

右のキイで  
反応するアイテム  

１  20  練習  安全語  危険語  

２  20  練習  原子力発電写真  地震写真  

３  20  練習  原子力発電写真  
＋安全語  

地震写真  
＋危険語  

４  40  テスト  原子力発電写真  
＋安全語  

地震写真  
＋危険語  

５  20  練習  地震写真  原子力発電写真  

６  20  練習  地震写真  
＋安全語  

原子力発電写真  
  ＋危険語  

７  40  テスト  地震写真  
＋安全語  

原子力発電写真  
＋危険語  

＊  実 験 参 加 者 の 半 数 は ブ ロ ッ ク ２ ・ ３ ・ ４ （ 概 念 一 致 ブ ロ ッ ク ） と ブ ロ ッ ク

５ ・ ６ ・ ７ （ 概 念 不 一 致 ブ ロ ッ ク ） の 順 序 を 入 れ 替 え て 課 題 を 実 施 し た  
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３．４．３  結果と 考察  

３．４．３ ．１  顕 在尺度  

 実験に参加した 3 9 名の評定値の平均は、地震が脅威度 得点 5 . 65、未

知性得点 3 . 29 であり、原子力発電が脅威度得点 4 . 71、未知性得点 3 . 49

であった。２要因（ リスクの種類（地震 ・原子力発電 ）  ×  リスク得点

（ 脅 威 度 ・ 未 知 性 ）） の 分 散 分 析 の 結 果 、 有 意 な リ ス ク 種 の 主 効 果 が 認

められ ( F (1 ,  38 )= 5 . 4 2 ,  p< .0 1 )、地震の方 が原子力発 電よりも 脅威度得点

と未知性得点の全体の得点が有意に高いことが示された。また、リスク

事 象 の 種 類 と リ ス ク 因 子 の 間 に 交 互 作 用 が み ら れ た ( F ( 1 ,  3 8 )= 1 2 . 67 ,  

p < . 00 1 )。多重比較の結果、地震の方が原子力発電より脅威度 得点が高く

評定されていたことが示された。先行研究 ( Kl e i nh e ss e l in k  & R os a ,  1 99 1 ;  

S l o v i c ,  19 87 )で は、 リスク 事象 に地 震が 含まれ てい ない ため 、本実 験 結

果と直接比較することはできない。一方、2 00 2 年に発覚した原子力発電

所点検データ改ざん事件（東電炉心シュラウドひび割れ隠蔽事件）前後

に、 リ ス クに 関 す る 調査 を 行 った 藤 井 ・ 吉川 ・ 竹 村 ( 20 03 )で は、 原 子力

発電事故の方が地震よりも、危険認知、恐怖認知ともに高いことが報告

されていた。本実験結果には、近傍の地震災害に関する報道が、脅威度

得 点 に 影 響 を 与 え た 可 能 性 が 存 在 す る 。 近 傍 の 情 報 の 影 響 に つ い て は 、

３年度にわたり実験を行った４章において検討を行う。  

３．４．３ ．２  地 震－原子力 発電 IAT  

 IAT の分析に際しては、実験３ −１と同様に G r ee n wa l d  e t  a l . ( 1 99 8 )おい

て用いられた３つの手続きに準拠した。①テスト・ブロックの最初の２

試行を削除し、② 30 0 ms より速い反応を 300 ms に置換え、30 0 0 ms よりも

遅い反応を 30 00 ms に置換えた（ 3 00 ms 以下の反応率は 0 . 5 %、3 00 0 ms 以

上は 0 %）、③エラー反応も分析に加えた（注 3 . 3）。なお、エラー反応率



47 
 

F



48 
 

37 )= 0 .1 7 ,  n . s . ) 。 ま た 、 交 互 作 用 が 有 意 で あ っ た た め (F ( 1 ,  37 )= 22 .27 ,  

p< . 00 2 )、多重比較を行った。多重比較の結果、ブロックの試行順序の効

果がみられた。 Fi g． 3 . 7 に示されたように、 概念一致・不一致といった

ブロック種を問わず、先に行ったブロックよりも後続するブロックの平

均反応時間が長いことが示された。これらから、潜在的なレベルでの 地

震と原子力発電の危険との連合強度は、同程度であることが推測される。  

３．４．３ ．３  顕 在尺度と IA T の関 連  

 顕在尺度と IAT 効果量との関連を検討するために、顕在尺度から① 実

験 参 加 者 ご と に 地 震 ・ 原 子 力 発 電 別 の 脅 威 度 得 点 と 未 知 性 得 点 を 求 め 、

②地震と原子力発電との 脅威度得点と未知性得点 の差を求め、 IAT 効果

量との間に相関係数を算出した。 Ta b le  3 . 6 に相関分析の結果を示した。

Tab l e  3 . 6 に示されたように、顕在尺度と IAT 効果量との間に有意な相関

はみられなかった。  

Tab l e  3 . 6  顕在指標結果と IAT 効果量の相関  

顕在尺度の結果と IAT 効果量の相関係数  

  顕在尺度  

 
地震  原子力発電  

地震  

−原子力発電 ※  

  脅威度  未知性  脅威度  未知性  脅威度  未知性  

IAT 効果量  . 1 1  .1 0  .1 0  .0 7  .0 2  .0 2  
※ 地 震 −原 子 力 発 電 は 、脅 威 度 得 点 、未 知 性 得 点 そ れ ぞ れ に つ い て 、実 験 参 加 者 ご

と に 地 震 の 得 点 か ら 原 子 力 発 電 の 得 点 を 減 じ た 値 を 求 め 、 I A T 効 果 と 相 関 係 数 を

算 出 し た 。  

 

 顕在尺度では、地震の方が原子力発電よりも脅威度 得点が有意に高い

ことが示されていた が、 IAT 効果は認められなかった 。また、 IAT 効果

量 と 顕 在 尺 度 と の 間 に は 相 関 が み ら れ て い な か っ た 。 こ れ ら か ら 、 IAT

と顕在尺度では異なる側面が測定されている可能性が示された。  
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３．５  結 論  

 本章の目的は、 IAT のリスク認知への応用を試み、リスク事象を題材

とした IAT の特徴を検討することであった。実験３－１では、原子力発

電と水力発電を対象に IAT を行い、実験３－２では原子力発電と地震を

対象に IAT を行った。また、実験３－１実施時に原子力発電、水力発電、

地 震 な ど の リ ス ク 事 象 を 対 象 に 顕 在 尺 度 に よ る 脅 威 度 得 点 と 未 知 性 得

点の測定を行った。 本章の実験３－１、３－２より、 IAT では、原子力

発電は水力発電よりも危険との連合強度が 強く、地震と原子力発電は危

険との連合強度が同程度であ ることが示された。 これまで、 IAT はリス

ク認知研究に導入されていなかったが、原子力発電といったリスク事象

において、潜在的に危険との連合が形成されていることが示された。一

方、顕在尺度では、地震＞ 原子力発電＞水力発電の順に脅威度得点が高

いことが認められた。地震と原子力発電に関し、潜在的な概念間の連合

と顕在尺度の測定結果において、異なる傾向が示された。  

次章において、水力発電と原子力発電、地震の３つのリスク事象を対

象に IAT を行い、本章の実験結果との整合性の検討を行う。  
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注 3 . 1  実 験 に 用 い た 刺 激 画 像 は 、下 記 U R L（ 2 0 0 4 年 時 点 ）よ り 抜 粋 し 使 用

し た 。  
h t t p : / / w w w. c h u d e n - p l a n t . c o . j p / e i g y o u / g y o u s h u / h a t s u h e n / g e n s h i . h t m  
h t t p : / / w w w. k e p c o . c o . j p / wa k a s a / o o i / o o i . j p g  
h t t p : / / w w w. g n s . n e . j p / e n g / s t a / j p n _ n p p / i k a t a . h t m  
h t t p : / / w w w. i h i . c o . j p / i h i / p r o d u c t s / e n e r g y / g e n s i r y o k u . h t m l  
h t t p : / / w w w2 f . b i g l o b e . n e . j p / ~ k - m/ l i n k s / j i k o l i n k . h t ml  
h t t p : / / h e a d l i n e s . y a h o o . c o . j p / h l  
h t t p : / / w w w. a s a h i . c o m/  
h t t p : / / n e ws . g o o g l e . c o m/  
h t t p : / / w w w. b o - s a i . c o . j p / s u b 2 . h t ml  

 
注 3 . 2  予 備 調 査 の 参 加 者 は 、大 学 生 1 6 名 で あ っ た 。‘ 危 険 ’・‘ 安 全 ’と い

う 言 葉 を 聞 い た と き に 連 想 す る 言 葉 を 、各 々 5 語 ず つ 回 答 を 求 め た 。 3 名 以

上 の 回 答 に 挙 げ ら れ た 語 の 中 か ら 、 実 験 協 力 者 4 名 の 合 議 の 上 、 危 険 連 想

語 と 安 全 連 想 語 を 各 々 5 語 選 定 し た 。 安 全 カ テ ゴ リ 語 と し て 、‘ シ ー ト ベ ル

ト ’、‘ 家 族 ’、‘ 金 庫 ’、‘ ヘ ル メ ッ ト ’、‘ 友 達 ’、危 険 カ テ ゴ リ 語 と し て 、‘ ナ

イ フ ’、‘ ウ ィ ル ス ’、‘ 地 震 ’、‘ 洪 水 ’、‘ 戦 争 ’ を 用 い た 。  
 
注 3 . 3  本 研 究 が 依 拠 し た G r e e n wa l d ,  M c G h e e  &  S c h wa r t z ( 1 9 9 8 )で は 、I AT の

デ ー タ 集 計 の 際 の エ ラ ー 反 応 の 処 置 に 関 し 、 特 に 規 定 を 設 け な い 旨 、 本 文

中 に 明 示 さ れ て お り 、 反 応 時 間 の 分 析 に お い て は 、 正 反 応 と エ ラ ー 反 応 を

一 括 し て 扱 っ て い た 。 ま た 、 2 0 0 3 年 に G r e e n wa l d ら の グ ル ー プ が 集 計 方 法

に 関 し て 総 括 を 行 っ て い る G r e e n wa l d ,  N o s e k  &  B a n a j i ( 2 0 0 3 )に お い て も 、 エ

ラ ー 反 応 の 削 除 に つ い て は 、 特 に 規 定 し て お ら ず 、 エ ラ ー 反 応 を 用 い た 集

計 方 法 を 一 貫 し て 使 用 し て い た 。そ の た め 、本 研 究 で は 、G r e e n wa l d ,  M c G h e e  
&  S c h wa r t z ( 1 9 9 8 )同 様 に 、 エ ラ ー 反 応 も 分 析 対 象 と し た 。 ま た 、 G r e e n wa l d ,  
M c G h e e  &  S c h wa r t z ( 1 9 9 8 )の 実 験 １ で は 、 エ ラ ー 反 応 率 は 、 5 %を 下 回 っ た と

の 記 載 が あ っ た が 、本 研 究 実 験 ３ － １ に お い て は 、 7 . 0 %、実 験 ３ － ２ で は 、

5 . 5 %で あ っ た 。  
 
注 3 . 4  実 験 ３ － ２ で 危 険 と 安 全 の カ テ ゴ リ 分 類 に 用 い た 刺 激 は 、実 験 ３ －

１ の 予 備 調 査 を も と に 、 実 験 協 力 者 4 名 の 合 議 の も と に 一 部 変 更 し た 。 変

更 理 由 は 、 実 験 ３ － １ で は 、 危 険 カ テ ゴ リ 語 に ‘ 地 震 ’ を 含 ん で お り 、 実

験 ３ － ２ の タ ー ゲ ッ ト ・ カ テ ゴ リ で あ る ‘ 地 震 ’ と 重 複 し て し ま う た め で

あ っ た 。 ま た 、 カ タ カ ナ 表 記 と 漢 字 表 記 が 混 在 し て い た た め 、 漢 字 2 字 熟

語 に 統 一 し た 。安 全 カ テ ゴ リ 語 と し て 、‘ 愛 情 ’、‘ 家 族 ’、‘ 笑 顔 ’、‘ 平 和 ’、

‘ 友 達 ’、 危 険 カ テ ゴ リ 語 と し て 、‘ 包 丁 ’、‘ 暴 力 ’、‘ 犯 罪 ’、‘ 麻 薬 ’、‘ 細

菌 ’ を 用 い た 。   

http://www.bo-sai.co.jp/sub2.html
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４章 潜在的連想テストによるリスク事象間の連合構造の測定  

 

４．１ はじめに  

 ３章において、原子力発電といった代表的なリスク事象を用いて、リスク認知

への潜在的連想テスト (IAT)の導入を試みた。実験３－１、実験３－２より、‘原

子力発電－水力発電 IAT’では、有意な IAT 効果が認められ、‘地震－原子力発電

IAT’では、有意な IAT 効果は認められなかった。また、顕在尺度では、原子力

発電の方が水力発電よりも、脅威度得点が高く、地震の方が原子力発電よりも脅

威度得点が高いことが示された。そして、 IAT 効果量と顕在尺度間の相関分析の

結果、有意な相関が認められなかった。これらの結果から、 IAT によって顕在尺

度と異なる認知的側面の測定可能性が示された。従来、主に顕在尺度によって検

討されてきたリスク認知に対し、 IAT を用いることにより多面的な検討が可能で

あることが示唆された。一方、これまで IAT によるリスク認知の検討はほとんど

試みられておらず、 IAT 効果はリスク認知のどのような側面を反映しているのか

という点が、利用方法の提言を行うにあたり重要となる。そのため、2005 年に実

施した本章実験４－１では、３章においてみられた、リスク認知における IAT 効

果の性質のさらなる検討を目的として、原子力発電、水力発電、地震といった３

個のリスク事象を対象に３種類の IAT を行った。また、2004 年 10 月に発生した

中越地震の影響について、継時的に検討するために、2006 年、2007 年にも同一の

検討枠組みでのデータの取得を計画した。  

実験４－２、３は、実験４－１の実験手続きの一部を改訂し実施した。2005、2006、

2007 年に実施した実験結果を比較し、３事象を用いた IAT による概念間の連合強度

の測定の信頼性を検討した。また、実験４－２、３は顕在尺度、IAT ともに同一の

実験手続きを用いたため、両実験結果を統合し、３事象を対象とした IAT 効果の性

質の更なる検討のためにポストホックな分析を行った。なお、本章の実験４－１は、
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井出野・竹村 (2006a)において、また、実験４－２、３のデータの一部は井出野・

大久保・玉利・竹村 (2013)にて発表された。  

 

４．２ IAT による３事象間の測定意義とその方法  

 本章で行う３個のリスク事象を対象とした IAT 効果間の関係を Fig．4.1 に示し

た。水力発電から原子力発電への矢印は、実験３－１‘原子力発電－水力発電 IAT’

によって測定された IAT 効果量を、原子力発電から地震への実線矢印は実験３－

２‘地震－原子力発電 IAT’の効果量を示している。‘地震－水力発電 IAT’は本

章において初めて行われるため、破線で示した。また、矢印の始点と終点は４．

３．１に示した仮説と対応づけられている。実験３－１の顕在尺度の結果に基づ

き予想される、より危険との連合が強いリスク事象を矢印の終点に、より危険と

の連合が低いリスク事象を矢印の始点とした。  

実験３－１で実施した‘原子力発電－水力発電 IAT’では、原子力発電の方が

水力発電よりも、危険との連合が強く、実験３－２‘地震－原子力発電 IAT’で

 

Fig．4.1 ‘原子力発電－水力発電 IAT’、‘地震－水力発電 IAT’、‘地震－原子力

発電 IAT’の３個の IAT を用いたリスク事象間の関係構造模式図  
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は、地震と原子力発電の危険との連合強度は同程度であることが示された。 IAT

の測定結果が、概念間の連合強度を反映し、一貫したものであるならば、‘地震－

水力発電 IAT’では、地震の方が水力発電よりも危険と連合が強く、また、 IAT

効果量も‘原子力発電－水力発電 IAT’と同程度であることが予測される。これ

まで、 IAT 効果の性質について、評定尺度を基準として検討されてきたが、３個

のターゲット・カテゴリ間の全ての組み合わせとなる３個の IAT を行うことによ

って、 IAT 間の関連をもとに検討することが可能となる。本章実験４－１、２、

３ともに Fig．4.1 に示した３個の IAT を行った。  

 

４．３ 実験４−１  

４．３．１ 方法  

実験参加者：東京都内の専門学校に在籍する学生 41 名を用いた（男性３名、女

性 38 名、平均 24.9 歳）。実験は講義時間内で行われ、全ての実験参加者は、コン

ピュータ・ルームにおいて３個の IAT を行った後に、別教室で質問紙へ回答を行

った。一人あたりの実験所要時間は約 30 分であった。  

実験実施日：2005 年１月 10 日であった。  

顕在尺度：顕在尺度は、実験３－１、２同様、先行研究（中谷内 , 2003; 岡本 , 1992; 

Slovic, 1987）をもとに作成された。15 項目は、脅威度と未知性の２因子で構成さ

れ、７段階で評定された。  

評定対象としたリスク事象は、IAT のターゲット・カテゴリに用いた３事象（水

力発電、原子力発電、地震）に、７事象（自転車、アルコール、タバコ、遺伝子

操作、エイズ、台風、地球温暖化）を加え、合計 10 事象とした。  

IAT：原子力発電、水力発電、地震を対象に概念間の連合強度の測定を企図して

‘原子力発電－水力発電 IAT’、‘地震－水力発電 IAT’、‘地震－原子力発電 IAT’

の３個の IAT を作成した。各 IAT に用いたカテゴリ・ペアは以下の通りであった。  
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原子力発電－水力発電 IAT：  「原子力発電－水力発電」と「危険－安全」  
カテゴリを用いた IAT 

地震－水力発電 IAT：  「地震－水力発電」   と「危険－安全」  
カテゴリを用いた IAT 

地震－原子力発電 IAT：  「地震－原子力発電」  と「危険－安全」  
カテゴリを用いた IAT 

 また、３章の実験において示された顕在尺度結果から、各々の IAT における結

果を以下のように仮定し実験を構成した。  

仮説１  原子力発電－水力発電 IAT：原子力発電の方が  
 水力発電よりも危険との連合が強い。  

仮説２  地震－水力発電 IAT   ：地震の方が  
 水力発電よりも危険との連合が強い。  

仮説３  地震－原子力発電 IAT  ：地震の方が  
 原子力発電よりも危険との連合が強い。  

 原子力発電、水力発電、地震の各カテゴリ分類に使用した刺激は３－１、２と共

通であり、インターネット上に公開された写真より各５個抜粋し使用した（注 4.1）。

Table 4.1 に実際に使用した刺激例を挙げた。危険と安全のカテゴリ分類に用いた刺

激は、実験３－２と同一であり、安全カテゴリ語として、‘愛情’、‘家族’、‘平和’、

‘笑顔’、‘友達’、危険カテゴリ語として、‘包丁’、‘暴力’、‘細菌’、‘犯罪’、‘麻

薬’を用いた。  

 

Table 4.1 実験刺激サンプル  

 

概念 水力発電 原子力発電 地震 安全 危険

家族 包丁

刺激 平和 暴力
サンプル

愛情 麻薬

友情 犯罪

笑顔 細菌

ターゲット・カテゴリ 属性カテゴリ



55 

 

教示・刺激の呈示・反応計測はすべて、パーソナル・コンピュータ (Toshiba 

Dynabook)を用いて行われた。反応計測と刺激呈示用プログラムは、Borland 

Delphi 7（Borland 社）を用いて作成された。実験参加者は、コンピュータ・キ

イボードの“A”キイと  “L”キイを、それぞれ左手の人差し指と右手の人差

し指を用いて反応することを要求された。教示は、全てのブロック開始時に行

われ、「できるだけ速くかつ正確に反応すること」の強調と、反応キイとカテゴ

リの対応関係を確認した。  

 

また、実験ブロック、試行回数を Table 4.2 に示した、３章実験３－１、３－２

同様、７ブロックで構成し、各ブロックの試行回数も実験３－１、３－２と同様

であった。  

手続き：専門学校内にあるコンピュータ・ルームと隣接する教室を使用して実験

を実施した。教室は IAT を行う前の集合場所とした。IAT は、６×６台の PC が設

置されたコンピュータ・ルームにおいて、四隅にある PC４台に実験プログラムを

インストールし、実験を行った。実験参加者は、各 IAT のブロック開始時に表示

Table 4.2 ‘原子力発電－水力発電 IAT’のブロック構成  

ブロック  試行数  
練習／  
テスト  

左のキイで  
反応するアイテム  

右のキイで  
反応するアイテム  

1 20 練習  安全語  危険語  
2 20 練習  原子力発電写真  水力発電写真  

3 20 練習  
原子力発電写真  

＋安全語  
水力発電写真  

＋危険語  

4 40 テスト  
原子力発電写真  

＋安全語  
水力発電写真  

＋危険語  
5 20 練習  水力発電写真  原子力発電写真  

6 20 練習  
水力発電写真  

＋安全語  
原子力発電写真  

＋危険語  

7 40 テスト  
水力発電写真  

＋安全語  
原子力発電写真  

＋危険語  
＊実験参加者の半数はブロック２・３・４（概念不一致ブロック）とブロック５・６・７

（概念一致ブロック）の順序を入れ替えて課題を実施した  
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される教示を読み、３個の IAT を行った。 IAT の実施順序と、各 IAT における一

致ブロックと不一致ブロックの試行順序に関し、実験参加者間でカウンターバラ

ンスを取った。実験参加者は、３個の IAT を終了した後、別教室にて 10 個のリ

スク事象に対する顕在尺度の評定を行った。また、顕在尺度では、リスク事象の

呈示順序をランダマイズした。  

 

４．３．２ 結果と考察  

 結果の分析にあたり、３個の IAT のいずれかのエラー率が 20％を超えた実験参

加者のデータを分析から除外することとした。実験４－１では 1 名のデータを分

析から除外し、40 名のデータをもとに以下の分析を行った。 

顕在尺度：脅威度因子 10 項目の加算平均値を脅威度得点とし、未知性因子５項

目の加算平均値を未知性得点として分析を行った。リスク事象ごとの平均脅威度

得点と平均未知性得点を求め、Fig．4.2 を作成した。 IAT の対象となる、地震、

原子力発電、水力発電の要因ごとの平均リスク得点は、地震（脅威度得点 6.30、

未知性得点 3.26）、原子力発電（脅威度得点 5.73、未知性得点 3.53）、水力発電（脅

威度得点 3.77、未知性得点 3.08）であった。２要因（リスク事象（地震・原子力

発電・水力発電）×リスク得点（脅威度・未知性））の分散分析の結果、リスク事

象に有意な主効果が認められた (F(2, 78)＝51.19, p＜ .0001）。多重比較の結果、地

震と水力発電、原子力発電と水力発電間に有意差が認められた。このことから、

地震と原子力発電の方が水力発電よりも脅威度得点と未知性得点の全体の得点が

有意に高いことが示された。実験３－１では、地震と原子力発電間においても、

リスク事象の主効果が認められており、本研究結果は実験３－１と異なる傾向を

示した。  

 また、リスク事象とリスク因子の間に交互作用がみられた（F(2, 78）＝42.30, p

＜ .0001）。多重比較の結果、脅威度得点において全てのリスク事象間に有意差が
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致条件よりも反応時間が長いことが示された。このことから、‘原子力発電－水力

発電 IAT’と‘地震－水力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認められた。  

 以下では、仮説について検討する。仮説１に関し、‘原子力発電－水力発電 IAT’

において有意な IAT 効果がみられたため、原子力発電の方が水力発電よりも危険

との連合が強いという仮説を支持する結果が得られた。仮説２に関し、‘地震－水

力発電 IAT’において有意な IAT 効果がみられたため、地震の方が水力発電より

も危険との連合が強いという仮説を支持する結果が得られた。仮説３に関し、‘地

震－原子力発電 IAT’において、有意な IAT 効果は認められず、地震の方が原子

力発電よりも危険との連合が強いという仮説は支持されなかった。  

 また、３章実験３－１、２の結果と比較すると、‘原子力発電－水力発電 IAT’、

‘地震－原子力発電 IAT’ともに、同一の傾向を示した。実験３－１、２から予

測されたように、‘地震－水力発電 IAT’では、有意な IAT 効果が認められており、

IAT 間の関係は一貫した傾向を示したと言えよう。  

 顕在尺度と IAT の結果を比較すると、顕在尺度においては、脅威度得点に関し、

地震＞原子力発電＞水力発電といった関係性が認められ、未知性得点においては、

いずれのリスク事象間においても差はみられていなかった。一方、 IAT において

は、‘地震－水力発電 IAT’と‘原子力発電－水力発電 IAT’では、有意な IAT 効

果が認められたが、‘地震－原子力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認められなか

った。  

IAT と顕在尺度の相関分析： IAT 効果の性質の検討のために、各 IAT によって得

られた IAT 効果量と顕在尺度得点の相関分析を行った。顕在尺度から、原子力発

電・水力発電・地震ごとにリスク得点（脅威度・未知性）を求め、リスク事象間

ごとにリスク得点の差を算出し、 IAT 得点との間に相関係数を求めた。例えば、

‘原子力発電－水力発電 IAT’の場合、原子力発電と水力発電、各々の脅威度得

点と未知性得点の差を算出し、 IAT 効果との間の相関係数を算出した。  
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 相関分析の結果を Table 4.3 に示した。‘原子力発電－水力発電 IAT’において、

顕在尺度の未知性得点の差分と IAT 効果の間に有意な正の相関が認められた（ r

＝ .33, p＜ .05）。一方、脅威度得点に関しては、全ての IAT において、有意な相関

は認められず、また、未知性得点に関しても、‘地震－水力発電 IAT’、’地震－原

子力発電 IAT’では、有意な相関は認められておらず、一貫した関連は示されな

かった。  

 

４．４ 実験４－２  

 実験４－１において、３個の IAT 効果間に一貫した関係性がみられた。一方、

IAT 効果量と顕在尺度との間には、有意な相関がほとんど認められず、明確な関

連性が認められなかった。実験４－２では、中越地震後の顕在尺度と IAT 効果の

年次変化の検討を目的として、実験プログラムなどの変更を行い、 IAT と質問紙

調査を実施した。実験４－１からの変更点は、①評定に用いたリスク事象の変更

と質問項目の追加、②実験プログラム (Inquisit2.0(Millisecond software))の変更、③

実験ブロック５の試行数の変更、の３点であった。  

Table 4.3 実験４－１における顕在尺度の結果と IAT 効果量の相関  

  顕在尺度 

  原子力発電－水力発電 

  脅威度 未知性 

原子力発電－水力発電 IAT 効果 -0.09 0.33* 
      

  地震－水力発電 

  脅威度 未知性 

地震－水力発電 IAT 効果 0.06 0.15 
      

  地震－原子力発電 

  脅威度 未知性 

地震－原子力発電 IAT 効果   -0.03 0.11 

    *p < .05 
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４．４．１ 方法  

実験参加者：都内専門学校に在籍する学生 32 名（男性３名、女性 29 名、平均 26.2

歳）を用いた。実験は講義時間内で行われ、全ての実験参加者は、コンピュータ・

ルームにおいて３個の IAT を行った後に、別教室で質問紙へ回答を行った。一人

あたりの実験所要時間は約 30 分であった。  

実験実施日：2006 年１月６日であった。  

顕在尺度：評定対象としたリスク事象は、 IAT に用いた３事象（水力発電、原子

力発電、地震）に、７事象（自動車事故、列車事故、航空機事故、狂牛病、放射

性廃棄物、花粉症、台風）を加え、合計 10 事象とした。また、本実験で用いた質

問項目では、実験３－１、２、４－１で用いた 15 項目に、‘接近－回避’、‘近い

－遠い’、‘好き－嫌い’という３項目と各々のリスク事象への被害経験の有無を

加えたが、他の調査の使用を目的としたため、本研究の分析には使用しなかった。  

 

IAT：教示・刺激の呈示・反応計測はすべて、パーソナル・コンピュータ (Toshiba 

Dynabook)を用いて行われた。反応計測と刺激呈示用プログラムは、 Inquisit 

2.0(Millisecond software)というソフト・ウェアを用いて作成された。刺激は実験

４－１と同一の刺激を用いた。また、実験ブロックの構成と試行回数を Table 4.4

Table 4.4 ‘原子力発電－水力発電 IAT’のブロック構成  

ブロック 試行数 

練習／ 

テスト 

左のキイで 

反応するアイテム 

右のキイで 

反応するアイテム 

1 20 練習 安全語 危険語 
2 20 練習 原子力発電写真 水力発電写真 

3 20 練習 
原子力発電写真 

＋安全語 
水力発電写真 

＋危険語 

4 40 テスト 
原子力発電写真 

＋安全語 
水力発電写真 

＋危険語 
5 40 練習 水力発電写真 原子力発電写真 

6 20 練習 
水力発電写真 

＋安全語 
原子力発電写真 

＋危険語 

7 40 テスト 
水力発電写真 

＋安全語 
原子力発電写真 

＋危険語 
※実験参加者の半数はブロック２・３・４（概念不一致ブロック）とブロック５・６・７

（概念一致ブロック）の順序を入れ替えて課題を実施した  
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に示した。実験４－１から変更した点は、第５ブロックの試行回数を 40 試行に  

したことである。変更の理由は、ブロックの試行順序の影響を低減するために、

Nosek, Greenwald & Banaji(2005)において提案されたためであった。  

手続き：専門学校内にあるコンピュータ・ルームと隣接する教室を使用して実験

を実施した。教室は IAT を行う前の集合場所とした。IAT は、６×６台の PC が設

置されたコンピュータ・ルームにおいて、四隅にある PC４台に実験プログラムを

インストールし、実験を行った。実験参加者は、各 IAT のブロック開始時に表示

される教示を読み、３個の IAT を行った。 IAT の実施順序と、各 IAT における一

致ブロックと不一致ブロックの試行順序に関し、実験参加者間でカウンターバラ

ンスを取った。実験参加者は、３個の IAT を終了した後、別教室にて 10 個のリ

スク事象に対する顕在尺度の評定を行った。また、顕在尺度では、リスク事象の

呈示順序をランダマイズした。  

 

４．４．２ 結果と考察  

結果の分析にあたり、３個の IAT のいずれかのエラー率が 20％を超えた実験参

加者のデータを分析から除外することとした。実験４－２では 1 名のデータを分

析から除外し、31 名のデータをもとに以下の分析を行った。 

顕在尺度：脅威度因子 10 項目の加算平均値を脅威度得点とし、未知性因子５項

目の加算平均値を未知性得点として分析を行った。リスク事象ごとの平均脅威度

得点と平均未知性得点を求め、Fig．4.4 を作成した。 IAT の対象となる、地震、

原子力発電、水力発電の要因ごとの平均リスク得点は、地震（脅威度得点 6.29、

未知性得点 3.43）、原子力発電（脅威度得点 5.43、未知性得点 3.80）、水力発電（脅

威度得点 3.72、未知性得点 3.48）であった。２要因（リスク事象（地震・原子力

発電・水力発電）×リスク得点（脅威度・未知性））の分散分析の結果、リスク事

象の主効果が認められた (F(2，60)＝36.60, p＜ .0001)。多重比較の結果、地震と水
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力発電間と、原子力発電と水力発電間に有意差がみられた。このことから、地震

と原子力発電の方が、水力発電よりも脅威度得点と未知性得点の全体の得点が有

意に高いことが示された。また、リスク事象とリスク得点の間に交互作用がみら

れた (F(2, 60)＝46.48, p＜ .0001)。多重比較の結果、脅威度得点において全てのリ

スク事象間に有意差がみられ、地震は原子力発電・水力発電より脅威度得点が高

く、原子力発電は水力発電より脅威度得点が高いと評価されていることが示され

た。また、未知性得点に関しては、いずれのリスク事象間においても、有意差は

みられなかった。以上の結果から、原子力発電、水力発電、地震に対する顕在尺

度によって測定されたリスク認知は、実験４－１と同様の傾向を示していたと考

えられる。  

 

 
Fig．4.4 実験４－２における 10 個のリスク事象に対する顕在尺度の測定結果

に基づいた布置  
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２要因（ IAT 種（‘原子力発電－水力発電 IAT’・‘地震－水力発電 IAT’・‘地震－

原子力発電 IAT’）×ブロック種（概念一致条件・概念不一致条件））の分散分析

を行った。その結果、IAT 種の有意な主効果が認められ (F(2, 60)=3.20, p<.05）、多

重比較の結果、‘原子力発電－水力発電 IAT’の方が、‘地震－原子力発電 IAT’

よりも反応時間が短かったことが示された。 IAT 種とブロック種の間に有意な交

互作用がみられた (F(2, 60)＝8.29, p＜ .001)。多重比較の結果、‘原子力発電－水力

発電 IAT’と‘地震－水力発電 IAT’において、概念一致条件の方が概念不一致

条件よりも反応時間が短いことが示された。このことから、‘原子力発電－水力発

電 IAT’と‘地震－水力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認められた。  

 以下において仮説との関連を検討する。仮説１に関し、‘原子力発電－水力発電

IAT’において有意な IAT 効果が認められたため、原子力発電の方が水力発電よ

りも危険との連合が強いという仮説を支持する結果が得られた。仮説２に関し、

‘地震－水力発電 IAT’において有意な IAT 効果がみられたため、地震の方が水

力発電よりも危険との連合が強いという仮説を支持する結果が得られた。仮説３

に関し、‘地震－原子力発電 IAT’において、有意な IAT 効果は認められず、地震

の方が原子力発電よりも危険との連合が強いという仮説は支持されなかった。  

 顕在尺度と IAT の結果を比較すると、顕在尺度においては、脅威度得点におい

て、地震＞原子力発電＞水力発電といった順序関係が認められ、未知性得点にお

いては、いずれのリスク事象間においても差はみられていなかった。一方、 IAT

においては、‘地震－水力発電 IAT’と‘原子力発電－水力発電 IAT’では有意な

IAT 効果が認められたが、‘地震－原子力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認めら

れなかった。以上から実験４－１と同様の傾向が示されたと指摘できる。  

IAT と顕在尺度の相関分析：実験４－１同様に、 IAT ごとに使用しているリスク

事象間の脅威度得点の差と未知性得点の差を算出し、 IAT 効果との間に相関分析

を行い、結果を Table 4.5 に示した。実験４－２では、顕在尺度と IAT 得点との間
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に有意な相関は認められなかった。  

 

 

４．５ 実験４－３  

 実験４－１、２において、 IAT と顕在尺度ともに分散分析の結果は同様の傾向

を示した。実験４－３では、顕在尺度と IAT の年次変化の検討を目的として、実

験４－２と同一の実験手続きを用い、実験を行った。  

 

４．５．１ 方法  

実験参加者：都内専門学校学生 35 名（男性５名、女性 30 名、年齢 25.4 歳）を用

いた。実験は講義内で行われ、全ての実験参加者は、コンピュータ・ルームにお

いて３個の IAT を行った後に、別教室で質問紙へ回答を行った。一人あたりの実

験所要時間は約 30 分で  あった。  

実験実施日：2007 年１月 18 日であった。  

顕在尺度・ IAT・実験手続き：使用した評定尺度、 IAT は全て実験４－２と同じ

ものを用い、実験手続きも同一であった。  

Table 4.5 実験４－２における顕在尺度の結果と IAT 効果量の相関  

  顕在尺度 

  原子力発電－水力発電 

  脅威度 未知性 

原子力発電－水力発電 IAT 効果 0.2 0.21 
      

  地震－水力発電 

  脅威度 未知性 

地震－水力発電 IAT 効果 0.24 -0.1 
      

  地震－原子力発電 

  脅威度 未知性 

地震－原子力発電 IAT 効果   -0.01 0.08 
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４．５．２ 結果と考察  

結果の分析にあたり、３個の IAT のいずれかのエラー率が 20％を超えた実験参

加者のデータを分析から除外することとした。実験４－３では該当者はおらず、

35 名のデータをもとに以下の分析を行った。 

 

顕在尺度：脅威度因子 10 項目の加算平均値を脅威度得点とし、未知性因子５項

目の加算平均値を未知性得点として分析を行った。リスク事象ごとの平均脅威度

得点と平均未知性得点を求め、Fig．4.6 を作成した。 IAT の対象となる、地震、

原子力発電、水力発電の要因ごとの平均リスク得点は、地震（脅威度得点 6.10、

未知性得点 3.29）、原子力発電（脅威度得点 5.57、未知性得点 3.73）、水力発電（脅

 

Fig．4.6 実験４－３における 10 個のリスク事象に対する顕在尺度の測定結果

に基づいた布置  
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威度得点 3.39、未知性得点 3.40）であった。  

２要因（リスク事象（地震・原子力発電・水力発電）×リスク得点（脅威度・

未知性））の分散分析の結果、リスク事象に有意な主効果がみられた (F(2, 68)＝

46.97, p＜ .0001)。多重比較の結果、地震と水力発電、原子力発電と水力発電間に

有意差がみられた。このことから、地震と原子力発電の方が水力発電よりも脅威

度得点と未知性得点の全体の得点が有意に高いことが示された。また、リスク事

象とリスク得点の間に交互作用がみられた (F(2, 68)＝62.70, p＜ .0001)。多重比較

の結果、脅威度得点において全てのリスク事象間に有意差がみられ、地震は原子

力発電・水力発電よりも脅威度得点が高く、原子力発電は水力発電より脅威度得

点が高いことが示された。また、未知性得点に関しては、いずれのリスク事象間

においても、有意差はみられなかった。以上から、実験４－３の評定尺度得点は、

実験４－１、２と同様の傾向を示していたと指摘できる。    

IAT：データの分析にあたり、実験４－１、２同様の処置を行った。テスト・ブ

ロックのエラー反応率は、‘原子力発電－水力発電 IAT’（一致ブロック 4.9%、不

一致ブロック 4.2%）、‘地震－水力発電 IAT’（一致ブロック 5.4%、不一致ブロッ

ク 3.6%）、‘地震－原子力発電 IAT’（一致ブロック 4.2%、不一致ブロック 3.7%）

であった。300ms 未満、3000ms 以上の反応率は、‘原子力発電－水力発電 IAT’（一

致ブロック 0.6%、不一致ブロック 0.9%）、‘地震－水力発電 IAT’（一致ブロック

0.5%、不一致ブロック 0.3%）、‘地震－原子力発電 IAT’（一致ブロック 0.6%、不

一致ブロック 0.3%）であった。Fig．4.7 に、 IAT 別一致・不一致ブロックの平均

反応時間を示した . 各々の IAT における IAT 効果量は、‘原子力発電－水力発電

IAT’（100ms）、‘地震－水力発電 IAT’ (117ms)、‘地震－原子力発電 IAT’（3ms）

であった。また、以下の分析には、反応時間を対数変換して用いた。  
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IAT 効果を検討するために、２要因（ IAT 種（‘原子力発電－水力発電 IAT’・‘地

震－水力発電 IAT’・‘地震－原子力発電 IAT’）×ブロック種（概念一致条件・概

念不一致条件））の分散分析を行った .その結果、 IAT 種とブロック種の間に交互

作用がみられた（F(2，68)＝12.36, p＜ .001）。多重比較の結果、‘原子力発電－水

力発電 IAT’と‘地震－水力発電 IAT’において、概念一致条件の方が概念不一

致条件よりも反応時間が短いことが示され、‘原子力発電－水力発電 IAT’と‘地

震－水力発電 IAT’では有意な IAT 効果がみられた。  

顕在尺度と IAT の結果を比較すると、顕在尺度においては、脅威度得点に関し、

地震＞原子力発電＞水力発電の順に高く評定され、未知性得点に関し、いずれの

リスク事象間においても差はみられていなかった。一方、IAT においては、‘地震

－水力発電 IAT’と‘原子力発電－水力発電 IAT’では、有意な IAT 効果が認め

られたが、‘地震－原子力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認められなかった。以

 
Fig．4.7 実験４－３における‘原子力発電－水力発電 IAT’と、‘地震－水力

発電 IAT’、‘地震－原子力発電 IAT’のブロック条件ごとの平均反応時間 (ms) 
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上から実験４－１と同様の傾向が示されたと指摘できる。  

IAT と顕在尺度の相関分析：実験４－１、２と同様に、 IAT ごとに使用している

リスク事象間の脅威度得点の差と未知性得点の差を算出し、 IAT 効果との間に相

関分析を行い、結果を Table 4.6 に示した。  

 

 

原子力発電－水力発電 IAT 効果量と未知性得点との間に 0.29(p＜ .10)の相関が

認められ、実験４－１同様の傾向が示された。また、地震－水力発電 IAT 効果量

と未知性得点との間に 0.37(p＜ .05）の有意な相関が認められた。一方、 IAT 効果

量と脅威度得点との間には、有意な相関は認められなかった。  

 

４．６ 実験４－１、２、３間比較  

 実験４－１、２、３において、原子力発電、水力発電、地震という３個のリス

ク事象を対象に、 IAT と顕在尺度の測定を行ってきた。 IAT の信頼性と性質の検

討のために、顕在尺度と IAT 両者を対象に３時点間の経時変化についての検討を

以下において行う。  

 

Table 4.6 実験４－３の顕在尺度の結果と IAT 効果量の相関  

  顕在尺度 

  原子力発電－水力発電 

  脅威度 未知性 

原子力発電－水力発電 IAT 効果 0.01 0.29＋ 
      

  地震－水力発電 

  脅威度 未知性 

地震－水力発電 IAT 効果 0.19 0.37* 
      

  地震－原子力発電 

  脅威度 未知性 

地震－原子力発電 IAT 効果   0.23 0.22 

 

+ p< 0.10, * p< .05 
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４．６．１ 顕在尺度  

３年間のデータを比較するために、Fig．4.2、4.4、4.6 をもとに Fig．4.8 を作

成した。３年度共通に測定を行った項目は、原子力発電、水力発電、地震、台風

であり、四角で囲んで示した。  

 

 IAT の対象とした３事象に関し、測定時点間による平均評定値の差異を検討す

るために、３要因（測定時点 (2005、2006、2007 年 )×リスク事象（原子力発電、

水力発電、地震）×リスク得点（脅威度、未知性））の分散分析を行った。測定時

点の主効果は認められず (F(2, 103)＝0.846, n.s.)、また、時点とリスク事象間の有

意な交互作用 (F(4, 206)＝0.430, n.s.)、３次の交互作用 (F(4, 206)＝0.717, n.s.)とも

 
Fig．4.8 実験４－１、２、３のリスク事象に対する顕在尺度の測定結果に基

づいた布置  
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に有意な効果は認められなかった。時点の影響は、時点とリスク得点の交互作用

においてのみ認められた (F(2, 103)＝3.576, p<.001）。単純主効果検定の結果、脅威

度得点において時点間に有意差は認められず (F(2, 206)＝1.883, n.s.）、未知性得点

においてのみ時点間に傾向差が認められた (F(2, 206)＝2.525, p＜ .10）。この結果は、

Fig．4.8 に示されたように、実験４－１の未知性が実験４－２、３よりも低かっ

たことに起因すると推測される。これらの結果から、原子力発電、水力発電、地

震に関し、未知性得点に対する、測定時点の影響が認められたと指摘できる。  

 

４．６．２ 顕在尺度と報道  

評定に対する報道などの媒体接触の影響がこれまで報告されている (Combs & 

Slovic, 1979; Lichtenstein, Slovic, Fischhoff, Layman & Combs, 1978)。そこで、各測

定時点間の評定の差異に関し、さらなる検討を行うために、1994 年以降の新聞記

事数と評定値との比較を行うこととした。年度ごとの推移を Table 4.7 に示す。検

索対象とした単語は、「地震」、「原子力発電」、「原子力」、「水力発電」、「水力」、

「台風」の６項目である。検索には、聞蔵Ⅱビジュアル（朝日新聞オンライン記

事データベース ; 朝日新聞社、2013）を用いた。対象紙誌は、「朝日新聞」、「アエ

ラ」、「週刊朝日」であり、指定した単語が見出し、あるいは本文に使用されてい

た記事が検索された。今回の検討においては、上記の６個の項目名をキイワード

とし、検索を行った。  

 実験実施時が 2005 年１月 10 日、2006 年１月６日、2007 年１月 18 日であった

ため、実験実施の前年の記事数を対象に、報道の影響について検討を行う。また、

1994 年１月から、2003 年 12 月までの記事数の年平均を基準とし、測定時点の報

道数の多寡を考察する。  
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2004 年から 2006 年の評定値の年次変化に関し、記事数との対比から、検討を

行う。2004 年 10 月に起きた中越地震の影響から、地震に対する評定の変化が想

定されたが、評定結果には影響が認められなかった。地震の記事数に関しては、

2003 年以前 10 年間の年平均記事数 3625 件に比べ、2004 年は 6075 件（1994 年～

2003 年の平均記事数の 1.68 倍）、2005 年では 8589 件（1994 年～2003 年の平均記

事数の 2.37 倍）であった。また 2006 年も 4257 件（1.17 倍）と、報道量は３年間

高水準を保っていた。2004 年の新潟県中越地震後も、2005 年にはスマトラ沖地震、

福岡県西方沖地震、2006 年にはジャワ島地震など、地震に関する報道が続いてい

た。また、2003 年以前の 10 年間の年平均記事数は 3625 件であり、標準偏差は 2087

と、他のリスク事象に比較して地震の記事数は分散が大きい。過去 10 年間におい

ても 1995 年に阪神淡路大震災、2000 年にはスマトラ沖地震、鳥取県西部地震が

発生しており、大きな被害に関する報道が多数なされるといったことを経験して

Table 4.7 リスク事象別年度ごとの記事数＊ 

 

＊聞蔵Ⅱビジュアル（朝日新聞オンライン記事データベース ; 朝日新聞社、2013）より作成
した。 
** ( )内の数値は、2004 年度、2005 年度、2006 年度の各々の記事数を 1994 年～2003 年ま

での平均記事数で除した値である。 

地震 原子力発電 原子力 水力発電 水力 台風

1994 Jan　～ 1994 Dec end 1160 405 1364 96 192 1265
1995 Jan　～ 1995 Dec end 8617 433 1109 69 129 927
1996 Jan　～ 1996 Dec end 3011 488 1198 87 150 1030
1997 Jan　～ 1997 Dec end 2925 1061 2352 153 269 2599
1998 Jan　～ 1998 Dec end 2377 844 1881 120 212 2635
1999 Jan　～ 1999 Dec end 2863 1217 2537 107 224 2297
2000 Jan　～ 2000 Dec end 6393 1195 2574 115 280 1583
2001 Jan　～ 2001 Dec end 3123 740 1919 104 261 1611
2002 Jan　～ 2002 Dec end 2368 850 2157 151 271 2012
2003 Jan　～ 2003 Dec end 3417 729 2088 92 192 1929

average 3625 796 1918 109 218 1789
SD 2087 283 507 25 50 580

2004 Jan　～ 2004 Dec end 6075 660 1970 118 218 6364
(1.68) (0.83) (1.03) (1.08) 1.00 (3.56)

2005 Jan　～ 2005 Dec end 8589 617 1854 103 198 4354
(2.37) (0.77) (0.97) (0.94) (0.91) (2.43)

2006 Jan　～ 2006 Dec end 4257 753 2198 192 297 2424
(1.17) (0.95) (1.15) (1.76) (1.36) (1.36)

average 6307 677 2007 138 238 4381
total average 4244 769 1939 116 223 2387

total SD 2314 254 451 31 49 1431
(件）
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いた。これらから、地震に関する脅威度・未知性の評価に年度による影響が認め

られなかった要因として、報道量が３年間高水準を保っていたこと、そして、過

去 10 年間においても地震に関する報道量が多い年を経験していたことを指摘で

きる。  

一方、３年次に渡り測定を行った台風に関して、2004 年は６月から 10 月にか

けて 10 個の台風が日本に上陸しており、過去 50 年間で最大の上陸数であった。

そのため、2004 年の年間記事数は 6364 件と、1994 年から 2003 年の 10 年間の平

均記事数の 3.56 倍を記録していた。また、2005 年では 4354 件（1994 年～2003

年の平均記事数の 2.43 倍）、2006 年では 2424 件（1.36 倍）と、2004 年>2005 年

>2006 年と減少傾向を示していた。そして、2003 年以前の 10 年間の年平均記事

数は 1789 件で標準偏差は 580 であり、台風に関する報道数の分散は比較的少なか

った。これらから、2004 年の台風の報道数の増加が過去経験のないものであった

ため、評定尺度に対し影響を与えた可能性が存在する。そこで、評定値への報道

量の年次変化の検討のため、２要因（測定時点 (2005、2006、2007 年 )×リスク得

点（脅威度、未知性））の分散分析を行った。その結果、測定時点の主効果に有意

傾向が認められた (F(2, 103)＝2.87, p＜ .10）。この結果は、実験４－１（2005 年１

月 10 日に実施）の台風の未知性得点が他年度に比べ低かったことに起因している

と推測される。台風においては、被害経験後には未知性の低下に報道の影響が認

められた可能性を指摘できる。  

また、Table 4.7 の記事数とリスク事象の脅威度得点との対比を行うと、記事数、

脅威度得点ともに、地震が最も高く、次いで原子力発電、水力発電といった結果

が得られた。この結果は、人のリスク認知がメディアの報道量を反映していると

いった先行研究 (Combs & Slovic, 1979)と整合する傾向と考えられる。一方、評定

結果における未知性得点に関しては、地震、原子力発電、水力発電間に有意差は

認められず、報道量との間に関連は認められない。  
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以上から、報道量のリスク認知への影響は、年次変化においては、過去 10 年間

に比較して記事数の増加が顕著であった台風に対し一部示されたものの、地震、

原子力発電、水力発電には明らかな傾向は認められなかった。また、リスク事象

間の脅威度評価においては、平均記事数の多寡と類似した傾向が示された。  

 

４．６．３ IAT 

 実験４－１、２、３いずれにおいても、‘地震－原子力発電 IAT’では、有意な

IAT 効果がみられず、‘地震－水力発電 IAT’、‘原子力発電－水力発電 IAT’では

有意な IAT 効果が認められ、一貫した傾向が示された。実験４－１、２、３をも

とに、 IAT 効果量を従属変数とした、３要因（実験時点 (2005、2006、2007 年 )×

IAT 種（ ‘原子力発電－水力発電 IAT’・‘地震－水力発電 IAT’・‘地震－原子力発電

IAT’）×ブロック種（概念一致条件・概念不一致条件））の分散分析を行った。そ

の結果、時点間の主効果 (F(2, 103)＝0.114, n.s.)、時点とブロックの交互作用 (F(4, 

206)＝0.83, n.s.)、３次の交互作用 (F(4, 206)＝1.03, n.s.)は認められなかった。これ

らの結果から、測定時点によって IAT 効果の変化は認められなかった。 

 また、ブロック種と IAT 種間に有意な交互作用が認められた (F(2, 103)＝23.01, p

＜ .001）。多重比較の結果、‘地震－原子力発電 IAT’では、ブロック間に有意差

が認められず IAT 効果は示されなかった (F(1, 309)＝0.40, n.s.）。一方、‘地震－水

力発電 IAT’と‘原子力発電－水力発電 IAT’においては、ブロック間に有意差

が認められ、 IAT 効果が示された (F(1, 309)＝60.61, p＜ .001; F(1, 309)＝52.45, p

＜ .001）。  

 以上の結果から、 IAT において、３時点を通じて一貫した傾向が示されたと考

えられる。Epstein(1994)では、自動的処理の特徴として、その成立には時間を要

することが挙げられており、年次によっての変化がみられていなかった点は、自

動的処理の特徴と整合する結果であったと考察できる。   
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４．６．４ 顕在尺度と IAT 効果との相関分析  

 顕在尺度と IAT 効果との相関について検討を行うため、Table 4.3、4.5、4.6 を

統合し、Table 4.8 を作成した。実験４－１、４－２、４－３を比較したところ、

一貫した傾向は認められなかった。  

 

 

Table 4.8 より、原子力発電－水力発電 IAT 効果量と顕在尺度の未知性得点との

間に、実験４－１では有意な、また実験４－３では有意傾向が、また実験４－２

においても 0.2 以上の相関が認められた。更に、地震－水力発電 IAT 効果におい

ても一部尺度との間に有意な相関が認められていた。一方、地震－原子力発電 IAT

効果量と顕在尺度間に有意な相関は認められていなかった。そこで、更なる検討

のため、実験手続きが同一であった、実験４－２、３のデータを用い、顕在尺度

15 項目と IAT 効果間の相関を求め、Table 4.9 に示した。  

 Table4.9 より、これまでの実験４－１、２，３で示された通り、 IAT 効果と質

問項目との間に一貫した相関関係はみられなかった。一方、IAT の種類によって、

IAT 効果量と一部の項目間に有意な相関が認められた。具体的には、地震－水力

Table 4.8 顕在指標の結果と IAT 効果量の相関  

 

* Grand Total には、実験 4-1、2、3 のデータを統合し、IAT 効果との相関係数を
求めた結果を示した。  

原子力発電－水力発電 -.09 .33 * .20 .21 .01 .29 + .03 .26 **

地震－水力発電 .06 .15 .24 -.10 .19 .37 * .14 .13

地震－原子力発電 -.03 .11 -.01 .08 .23 .22 .04 .14
+ p <.10; * p <.05; ** p <.01

Grand total

未知性顕在尺度

原子力発電－水力発電

地震－水力発電

地震－原子力発電

IAT効果量

脅威度 未知性 脅威度 未知性 脅威度 未知性 脅威度

実験4-1 実験4-2 実験4-3
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発電 IAT 効果と脅威度因子の２項目（「２安心－恐ろしい」「４些細な影響－致命

的な影響」）との間に有意な相関がみられた。また、原子力発電－水力発電 IAT

効果と未知性因子の２項目（「12 リスクにさらされた人が知っている－リスクに

さらされた人が知らない」「13 影響が即効的－影響が遅延的」）との間に有意な相

関がみられた。これらから、IAT に用いられるリスク事象の組み合わせによって、

潜在的に用いられている分類基準が異なる可能性が示唆された。 

 

Table 4.9 実験４－２，３の IAT 効果と顕在尺度項目との相関 

 

* 質問項目の番号は、以下と対応する。  

 

脅威度質問項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
原子力発電－水力発電IAT効果量 0.12 0.17 0.11 -0.13 0.14 0.06 0.00 0.23 -0.05 0.02
地震－水力発電IAT効果量 0.21 0.26* 0.02 0.26* 0.07 0.08 0.17 0.13 -0.08 0.19
地震－原子力発電IAT効果量 0.07 -0.10 0.21 -0.06 0.01 0.12 0.09 0.04 -0.11 0.04

未知性質問項目 11 12 13 14 15
原子力発電－水力発電IAT効果量 0.08 0.24* 0.37** -0.07 -0.07
地震－水力発電IAT効果量 0.16 -0.08 0.11 0.03 0.17
地震－原子力発電IAT効果量 0.07 0.14 0.20 -0.02 -0.05

* p < .05, ** p < .001

－「脅威度」10項目－

1 ｢制御可能｣ − ｢制御不可能｣

2 ｢安心｣ − ｢恐ろしい｣

3 ｢世界的に壊滅的でない｣ − ｢世界的に壊滅的な｣

4 ｢些細な影響｣ − ｢致命的な影響｣

5 ｢公平｣ − ｢不公平｣

6 ｢個人的な｣ − ｢壊滅的な｣

7 ｢次世代にとってリスクが少ない｣ − ｢次世代にとってリスクが大きい｣

8 ｢簡単に低減できる｣ − ｢簡単に低減できない｣

9 ｢リスクが減っている｣ − ｢リスクが増えている｣

10 ｢自発的な｣ − ｢不本意の｣

－「未知性」５項目－

11 ｢観察可能｣ − ｢観察不可能｣

12 ｢リスクにさらされた人が知っている｣ − ｢リスクにさらされた人が知らない｣

13 ｢影響が即効的｣ − ｢影響が遅延的｣

14 ｢古いリスク｣ − ｢新しいリスク｣

15 ｢科学的に解明｣ − ｢科学的に不明｣



78 

 

４．７ 実験４－２、３を用いた IAT 間の関連の検討  

 実験４－２、３は、実験手続きが同一であった。また、IAT 効果量に関し、４．

６．２で示されたように、分散分析においても年度の効果が認められなかった。

そこで、実験４－２、３のデータを統合し、本章でこれまで扱ってきた３事象間

の関連性について IAT 効果量をもとにポストホックな分析を行うこととした。こ

れまで、同一の属性カテゴリを用いて３事象以上の概念間の連合構造の検討を試

みた研究はなされておらず、 IAT に仮定される概念間の関係性について、検討を

行うことが可能となる。  

 

４．７．１ IAT 効果による３事象間の関係  

 IAT 効果量は、概念不一致ブロックの平均反応時間から一致ブロックの平均反

応時間を減じた値である。 IAT 効果量を危険－安全判断の連続体上における２事

象間の距離と仮定すると、Fig．4.9 に示したような関係が予想される。  

原子力発電－水力発電 IAT 効果量を a、地震－水力発電 IAT 効果量を b、地震

－原子力発電 IAT 効果量を c とし表示した。また、各 IAT 作成時の仮説（４．２

参照）より、危険との連合がより強いリスク事象を矢印の終点に、危険との連合

 

Fig. 4.9 ３種の IAT 効果量間の関係図  
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がより低いリスク事象を矢印の始点とした｡実験参加者ごとに測定される IAT 効

果量は、仮説と合致するほどに大きくなる。原子力発電－水力発電 IAT 効果量ａ

を例にとると、原子力発電の方が水力発電よりも危険との連合が高ければ正の値

を、水力発電の方が原子力発電よりも危険との連合が高ければ負の値をとる。Fig．

4.9 に示された３個の IAT 効果間の関係を探索的に検討するために､３種類のモデ

ルの重回帰分析を行った。Table 4.10 にモデルごとの有意性の検定結果と重回帰

係数を示した｡(a)は、従属変数に原子力発電－水力発電 IAT 効果量を用い、独立

変数に地震－原子力発電 IAT 効果量と地震－水力発電 IAT 効果量を用いた重回帰

分析の結果である。(b)は、従属変数に地震－水力発電 IAT 効果量を用い、独立変

数に原子力発電－水力発電 IAT 効果量と地震－原子力発電 IAT 効果量を用いた。

(c)に関しては、従属変数に地震－原子力発電 IAT 効果量を用い、独立変数に地震

－水力発電 IAT 効果量と原子力発電－水力発電 IAT 効果量を用いた。  

Table 4.10 の分散分析の結果より､全ての重回帰分析に関し、有意であることが

示された。分散分析の結果をモデル間で比較すると、(a)原子力発電－水力発電 IAT

効果量の F 値が (b)、 (c)の F 値よりも大きく、モデル間で当てはまりの程度が異

なることが示された。また修正 R2 をモデル間で比較すると、最も高い修正 R2 は

(a)の原子力発電－水力発電 IAT 効果量であったが 0.27 と必ずしも高い適合度とは

言えない結果であった。また各モデルの回帰係数に関し、(a)に示された原子力発

電－水力発電 IAT 効果量は､地震－原子力発電 IAT 効果量と地震－水力発電 IAT

効果量の両者に有意な回帰係数が示されていた｡一方､(b)、 (c)より､地震－水力発

電 IAT 効果量と地震－原子力発電 IAT 効果量間の回帰係数が有意に至らないこと

が示されていた｡この結果は､‘地震－原子力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認

められず、地震と危険、原子力発電と危険との間の連合強度が同程度であったこ

とによる影響の可能性がある。また、原子力発電と地震をターゲット・カテゴリ

に用いた場合と､地震と水力発電をターゲット・カテゴリに用いた場合で、潜在的  
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Table 4.10 ３個の IAT 効果間の重回帰分析結果  

(a)原子力発電－水力発電 IAT 効果量  

 β t df p 
c –.34 –3.2 63 .002 
b .42 4.0 63 .0001 

R2 .29    
adj R2 .27    

 

要因  自由度  平方和  平均平方  F p 
回帰  2 18.64 9.32 12.94 0.0001 
残差  63 45.37 0.72   
合計  65 64.01    

 

(b)地震－水力発電 IAT 効果量  

 β t df p 
a .47 4.0 63 .0001 
c .16 1.3 63 .183 

R2 .20    
adj R2 .17    

 

要因  自由度  平方和  平均平方  F p 
回帰  2 12.71 6.35 7.80 0.001 
残差  63 51.31 0.81   
合計  65 64.02    

 

(c) 地震－原子力発電 IAT 効果量  

 β t df P 
b .17 1.3 63 .183 
a –.41 –3.2 63 .002 
R2 .14    

adj R2 .11    

 

要因  自由度  平方和  平均平方  F p 
回帰  2 8.99 4.49 5.15 0.009 
残差  63 55.03 0.87   
合計  65 64.02    
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に分類に用いられた基準が異なる可能性も存在する｡一方､原子力発電－水力発電

IAT 効果量は､いずれの IAT 効果量とも有意な回帰係数を示していた｡この結果は､

水力発電は､古くから存在するリスク事象であり､科学的リスクとの対比､そして

自然災害である地震との対比も同一次元上で行われた可能性を示唆している｡こ

の枠組みを拡大すると潜在的なリスクの認知次元の検討が可能となる。  

 

４ .８  総合考察  

 ３年度にわたる実験を通し､‘原子力発電－水力発電 IAT’､‘地震－水力発電

IAT’､‘地震－原子力発電 IAT’を行い、‘原子力発電－水力発電 IAT’と‘地震

－水力発電 IAT’では有意な IAT 効果が認められ、‘地震－原子力発電 IAT’では

有意な IAT 効果は認められないといった結果が、一貫して示された。この結果は、

３章実験３－１､２から予想された結果であった。また、４．７でポストホックに

行った重回帰分析より、３個の IAT 効果間に有意な関連が認められた。これらか

ら、属性カテゴリに危険－安全を用い、原子力発電、水力発電、地震といったリ

スク事象をターゲット・カテゴリに用いた IAT は、安定した測定が可能であるこ

とが示唆された。以下では､リスク事象を用いた IAT の特徴に関し､顕在尺度との

対比から考察を行う｡  

 顕在尺度において地震と原子力発電間では脅威度得点において有意差が認めら

れたが､‘地震－原子力発電 IAT’においては､有意な IAT 効果がみられなかった｡  

また、４．６．４で示されたように、脅威度得点、未知性得点と IAT 効果量間の

相関分析、ならびに質問項目と IAT 効果量間の相関分析から、一部の項目のみに

有意な相関が認められたが、一貫した関連は認められなかった。このことから、

IAT 効果は､リスク認知の測定に用いられている代表的な質問紙 (Slovic, 1987)に

よって測定される脅威度・未知性とは異なる側面を反映していることが示唆され

た。  
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次に、報道量と顕在尺度と IAT 効果との関連について考察を行う。４．６．２

に示したように、年平均報道数において、地震＞原子力（原子力発電）＞水力（水

力発電）といった順序性がみとめられた。顕在尺度の脅威度得点に関しても、一

貫して地震＞原子力発電＞水力発電といった順序性がみられた。一方で､IAT では

原子力発電と地震の危険との連合強度は同程度であることが示された｡これらか

ら、顕在尺度の評定には、報道量との関連が示唆された。 IAT 効果と報道量との

間には異なる傾向が認められており、 IAT 効果には報道量以外の要因が影響を与

えていることが示唆された。 IAT の前提である、個人の連合構造は、感情などを

含めた個人の経験によって構成されると仮定されるため、 IAT は顕在尺度に比べ

て個人の潜在的な連合構造をより強く反映した課題であると解釈できる。この顕

在尺度の測定結果と IAT の測定結果に乖離が生まれた要因として、概念間の連合

ネットワークを仮定した場合、原子力発電は原子爆弾や核兵器といった、より危

険との連合が高いと仮定される概念との連合が強固であるため、原子力発電の危

険との連合が高い可能性を指摘できる｡  

 最後に、ポストホックな分析から､同一属性カテゴリを用い､３種のターゲッ

ト・カテゴリを用いた IAT の組み合わせでは､２個の IAT 効果量から、残り１個

の IAT 効果量の予測が可能であることが示された｡この結果より､直接比較検討が

困難なターゲット・カテゴリ間の関連であっても、２個の IAT から推測可能であ

ることが示唆された｡ 

 本章の結果から、複数のリスク事象を対象に、同一属性カテゴリを用いた IAT

を行い、 IAT 効果をもとにリスク・マップを作成することが可能となる。５章に

おいて、リスク・マップ作成方法の提案を行う。  
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注 4.1 実験に用いた刺激画像は、下記 URL（2004 年時点）より抜粋し使用した。 
http://www.chuden-plant.co.jp/eigyou/gyoushu/hatsuhen/genshi.htm 
http://www.kepco.co.jp/wakasa/ooi/ooi.jpg  
http://www.gns.ne.jp/eng/sta/jpn_npp/ikata.htm 
http://www.ihi.co.jp/ihi/products/energy/gensiryoku.html  
http://www2f.biglobe.ne.jp/~k-m/links/jikolink.html 
http://headlines.yahoo.co.jp/hl  
http://www.asahi.com/ 
http://news.google.com/ 
http://www.bo-sai.co.jp/sub2.html  

http://www.bo-sai.co.jp/sub2.html


84 
 

５ 章  潜 在 的 連 想 テス ト を 用 い た リ ス ク・ マ ッ プ の 作 成  

 

５ ． １  は じ め に  

 ３ 章に おい て、 科 学的 リス ク事 象の 代 表と され る原 子力 発 電を 題材 に

潜 在 的 連 想 テ ス ト （ IAT） の リ ス ク 認 知 へ の 導 入 を 行 な い 、 ４ 章 に お い

ては 、３ つの リス ク 事象 間の 連合 構造 を 示し た 。 ３時 点の 測 定 で は安 定

した 結 果 が得 られ、また、ポス トホ ック に行 われ た３ つの IAT 効果間 の

回帰 分 析 から 、IAT 効果 間に 有意 な 関 連 が認 めら れた 。そ こ で 本 章で は 、

こ れ ま で のリ スク 認 知研 究で 用い られ て きた 代表 的な アプ ロ ーチ であ る

リス ク ・ マッ プ ( S l o v ic ,  19 87 )を 、 IAT 効 果量 をも とに 作成 す る方 法を 提

案し 、 そ の適 用例 を 示す 。 本 章の 提案 手 法は 、個 人を 対象 と した 潜在 的

リ ス ク ・ マッ プの 作 成方 法で あり 、適 用 例か らリ スク 認知 の 個人 差に つ

い て も 探 索的 に検 討 を行 うこ とと する 。  

 以 下の 研究 は井 出 野・ 竹村 (20 07 )に お いて 刊行 され た。  

 

５ ． ２  本 章 の 目 的  

 本 章 の 目的 は 、 IAT で測定 され た潜 在 的な 連合 強度 に基 づ いた 潜在 的

リ ス ク ･マ ッ プ の 作 成方 法を 提案 する こ とで ある。具体 的 に は 、井 出 野 ・

竹 村 (20 05 )で 用 い ら れ た 手 続 き に 依 拠 し 、 複 数 の リ ス ク 事 象 間 の 連 合 強

度を 測 定 し 、 多次 元 尺度 構成 法を 用い 潜 在的 な概 念間 連合 構 造の 可視 化

を 試 み た 。こ れま で 、個 人の もつ 概念 間 の連 合強 度を 測定 で きる と い う

IAT の特 徴か ら、IAT の応用 可能 性は 示 唆さ れ て きた もの の 、実 際に IAT

を応 用 的 に利 用し た 研究 は少 ない 。 ま た 、 IAT は 顕在 尺度 と 異な る側 面

を 測 定 で きる とい う 前提 のも と に 、今 日 では 広く 用い られ て いる が 、IAT

の 性 質 に 対す る検 討 は顕 在尺 度と の対 比 によ って 述べ られ る こと がほ と

んど で あ った 。 IAT によ って 測定 され る 潜在 的な 概念 間の 連 合強 度に 基

づき 連 合 構造 をマ ッ ピン グし 、可 視化 す るこ とに よっ て 、 ① IAT 効果 の

性質 の 検 討と 、② IAT と顕在 尺度 との 補 完 的 な利 用方 法の 提 案 が 可能 に
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なる と 考 えら れる 。 また 、こ れま での サ イコ メト リッ ク・ パ ラダ イム を

用 い た 研 究で は、 集 団デ ータ を 集 約し て 検討 を 行 うこ と が 中 心で あり 、

個人 差 に つい て言 及 され るこ とは あま り 無か った 。本 章で は 、個 人を 対

象 と し た 潜在 的リ ス ク・ マッ プの 作成 を 試み 、適 用例 から リ スク 認知 の

個 人 差 に つい ても 探 索的 に検 討を 行う こ とと する 。  

 以 下 、５ ．３に お いて IAT を用 いた 潜 在的 リス ク・マ ップ 作成 の方 法

につ い て 述べ 、続 い て５ ．４ にお いて 潜 在的 リス ク・ マッ プ と顕 在的 リ

ス ク ・ マ ップ の補 完 的利 用方 法 に つい て 論じ る。 そし て、 ５ ．５ にお い

て 原 子 力 発電 など を 用い た、 潜在 的リ ス ク・ マッ プの 作成 例 を 示 す。  

 

５ ． ３  潜 在 的 リ スク ・ マ ッ プ 作 成 方 法   

潜 在 的リ スク ・マ ッ プの 作成 方法 は 、 以 下の ３つ のス テッ プ から 構成

され る 。  

①対 象と なる リス ク 事象 n 個 の選 択を 行 う 。  

②リ スク IAT 実験 ： n 個 の事 象全 ての 組 み合 わせ に対 す る IAT 効

果量 の測 定を 行う 。  

③マ ッピ ング ： ② で 求め られ た、 IAT 効 果量 をも とに 多次 元 尺度

構成 法を 用い て潜 在 的リ スク ・マ ップ を 作成 する 。  

 以 下 、 各ス テッ プ の詳 細を 述べ る。  

 ① リス ク事 象の 選 択は 、検 討の 対象 と する 事象 を中 心に 、 対比 させ た

い事 象 を 選択 する 。  

 ② IAT 実験 で 測定 される IAT 効 果量 は 、 タ ーゲ ット ・カ テ ゴリ と属 性

カ テ ゴ リ 間の 連合 強 度が 強い ほど 大き い こと が仮 定さ れる 。 その ため 、  

n 個の リス ク事 象を 対象 に、n C 2 の 組み 合 わせ 全ての IAT 効 果 量を 測定 す

るこ と に よっ て、 当 該リ スク 事象 間の 危 険（ ある いは 安全 ） との 連合 強

度 の 差 が 測定 され る 。  

 ③ マッ ピン グは、② に よっ て測 定さ れ る IAT 効 果量 を 、当 該の 概念 間

のユ ー ク リッ ド距 離 と仮 定し、多次 元尺 度構 成法の A LS C A L モデ ルを 用
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いて 行 う 。 A LS C A L モデ ルは 、 最 小二 乗 法に よっ て複 数の パ ラメ タを 推

定す る 場 合、 すべ て のパ ラメ タに つい て 同時 に最 小二 乗基 準 を最 小化 し

よ う と せ ずに 、パ ラ メタ をい くつ かの 部 分集 合に 分け 、 そ の 部分 集合 に

関 す る 最 小 化 を 達 成 す る 方 法 で あ る （ 高 根 ,  19 80 ;  Tak ane ,  Young  & d e  

Le eu w,  19 77）。 また 、 得 られ る 布 置 に お け る 事象 間 の 距 離 は ア フ ィン 変

換 に 関 し て一 意性 を もつ もの であ り 、 事 象間 の遠 近関 係を 論 じる こと が

可能 で あ る。  

 本 研 究 は 、 同一 実 験参 加者 に IAT を 繰り 返し 行う とい う 特徴 を持 つ 。

これ ま での IAT を 用 いた 研究 は 、２ 個の 概念 を対 象と した 単 独の 実験 を

複数 の 実 験参 加者 に 行い 、反 応 時間 の平 均を 用いて IAT 効 果 量を 算出 す

ると い う 研究 方法 が 用い られ て き た。 そ のた め 、 IAT 効果 の 個人 差を 検

討 す る こ とが 困難 で あっ た 。 本提 案で は 、３ 事象 以上 を対 象 とし た個 人

の 繰 り 返 し実 験に よ り 、個 人内 で の IAT 効果 の性 質の 検討 が 可能 とな る 。 

 

５ ．４  潜 在 的 リ スク・マ ッ プ と 顕 在 的リ ス ク・マ ッ プ の 補完 的 利 用 方

法 の 提 案  

 ５ ．３ で行 った 提 案に 基づ き作 成さ れ る潜 在的 リス ク・ マ ップ は 、 個

人固 有 の 概念 間連 合 構造 が反 映さ れる と 想定 され る 。一方、顕 在尺 度は 、

測定 時 近 傍の マス メ ディ アな どに よる 公 的意 見 （ ある いは 社 会的 望ま し

さ ） が 反 映 さ れ る こ と が 想 定 さ れ る （ C r own e  & M ar lo we ,  1 960 ;  岩 脇 ,  

1973）。ま た、顕 在 尺度 に 基 づい たリ ス ク・マッ プ（ 顕在 的 リス ク・マッ

プ ） の 検 討は これ ま で の リス ク認 知研 究 にお ける 中心 的な ア プロ ーチ で

あ っ た 。 そこ で両 リ スク ・マ ップ の補 完 的利 用方 法に 関し 、 リス ク関 連

分 野 と そ の他 の分 野 とに 分け て以 下 の 提 案を 行う 。  

 リ ス ク 関連 分野 で は 、 顕在 ・潜 在 的 両 リス ク・ マッ プを 比 較す るこ と

によ り 、 リス ク教 育 やリ スク ・コ ミュ ニ ケー ショ ンの 浸透 の 指標 とし て

の利 用 が 可能 であ る と考 えら れる 。例 え ば 、 ごみ 問題 や地 球 温暖 化と い

った リ ス クは 、個 人 にと って の 利 便を 追 求す るこ とに より 、 社会 全体 が
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損害 を 被 ると いう 、 社会 的ジ レン マ問 題 を内 包し てい る 。 社 会的 ジレ ン

マの よう な、 社会 的 な 要 請と 個人 の態 度 の隔 たり が大 きい と 想定 され る

問 題 に 関 し、 両リ ス ク・ マッ プを 対比 さ せる こと によ り、 公 的な 意見 の

受 容 の 程 度と 個人 の 潜在 的な 概念 間の 連 合 と の乖 離の 程度 を 検討 する こ

と が で き る。 また 、 両リ スク ・マ ップ に 乖離 が み られ た場 合 、認 知的 不

協和 ( Fe s t inge r,  195 7 )の生 起の 可能 性を 示 唆 し てお り、将 来の リス ク低 減

要 求 の 動 向の 予測 な どに 対し 示唆 が得 ら れる 。 質 問紙 調査 に おい て、 リ

ス ク 評 価 が低 いリ ス ク事 象で あっ ても 、 潜在 的に リス ク評 価 が高 い場 合

には 、 事 故な どの 生 起に より 当該 リス ク が顕 在化 した 際に は 、 リ スク 低

減要 求 に 強く 結び 付 く可 能性 があ る。  

 次 に 他 の研 究領 域 への 応用 可能 性と し て 、 消費 者行 動や 企 業・ 製品 を

対象 と し た印 象の 測 定が 挙げ られ る 。 複 数の 競合 する ブラ ン ドな どを 対

象 に 両 マ ップ を作 成 する こと によ り 、 ブ ラン ド間 の 連 合構 造 を 多 面的 に

検討 す る こと がで き る 。 ブラ ンド への モ ニタ ー調 査な ど に お いて も 、 調

査対 象 者 のも つ社 会 的望 まし さと いっ た バイ アス が結 果に 混 入す る可 能

性が あ り 、多 面的 な 測定 の価 値は 高い 。 例え ば、 ブラ イン ド ・テ スト を

行っ た 結 果に おい て 、 対 象製 品へ の評 定 尺度 上で の評 価が 高 くと も、 購

買行 動 と 結び つか な い 場 合な どで は、 潜 在的 な概 念間 の連 合 構造 と対 比

させ る こ とに より 、その 原因 につ いて 検 討す るこ とが 可能 と なる。また 、

ブラ ン ド 拡張 を行 う 場合 には 、新 規に 導 入す る製 品と 企業 イ メー ジに つ

い て 、 顕 在、 潜在 両 側 面 から 測定 を行 う こと によ り、 新規 導 入 製 品と 企

業 イ メ ー ジと の乖 離 の程 度を 測定 する こ とが 可能 とな る 。  

 

５ ． ５  リ ス ク ・ マッ プ の 適 用 例  

５ ． ５ ． １  目 的 と方 法  

 代 表 的 な８ 個の リ スク 事象 に対 し 、 提 案し た方 法で マッ ピ ング を行 う

こと を 目 的と する 。  

 ま た、 潜在 的リ ス ク・ マッ プの 特徴 を 検討 する ため に顕 在 的リ スク ・
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マッ プ を 作成 し、 比 較を 行う こと とす る 。 顕 在的 リス ク・ マ ップ の作 成

方法 に 関 して は、 ５ ．５ ．４ に詳 述す る 。  

 実 験 参 加者 は、 大 学生 ２ 名 （男性 20 歳、 女性 22 歳） で あっ た 。   

 実 験 は 、大 学内 実 験室 を使 用し 、 個 別 に実 施し た。 フェ イ ス・ シー ト

記入 後 、リ スク IAT を行 った 。その 後 、実験 参加 者は ８個 の リス ク事 象

それ ぞ れ に対 し、 顕 在尺 度の 評定 を行 っ た 。 実験 の翌 日に 実 験参 加者 へ

イン タ ビ ュー を行 い 、リ スク IAT 効果 量 をも とに 作成 され た 潜在 的リ ス

ク ・ マ ッ プに 対し 解 釈を 求め た 。  

 実 験 全 体の 所要 時 間は 、 一 人あ たり 約 ２時間 30 分 であ っ た 。   

 実 験 実 施日 ： 20 05 年５月 31 日 ～６ 月 ２日 に実 施し た 。  

 

５ ． ５ ． ２  リ ス ク事 象 の 選 択  

 対 象 と した リス ク 事象 は 、先行 研究 ( Kl e in he s s e l i nk  &  R os a，1991 ;S lo v i c ,  

1987 )を 参考 に 、「原 子力 発電」「タ バコ 」「アル コ ール」「自 動 車事 故」「 列

車 事 故 」「 航 空機 事 故」「 花粉 症」「台 風 」の ８事 象を 選択 し た 。「 列車 事

故」 を 用 いた 理由 は 、実 験時 点に おい て J R 福 知山 線脱 線 事故 （ 200 5 年

4 月 25 日に 発生 ）の 記憶 が新 しく 、実験 時近 傍の 報道 の影 響 を探 索的 に

検討 す る ため であ っ た 。  

 

５ ． ５ ． ３  リ スク IAT 実 験  

 実 験 は、５ ．５ ．２  で 選択 し た ８ つ のリ スク 事象 の中 か ら ２ 事象 ずつ

を組 み 合 わせ 、全 部 で 28  個 のパ ート に 分け られ た 。 各々 の パー トは ７

ブ ロ ッ ク で構 成さ れ た 。Tab le  5 .1 に各 パ ート にお ける 試行 ブ ロッ クの 構

成 を 、 ‘列 車 事 故 － 台 風 IAT ’を 例 に 示 し た 。 試 行 ブ ロ ッ ク の 順 序 の 影 響

を低 減 す る た めに 、 N osek  e t  a l . ( 200 5 )に よっ て提 案さ れた 手 続き に依 拠

し、第５ ブロ ック の 試行 数を 増や した 。I AT はカテ ゴリ 分類 課題 であ り、

試 行 を 行 うう ちに 刺 激と キ イ 位置 との 対 応を 学習 して いく と いっ た側 面

が存 在 す る。そ のた め、２～ ４ブ ロ ック にお いて 実施 され た ター ゲッ ト・ 



89 



90 
 

た、 本実 験で は実 験 参加 者 の 負担 を軽 減 させ るた めに 、 先 に 紹介 した 標

準 的 手 続 き (井 出 野 ・ 竹 村 ， 2 005 )よ り も 試 行 数 を 減 ら し 、 実 験 の 所 要 時

間の 短 縮 を図 った 。 標準 的手 続き での １ 実験 あた りの 所要 時 間は 約 ５ 分

であ っ た が、 試行 数 を減 らす こと によ り 、 ４ 分程 度と なっ た 。リ スク 事

象の 分 類 に用 いた 刺 激は 、事 象ご とに ４ 枚の 写真 をイ ンタ ー ネッ ト上 に

公開 さ れ た写 真よ り 抜粋 し使 用し た （ 注 5 . 1）。 Fi g． 5 .1 に 実際 に刺 激と

し て 使 用 した 写真 を 例に 挙げ た 。  

 危 険 と 安全 のカ テ ゴリ 分類 に用 いた 刺 激は、予備 調 査を 実 施し、危険 、

安全 と の 連想 価の 高 い単 語を ４語 ずつ 抽 出し 使用 した 。 安 全 カテ ゴリ 語

とし て 、 ‘家族 ’、  ‘平和 ’、  ‘愛情 ’ 、‘友 達 ’、危 険 カテ ゴリ 語 とし て、 ‘包

丁 ’ 、 ‘暴力 ’、  ‘麻 薬 ’、  ‘犯 罪 ’を用 い た。  

教示・刺激 の呈 示・反応 計測 はす べて 、パー ソナ ルコ ンピ ュ ータ (D E LL 

d i men s ion  82 50 )を 用 いて 行わ れた 。反 応 計測 と刺 激呈 示用 プ ログ ラム は 、

Inqu i s i t2 . 0 (M i l l i s eco nd  so f t w a r e )を用 いて 作成 され た。実 験参 加者 は、コ

ン ピ ュ ー タ・キ イ ボ ード の “A ”キイ とテ ン・キ イ 上 の “５ ”キ イを、それ ぞ

れ 左 手 の 人差 し指 と 右手 の人 差し 指を 用 いて 反応 する こと を 要求 され た 。

教示 は 、全 ての ブロ ック 開始 時に 行わ れ 、「 でき るだ け速 く か つ正 確に 反

応 す る こ と」 の強 調 と 、 反応 キイ とカ テ ゴリ の 対 応関 係を 確 認し た 。  

 教 示 画 面終 了後 、 実験 参加 者が スペ ー ス・ バー を押 し 、 実 験ブ ロッ ク

へと 進 ん だ。 課題 遂 行中 に 、 想定 され た 分類 と異 なっ た分 類 を 実 験参 加

者が 行 っ た場 合、 エ ラー メッ セー ジと し て “× ”が画 面中 央 に 300 ms 呈示

され た 。  

 

５ ． ５ ． ４  顕 在 尺度 と マ ッ ピ ン グ の 方法  

 顕 在 尺 度は 、S lo v i c (198 7 )をも と に作 成 され た 。尺度 を 邦訳 する 際に は 、

岡本 （ 199 2）、中 谷 内（ 2 003）を 参考 に した 。 15 尺 度は 、 実験 ３－ １、

２、 ４ － １、 ２、 ３ と共 通で あり 、 脅 威 度と 未知 性の ２因 子 で構 成さ れ

( Kl e i nhe s s e l i nk  & R o sa ,  1991 ;  S lo v i c ,  198 7）、 ７段 階で 評定 さ れた 。本 研
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究は 、実 験参 加者 ２ 名の みの 測定 であ る ため 、 因 子分 析な ど の多 変量 解

析 手 法 を 用い るこ と がで きな い 。 そこ で 、先 行研 究と の比 較 を目 的と し

て、脅 威度 因子 10 項 目の 加算 平均 値を 脅 威度 得点 とし 、未知 性因 子５ 項

目 の 加 算 平均 値を 未 知性 得点 とし て分 析 を行 った 。  

－脅 威度  10 項 目－  
   制 御可 能  －  制 御不 可能  

    安心  －  恐ろ しい  
世界 的に 壊滅 的で な い  －  世界 的に 壊 滅的 な  

   些 細な 影響  －  致命 的な 影響  
   公 平  －  不 公平  

  個人 的な  －  壊滅 的な  
  次世 代に とっ て  －  次 世代 にと っ て  
  リス クが 少な い    リ スク が大 き い  

   簡 単に 低減 で きる  －  簡 単に 低 減で きな い  
  リス クが 減っ て いる  －  リ スク が 増え てい る  

  自発 的な  －  不本 意の  

 

－未 知性 ５項 目－  
   観 察可 能  －  観 察不 可能  

  リス クに さら さ れた  －  リ スク に さら さ れ た  
 人 が知 って いる    人が 知ら ない   
  影響 が速 攻的  －  影響 が遅 延的  
   古 いリ スク  －  新し いリ スク  
  科学 的に 解明  －  科学 的に 不明  

 

マッ ピン グに は、リ スク 事象 ごと に脅 威 度 得 点と 未知 性 得 点 を 算 出し、

両得 点 を 用い た。 マ ップ 上の スケ ール は ７件 尺度 の評 定値 に 相当 する 。

一 方 、 潜 在的 リス ク ・マ ップ のス ケー ル は標 準化 され た値 で ある 。 そ の

ため 、各 々の マッ プ 上の スケ ール の値 を もと に直 接的 な比 較 を行 わず 、

両 マ ッ プ 内の 布置 に みら れた 傾向 をも と に比 較検 討を 行っ た 。  

 

５ ． ６  結 果 と 考 察  

５ ． ６ ． １  潜 在 的リ ス ク ・ マ ッ プ  

 分 析 に 用い たデ ー タは 、 G re en wa ld ,  M c G hee  &  S ch wa r t z (19 9 8 )に お いて

使 用 さ れ た３ つの 手 続き に準 拠し 整理 を 行っ た 。 ①本 試行 ブ ロッ クの 最

初の ２ 試 行を 削除 し 、② 3 00 ms よ り速 い 反応を 300 ms に 置換 え 、 3 000 ms

より も 遅 い反 応を 3 000 ms に 置換 えた （ 本試 行ブ ロッ クの 0 . 01%）、③ エ
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ラ ー 反 応 も 分 析 に 加 え た （ エ ラ ー 反 応 率 ： 6 .7%）。 実 験 参 加 者 ご と の リ

スク IAT 実験 から 得 られ た IAT 効 果量 を 多次 元尺 度構 成法 の A LS C A L を

用 い て 解 析を 行っ た 。布置 の解 釈 可能 性 を考 慮し、２ 次元 解 を採 用し た。

布 置 へ の 当て はま り の指 数と なる スト レ ス値 は実 験参 加 者 A が 0 . 13 で、

実験 参 加者 B が 0 .2 5 であ り、程度 の異 なる 当て はま りを 示 した 。実 験参

加 者 ご と の潜 在的 リ スク・マッ プを Fi g．5 .2 に 示し た。ま た、実験 後に 、

潜 在 的 リ スク ・マ ッ プを 実験 参加 者自 身 に提 示し 、布 置に 対 する 解釈 と

そ の 理 由 に関 しイ ン タビ ュー を行 った 。 実験 参加 者自 身に よ って 示さ れ

た解 釈 軸を Fi g． 5 .2 中に 破線 で示 した 。  

 Fi g． 5 . 2 .A と B を 比較 する と 、原 子力 発電 と列 車事 故の 布 置が 両マ ッ

プと も に 近接 して い る傾 向が みら れた が 、他 に共 通の 傾向 は み ら れず 、

個 人 差 が 認め られ た 。 そ こで 、以 下に お いて 、潜 在的 リス ク ・マ ップ に

対す る 実 験参 加者 へ のイ ンタ ビュ ー結 果 から 、潜 在的 リス ク ・マ ップ の

性 質 に 関 し検 討を 行 った 。  

実 験 参 加 者 A Fi g． 5 .2 .A より 、原 子 力発 電・ 列車 事故 ・ 航空 機事 故が

特 徴 と な る次 元と 、 自動 車事 故・ アル コ ール ・花 粉症 が特 徴 とな る 二 つ

の次 元 が みら れた 。  

 実 験 参 加者 自身 が 示し た解 釈は 、原 子 力発 電・ 列車 事故 ・ 航空 機事 故

が 特 徴 と な る 次 元 を ‘脅 威 度 ’と し 、 自 動 車 事 故 ・ ア ル コ ー ル ・ 花 粉 症 で

特 徴 付 け ら れ る 次 元 を ‘熟 知 度 ’と す る も の で あ っ た 。 イ ン タ ビ ュ ー に お

い て 、  実 験 参 加 者 は 、 ‘脅 威 度 ’次 元 と 解 釈 し た 理 由 と し て 、「 航 空 機 事

故 に 対 し 、個 人的 に は脅 威 を 全く 感じ て いな い」（‘脅 威度 ’ 低）、「原 子

力発 電 と 列車 事故 に 対し 、脅 威を 感じ て いる」（‘ 脅威 度’ 高 ）と 報告 し

た。ま た、 ‘熟知 度 ’次元 と解 釈し た理 由 とし て、「 花 粉 症 に は、罹 って い

ない」（‘ 熟知 度’ 低 ）、「 自動 車レ ース 、 アル コー ル飲 料と も に、 好き で

あ る」（‘ 熟知 度’ 高 ）と 報告 した 。  
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実 験 参 加 者 B Fi g． 5 .2 .B より 、原 子 力発 電・ 列車 事故 と タバ コ・ 台風

が特 徴 と なる 次元 と 、ア ルコ ール と自 動 車事 故が 特徴 とな る 次元 が み ら

 
5 . 2 . A 実 験 参 加 者 A の 潜 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ  

 
5 . 2 . B  実 験 参 加 者 B の 潜 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ  

 
F i g． 5 . 2  実 験 参 加 者 ご と の I AT 効 果 量 を も と に 作 成 さ れ た 潜 在 的 リ ス

ク ・ マ ッ プ  
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れた 。  

 実 験 参 加者 自身 が 行った Fi g． 5 .2 .B に 対す る解 釈は 、原 子 力発 電・列

車 事 故 と タ バ コ ・ 台 風 で 特 徴 づ け ら れ る 次 元 を ‘熟 知 度 ’と し 、 ア ル コ ー

ル と 自 動 車 事 故 に よ っ て 特 徴 づ け ら れ る 次 元 を ‘現 在 の 脅 威 － 過 去 の 脅

威 ’とい う二 つの 次 元と する もの であ っ た 。イ ンタ ビュ ー に おい て 、実 験

参加 者 は ‘熟 知度 ’と いう 解釈 を行 った 理 由と して、「 タバ コ と 台 風は 日常

的 に 遭 遇 する リス ク 事象 であ り 、 原子 力 発電 と列 車事 故に 対 して は 、 リ

ア リ テ ィ が 持 て な い 」 と 報 告 し た 。 ま た 、 ‘現 在 の 脅 威 － 過 去 の 脅 威 ’と

いう 解 釈 を行 った 理 由と して、「最 近運 転 免許 証を 取得 し交 通 事故 につ い

てよ く 考 える 。また 、（ 実験 時に おい て ）花粉 症を 患っ てい る 」（‘ 現在 の

脅威’）と 報 告し た 。 ま た、「 ア ルコ ー ルに 関し ては 、 以 前 暴飲 によ り病

院 に 行 っ たこ とも あ り 、１ 年ほ ど 前に 辞 めた が恐 怖感 は残 っ てい る」（‘ 過

去の 脅 威’） と報 告 を行 った 。   

実 験 参 加 者 A・ B 両者 の 結 果 か ら  実験 参加 者 A、 B の 潜 在 的リ スク ・

マ ッ プ の 解釈 にみ ら れた 特徴 を以 下に 述 べる 。第 １の 特徴 は 、両 実験 参

加 者 と も に リ ス ク 事 象 の 布 置 の 解 釈 に あ た り ‘熟 知 度 ’を 挙 げ た 点 で あ る 。

実験 参 加 者 A、 B が 共通 に挙 げた ‘熟 知 度’ に布 置さ れた リ スク 事象 を

比 較 す る と、実 験参 加者 A では、花粉 症 が‘熟 知度’低に 位 置づ けら れ、

ア ル コ ー ルと 自動 車 事故 が ‘ 熟知 度’ 高 に位 置づ けら れた 。 一方 、 実 験

参加者 B で は、‘ 熟 知度 ’低に 原子 力発 電と 列車 事故 、‘ 熟 知度 ’高に タ

バコ と 台 風が 位置 づ けら れて いた 。同 一 の要 因名 を挙 げて い ても 事象 の

布置 に 共 通性 がほ と んど みら れて おら ず 、個 人差 が認 めら れ た 。 両者 の

イン タ ビ ュー 結果 か ら、‘熟 知 度’の 要因 に関 し、個 人の 連合 構造 が反 映

さ れ て い るこ とが 示 唆さ れた 。  

第２ の特 徴と して 、 実験 参加者 A で は ‘脅 威度’、 そし て 、 実 験参 加

者 B では‘ 現 在の 脅 威 － 過去 の脅 威’と いっ た、これ まで の リス ク認 知

研究 に お いて 中心 的 な役 割を 担っ てき た 、 脅 威に 関す る 要 因 が解 釈に 用

いら れ て いた 点が 挙 げら れる 。両 実験 参 加者 が示 した 脅威 に 関す る 要 因
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のリ ス ク 事象 の布 置 を比 較す ると、実験 参加者 A で は‘脅 威 度’高 に原

子 力 発 電 、列 車 事故 が位 置づ けら れ、‘ 脅威 度’低に 航 空機 事故 、ア ルコ

ー ル 、 花 粉症 が位 置 づけ られ てい た。 一 方、 実験 参加 者 B では、‘現 在

の脅 威 ’に自 動車 事 故、台風 、花 粉症 が 位置 づけ られ 、‘ 過 去の 脅威 ’に

ア ル コ ー ル、タ バコ 、航 空機 事故 が 位置 づけ られ てい た 。こ のこ とか ら、

脅威 と い う表 現が 実 験参 加者 A と B に おい て解 釈に 用い ら れて いた が、

共通 す る 部分 はほ と んど 認め られ ず、 脅 威に 関す る要 因に つ いて も個 人

の連 合 構 造が 反映 さ れて い た 可能 性が 示 唆さ れた 。  

 

５ ． ６ ． ２  顕 在 的リ ス ク ・ マ ッ プ  

脅威 度因子 10 項 目 の加 算平 均値 を脅 威 度得 点と し、未知 性 因子 ５項 目

の 加 算 平 均値 を未 知 性得 点と し て 、マ ッ ピン グを 行っ た 。 Fi g． 5 .3 は実

験参 加 者 ごと の顕 在 的リ スク ・マ ップ で ある 。 以 下、 Fi g． 5 . 3 より結 果

と考 察 を 述べ る。  

F i g． 5 .3 より、脅威 度得 点 に 関し、実験 参加者 A と B の共 通の 傾向 と

して ア ル コー ル・ タ バコ ・自 動車 事故 が ４点 以下 の評 定が な され 、原 子

力発 電 が 5 .7 点近 傍 であ る こ とが 示さ れ た 。 一方 、花 粉症 、 列車 事故 、

台 風 、航 空機 事故 に おい て 実 験参 加者 A の方が B よ りも 高い 傾向 が示 さ

れた。未知 性得 点 に 関し ては、実験 参 加 者 B が A よりも全 般に 低く、個

人差 が 顕 著で あっ た 。また、自動 車事 故 に関 して は、実 験参 加者 A は最

も低 く 評 定し 、実 験 参加 者 B は最 も高 く 評定 した とい った 特 徴を 示し た。 

第４ 章の Fi g． 4 .8 の 顕在 的リ スク・マ ッ プで は、本 章 実験 と 共通 する

リ ス ク 事 象を 用い て いた 。そ こで 、両 実 験参 加者 の顕 在的 リ スク ・マ ッ

プ と 、 Fi g． 4 .8 と比 較を 行う ため 、 Tab l e  5 .2 を 作成 した 。 Ta b le  5 .2 (a )は

脅威 度 得 点に 関し 、Fi g．4 .8 と Fi g．5 .3 との 対比 を示 した も ので 、Tab le  

5 .2 (b )は 未知 性得 点 に関 し、 Fi g． 4 .8 と Fi g .5 . 3 と の対 比 を示 した もの で

ある 。また 、 Ta b le  5 .2 中の 高い 、中 程度 、低い とい った 表記 は 、マ ップ

中 の 相 対 的な 布置 に 依拠 して いる 。  
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5 . 3 . A 実 験 参 加 者 A の 顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ  

 

 
5 . 3 . B  実 験 参 加 者 B の 顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ  

 
F i g． 5 . 3  実 験 参 加 者 ご と の 顕 在 尺 度 を 基 に 作 成 さ れ た 顕 在 的 リ ス ク ・ マ

ッ プ  
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Ta b l e  5 . 2  F i g． 4 . 8 と F i g． 5 . 3 の 顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ に み ら れ た 実 験 参 加

者 別 の 布 置 の 傾 向  
( a )  顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ の 脅 威 度 得 点  

脅 威 度  
得 点  

4 章 評 定 結 果  
（ F i g． 4 . 8）  

実 験 参 加 者 A  実 験 参 加 者 B  
 

高 い  
 
 
 
中 程 度  
 
 
低 い  

台 風  
原 子 力 発 電  
航 空 機 事 故  
列 車 事 故  
花 粉 症  
自 動 車 事 故  
タ バ コ  
ア ル コ ー ル  

列 車 事 故  
航 空 機 事 故  
原 子 力 発 電  
台 風  
花 粉 症  
タ バ コ  
自 動 車 事 故  
ア ル コ ー ル  

原 子 力 発 電  
航 空 機 事 故  
列 車 事 故  
台 風  
花 粉 症  
自 動 車 事 故  
タ バ コ  
ア ル コ ー ル  

( b )  顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ の 未 知 性 得 点  
未 知 性  
得 点  

4 章 評 定 結 果  
（ F i g． 4 . 8）  

実 験 参 加 者 A  実 験 参 加 者 B  
 

高 い  
 
 
 
中 程 度  
 
 
 
 
低 い  

原 子 力 発 電  
 
航 空 機 事 故  
タ バ コ  
列 車 事 故  
自 動 車 事 故  
花 粉 症  
ア ル コ ー ル  
 
台 風  

列 車 事 故  
原 子 力 発 電  
 
タ バ コ  
台 風  
花 粉 症  
航 空 機 事 故  
ア ル コ ー ル  
 
自 動 車 事 故  

自 動 車 事 故  
 
ア ル コ ー ル  
列 車 事 故  
原 子 力 発 電  
タ バ コ  
 
花 粉 症  
航 空 機 事 故  
台 風  

 

Tab l e  5 . 2 (a )か ら 、脅 威度 得点 に関 して は 、実 験参 加者 A、B と もに Fi g．  

4 . 8 と 多 く の 共 通 点 を 有 し て い た こ と が 示 さ れ て い る 。 原 子 力 発 電 、 航

空機 事 故 、列 車事 故 の脅 威度 得点 が高 く 、ア ルコ ール 、自 動 車事 故、 タ

バコ の 得 点が 低か っ た。 特徴 とな るの は 、台 風に 対す る脅 威 度得 点が 、

実験 参 加 者 A、 B と も中 程度 であ った 点 であ る。 また 、実 験 参加 者 A で

は 、 列 車 事故 が特 に 脅威 度得 点が 高く 評 価さ れて いた が、 実 験参 加者 B

にお い て は、 Fi g． 4 . 8 と同 様の 傾向 を示 して いた 。 Tab le  5 . 2 ( b )か ら 、未

知 性 得 点 に関 して は 、 Fi g． 4 .8 と 対比 さ せる と、 個人 差が 大 きい こと が

示さ れ て いた。実験 参加者 A は 列車 事故 、航空 機事 故が 高く 、自動 車事

故 が 低 く 評価 され て いた 。ま た 、実 験参 加者 B は自 動車 事故 、ア ルコ ー

ルの み が Fi g． 4 .8 と 同程 度で、他の リス ク事 象は 全般 に低 い 傾向 を示 し

て い た 。  
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５ ． ６ ． ３  潜 在 的リ ス ク ･マ ッ プ と 顕在 的 リ ス ク ･マ ッ プの 比 較  

 潜 在 的 リス ク・マ ップ の適 用例 にお い て 、‘熟 知 度’と いう 解釈 軸が ２

名の 実験 参加 者か ら 報告 され 、そ して  、実 験参 加者 A で は‘ 脅威 度’、

実験 参 加者 B で は‘ 現在 の脅 威 － 過去 の 脅威’とい っ た脅 威 に関 する 解

釈軸 が２ 名の 実験 参 加者 にみ られ てい た 。 Tab le  5 .3 に 、両 実 験参 加者 の

潜 在 的 リ スク ・マ ッ プと 顕在 的リ スク ・ マッ プに み ら れた 特 徴を 整理 し

た。Tab le  5 . 3 ( a )は 、潜在 的リ スク・マッ プの‘ 熟知 度 ’と 顕 在 的 リ ス ク ・

マッ プ の 未知 性得 点 との 対比 を示 し、 (b )では 潜在 的リ スク・マッ プの 脅

威に 関 す る解 釈軸 と 顕在 的リ スク ・マ ッ プの 脅威 度得 点 と の 対比 を 示 し

た 。ま た 、 Tab le  5 .3 中の 高い 、中程 度 、低い とい った 表記 は 、マッ プ中

の相 対 的 な布 置に 依 拠し てい る。  

Tab l e  5 . 3 (a )よ り、潜 在的 リス ク・マ ッ プ の‘熟 知度 ’と 顕在 的 リ ス ク ・

マッ プ の 未知 性得 点 につ いて 、比較 を行 う。実験 参 加者 A で は潜 在的 リ

ス ク ・ マ ップ にお い て 自 動車 事故 ・ア ル コー ルの ‘熟 知度 が ’高 く、 顕

在 的 リ ス ク・ マッ プ にお いて 未知 性 得 点 が低 いと いっ た類 似 性が 示さ れ

てい た。 一方 、 潜 在 的リ スク ・マ ップ に おい て最 も ‘ 熟知 度 ’ の 低い 花

粉症 は 、顕在 的 リス ク・マッ プで は 中程 度の 未知 性得 点で あ り、そし て、

顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ に お い て も っ と も 未 知 性 得 点 の 高 か っ た 列 車 事

故 ・ 原 子 力発 電は 、 潜在 的リ スク ・マ ッ プで は中 程度 の ‘ 熟 知度 ’ を 示

して お り 、乖 離が み られ てい た。  

実験 参加者 B で は 、潜在 的リ スク・マッ プの‘ 熟知 度 ’に お いて 台風

が最 も 高 く、 また タ バコ ・ 航 空機 事故 ・ 花粉 症の ‘熟 知度 ’ がや や高 く

布 置 さ れ てお り、 顕 在的 リス ク・ マッ プ の未 知性 得点 と類 似 した 傾向 を

示 し て い た。 また 、 顕在 的リ スク ・マ ッ プで 最も 未知 性得 点 の高 かっ た

自 動 車 事 故は 、潜在 的リ スク・マッ プで は中 程度 の‘熟 知度 ’で あ った 。

実 験 参 加者 B は 、全 般に 未知 性得 点が ２ 点近 傍で あっ たが 、自動 車事 故

に関 し て のみ 3 .2 点 の評 定が なさ れて い たと いう 特徴 を有 し てい た。 自

動 車 事 故 に関 して は 、潜 在的 リス ク・ マ ップ の ‘ 熟知 度’ は 中程 度で あ
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った が 、‘現 在の 脅 威’に布 置し て いた 。イ ンタ ビュ ー 結果 から も、自動

車 事 故 に 関し て「 よ く考 える 」と いっ た 報告 がな され てお り 、個 人の 経

験が 顕 在 ・潜 在的 両 リス ク・ マッ プに 反 映さ れた 可能 性が 示 唆さ れた 。  

 

Ta b l e  5 . 3  潜 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ と 顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ に み ら れ た 実 験 参

加 者 別 の 布 置 の 傾 向  
( a )潜 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ で み ら れ た‘ 熟 知 度 ’と 顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ の 未 知 性

得 点 と の 対 比  
 実 験 参 加 者 A  実 験 参 加 者 B  
指 標  潜 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 熟 知 度

を 逆 転 ） *  

顕 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 未 知 性

得 点 ）  

潜 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 熟 知 度

を 逆 転 ） *  

顕 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 未 知 性

得 点 ）  
高 い  
 
 
 
 
中 程 度  
 
 
低 い  

花 粉 症  
 
 
台 風  
原 子 力 発 電  
列 車 事 故  
タ バ コ  
航 空 機 事 故  
 
ア ル コ ー ル  
自 動 車 事 故  
 

列 車 事 故  
原 子 力 発 電  
 
タ バ コ  
台 風  
花 粉 症  
航 空 機 事 故  
ア ル コ ー ル  
 
自 動 車 事 故  

列 車 事 故  
原 子 力 発 電  
 
ア ル コ ー ル  
自 動 車 事 故  
花 粉 症  
航 空 機 事 故  
 
タ バ コ  
台 風  

自 動 車 事 故  
 
 
ア ル コ ー ル  
列 車 事 故  
原 子 力 発 電  
タ バ コ  
 
花 粉 症  
航 空 機 事 故  
台 風  

 
( b )潜 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ で み ら れ た 脅 威 に 関 す る 解 釈 軸 と 顕 在 的 リ ス ク ・ マ ッ プ

の 脅 威 度 得 点 と の 対 比   
 実 験 参 加 者 A  実 験 参 加 者 B  
指 標  潜 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ（ 脅 威 度 ） 
顕 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 脅 威 度

得 点 ）  

潜 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 現 在 の

脅 威 － 過 去 の 脅

威 ）  

顕 在 的 リ ス ク ・

マ ッ プ （ 脅 威 度

得 点 ）  

高 い  
 
 
中 程 度  
 
 
 
低 い  

原 子 力 発 電  
列 車 事 故  
自 動 車 事 故  
台 風  
タ バ コ  
ア ル コ ー ル  
花 粉 症  
航 空 機 事 故  

列 車 事 故  
航 空 機 事 故  
原 子 力 発 電  
台 風  
花 粉 症  
 
タ バ コ  
自 動 車 事 故  
ア ル コ ー ル  

(現 在 の 脅 威 )  
自 動 車 事 故  
台 風  
花 粉 症  
列 車 事 故  
原 子 力 発 電  
タ バ コ  
航 空 機 事 故  
ア ル コ ー ル  
(過 去 の 脅 威 )  

原 子 力 発 電  
航 空 機 事 故  
列 車 事 故  
台 風  
花 粉 症  
自 動 車 事 故  
タ バ コ  
ア ル コ ー ル  

 
* Ta b l e  5 . 3 ( a )  で は 、潜 在 的 リ ス ク・マ ッ プ の‘ 熟 知 度 ’と 顕 在 尺 度 の‘ 未 知 性 ’

と を 対 比 さ せ る た め 、‘ 熟 知 度 ’の 表 記 は 逆 転 さ せ た 。そ の た め 、 F i g． 5 . 2 で‘ 熟

知 度 ’ が 高 か っ た 項 目 が Ta b l e  5 . 3 で は 、 低 い に 位 置 し て い る 。  
 

次に 、潜在 的リ スク・マ ッ プの 脅威 に関 する 解釈 軸と 、顕在 的リ スク ・
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マッ プ の 脅威 度得 点 につ いて 比較 を行 う 。 Tab le  5 . 3 ( b )より 、実験 参加 者

A では、 列車 事故 と 原子 力発 電の 脅威 度 得点 が高 く、 アル コ ール が低 い

と い っ た 両マ ップ に おけ る共 通性 が認 め られ た。 一方 、 潜 在 的リ スク ・

マッ プ で は‘ 脅威 度 ’ が 最も 低か った 航 空機 事故 につ いて は 、顕 在的 リ

ス ク・マ ッ プで はや や高 いと いっ た乖 離 がみ られ た 。実 験参 加者 A のイ

ンタ ビ ュ ー結 果で は 、実 際は 航空 機事 故 への 恐怖 感は も っ て いな かっ た

こと が 報 告さ れて お り 、 個人 の経 験が 潜 在的 リス ク・ マッ プ には 反映 さ

れ、 顕 在 的リ スク ・ マッ プで は、 報道 な どと の接 触に よる 公 的な 意見 が

反 映 さ れ るこ とが 示 唆さ れた 。  

実験 参加者 B に おい ては 、潜在 的リ スク・マ ッ プで‘ 過去 の 脅威 ’に

位置 づ け られ たア ル コー ルが 、顕 在的 リ スク ・マ ップ では 最 も脅 威度 得

点が 低 か った 一方 、‘過去 の脅 威’に位 置づ けら れた 航空 機 事故 が、顕 在

尺 度 の 脅 威度 得点 が 高か った 。ま た、 潜 在的 リス ク・ マッ プ で‘ 現在 の

脅 威 ’ に 位置 づけ ら れた 自動 車事 故が 顕 在的 リス ク・ マッ プ では 中程 度

の脅 威 度 得点 であ っ た。これ から 、実験 参加者 B に おい ては 、潜 在的 リ

スク ・ マ ップ にみ ら れ た ‘現 在の 脅威 － 過去 の脅 威’ に関 連 する 解釈 軸

と顕 在 的 リス ク・ マ ップ の脅 威度 得点 と の間 には 一貫 した 関 連性 は認 め

られ な か った 。  

 最 後 に 、潜 在的 リ スク ・マ ップ への 接 触媒 体の 影響 に関 し 、実 験時 近

傍 に 頻 繁 に報 道が な され てい た列 車事 故 を対 象に 考察 を試 み る 。 実験 参

加者 A では 、潜 在 的リ スク ･マ ップ に おい て列 車事 故は 原 子力 発電 に次

ぐ ‘ 脅威 度’ を示 し 、顕 在的 リス ク・ マ ップ では 最も 高い 脅 威度 得点 を

示し て い た。また、実験 参加者 B で は潜 在的 リス ク・マッ プ にお いて‘ 熟

知度 ’低 に位 置づ け られ てい た 。 近傍 の 情報 が 、 両リ スク ・ マッ プに 対

し 異 な る 影響 を与 え た可 能性 が存 在す る 。   

 

５ ． ７  結 論  

 本 研 究 の目 的は 、 IAT を用 いた 潜在 的 リス ク・ マッ プの 作 成方 法を 提
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案し 、 IAT 効 果の 性 質の 検討 と 、 顕在 ・ 潜在 的両 リス ク・ マ ップ の補 完

的な 利 用 方法 を提 案 する こと であ った 。  

 潜 在 的 リス ク・ マ ップ の適 用例 とし て 、 ８ つの リス ク事 象 に対 しリ ス

ク IAT と 顕在 尺度 に よる リス ク認 知の 測 定を 行い 、リス ク事 象間 の連 合

構造 を 示 した 。潜 在 的リ スク ・マ ップ に おい ては 、 個 人の も つ当 該リ ス

ク 事 象 へ の ‘熟 知 度 ’と 、 脅 威 に 関 す る 要 因 が 反 映 さ れ て い る こ と が 示 さ

れた 。こ れま で 、 IAT を 用い た先 行研 究 では 、 IAT 効 果と 顕 在尺 度 と の

相 関 が 低 いこ とが 報 告さ れて きた が 、 個 人の もつ 固有 の 連 合 構造が IAT

に お い て は強 く 反映 され 、 顕 在尺 度 では 統制 処 理 （ S ys t e m 2）が 反 映さ

れる た め 、両 者の 相 関が 低い とい う結 果 を招 いた 可能 性 を 指 摘で き る 。

特に、適用 例に おい て、顕 在的 リス ク・マッ プの 脅威 度得 点 では、Ta b le  

5 .2 に 示 され たよ う に、４ 章の 顕 在尺 度 に基 づく 布置 とも 共 通性 が高 く、

顕 在 尺 度 の脅 威度 に 公的 な意 見の 反映 が みら れた 可能 性が あ る。 また 、

これ ま で のサ イコ メ トリ ック ・パ ラダ イ ムを 用い た研 究で は 、人 の一 般

的な 傾 向 を論 じる こ とが 中心 であ り、 質 問紙 尺度 評定 時の 認 知プ ロセ ス

や、 個 人 差に つい て は 十 分に 検討 が試 み られ てこ なか った 。 本章 の潜 在

的リ ス ク ・マ ップ と 顕在 的リ スク ・マ ッ プ 間 の関 連か ら示 唆 され たよ う

に 、 IAT 効果 を用 い るこ とに よっ て、 リ スク 認知 の個 人差 に 関し 、新 た

な 検 討 が 期待 され る 。また、顕 在尺 度と IAT の測 定結 果 に 乖 離が 認め ら

れた 場 合 には 、認 知 的不 協和（ Fe s t inge r,  195 7）が生 起 して い る可 能性 を

示唆 す る 点に つい て も 、 今後 の課 題と な る 。  

 最 後 に 、本 研究 に おい て提 案し た潜 在 的リ スク ・マ ップ の 作成 法に 関

し て ２ 点 の問 題点 を 指摘 する 。１ 点目 は 、潜 在的 リス ク・ マ ップ の軸 解

釈に つ い てで ある 。 本研 究で は イ ンタ ビ ュー 結果 に基 づき 解 釈を 行っ た

が 、 そ こ に み ら れ た ‘熟 知 度 ’ と ‘脅 威 度 ’、 ‘現 在 の 脅 威 － 過 去 の 脅 威 ’と

いう 要 因 の妥 当性 に 対し 、さ らな る検 討 が必 要で ある 。 ２ 点 目は 、本 研

究 で 提 案 した 潜在 的 リス ク・ マッ プの 適 用例 に関 し 、 特に 実 験参 加者 B

の当 て は まり の程 度 が悪 く、 はず れ値 ・ エラ ー反 応の 扱い や 、 IAT の 順
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序効 果 の 改善 、 IAT 効果 分析 方法 の開 発 とい った 、実 験手 続 きの 改善 と

デ ー タ 集 計方 法の 改 善が 今後 の課 題と な る 。また 、今回 の潜 在的 リス ク・

マ ッ プ で は、 リス ク 事象 とし て科 学 的 な リス クと 自然 災害 、 事故 を用 い

た。 そ の ため 、 IAT に用 いら れる リス ク 事象 の組 み合 わせ に よっ て、 分

類 に 用 い られ た基 準 が異 なっ たた め、 あ ては まり が悪 かっ た 可能 性 も 存

在す る 。 上記 問題 点 に対 し 、 ①あ るリ ス ク事 象の 被害 経験 者 とい った 共

通性 の 高 い実 験参 加 者 を 用い る 、 ②異 な る時 点で の測 定 、 そ して 異な る

事 象 （ 数 ）を 対象 に 実験 を行 うこ とに よ り 、 潜在 的リ スク ・ マッ プの 性

質 を 明 ら かに する こ とを 今後 の課 題と す る 。  
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注 5 .1 実 験に 用い た刺 激画 像は 、下記 U R L（ 20 04 年 時点 ）より 抜粋 し使

用し た。  
h t tp : / /w w w.chu den -p l an t . co . jp / e ig you /g yo u shu /h a t su hen /g ens h i . h t m  
h t tp : / /w w w.kep co . co . j p / wak as a /oo i /oo i . j pg   
h t tp : / /w w w.gn s .n e . jp / eng / s t a / jp n_np p / i ka ta . h t m  
h t tp : / /w w w. i h i . co . jp / i h i /p rod uc t s / ene rg y / ge ns i r yoku .h t ml  
h t tp : / /w w w2 f .b i g l obe . ne . jp /~ k -m/ l i nk s / j i ko l ink .h t ml  
h t tp : / / he ad l ine s . ya ho o . co . jp /h l  
h t tp : / / da i l yn e ws . yah o o . co . jp / f c / do mes t i c / a i r_c ra sh /  
h t tp : / / a l l ab ou t . c o . jp / t r a ve l / a i rp l ane / sub je c t / msu b_a i r c r a f t - a cc id e n t_ 2 .  

h t ml  
h t tp : / /w w w.as ah i . co m /  
h t tp : / / ne w s .g oog le . co m/  
h t tp : / /w w w.bo - s a i . co . jp / s ub2 .h t ml  
h t tp : / / ge o t . c i v i l . me t r o -u . ac . jp / a r ch i ve s / e q / ind ex - j . h t ml  
h t tp : / /w w w.sa nk yo . c o . jp / hea l th ca re /ka hun / pho to /  
h t tp : / /w w w. a l l e rg y- i . j p /k a f un / s ug i_ wa tch / 0 1 /  
h t tp : / /w w w. j t i . co . j p / J T I / We lco me .h t ml  

 
 

http://allabout.co.jp/travel/airplane/subject/msub_aircraft-accident_2.%20html
http://allabout.co.jp/travel/airplane/subject/msub_aircraft-accident_2.%20html
http://www.jti.co.jp/JTI/Welcome.html
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６章 総合考察（総論と展望）  

 

６．１ 本論文で行った研究から得られた知見の総括  

 本論文は、リスク認知に対する潜在的連想テスト（ IAT）の応用可能性を検討

することを目的とした。  

 第２章では、リスク認知における既存研究の枠組みを検討し、実験参加者の、

意図的な制御可能性の低い測定への要請と、概念間の連合構造の測定への要請と

いった問題提起を行った。  

 第３章において、 IAT を用いた先行研究を検討し、上記要請に適合する課題と

して IAT を位置づけ、リスク認知研究への導入を試みた。これまでのリスク認知

における代表的なリスク事象である、原子力発電の潜在的な概念間の連合の測定

を、 IAT を用いて行い、同時に顕在尺度の測定を行った。実験３－１では、ター

ゲット・カテゴリに原子力発電と水力発電を用い、属性カテゴリに危険－安全を

用い、‘原子力発電－水力発電 IAT’を実施した。また、実験３－２では、‘地震

－原子力発電 IAT’を用いて、中越地震後の原子力発電と地震の危険との概念間

の連合強度を測定した。実験３－１で実施した‘原子力発電－水力発電 IAT’で

は、有意な IAT 効果が認められ、原子力発電の方が水力発電よりも危険との連合

が強いことが示された。一方、実験３－２で実施した‘地震－原子力発電 IAT’

では有意な IAT 効果が認められず、地震と危険、原子力発電と危険の連合強度に

差はみられなかった。また、両 IAT 効果と顕在尺度との間には有意な相関は認め

られなかった。  

 第４章では、第３章に示した二つの IAT の拡張と、測定手法としての IAT 効果

の性質の検討を目的とし、リスク事象として原子力発電、水力発電、地震を対象

に、‘原子力発電－水力発電 IAT’、‘地震－原子力発電 IAT’、‘地震－水力発電 IAT’

を実施し、同時に顕在尺度の測定を行った。また、2005 年、2006 年、2007 年に
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同一セットの IAT と顕在尺度の測定を行い、 IAT によるリスク認知の測定の信頼

性を検討した。３時点の IAT の測定結果を通し、第３章実験３－１、２で予想さ

れた IAT 効果が認められ、３年次を通し一貫した傾向が示された。第４章４．７

では３つの IAT 間の関係性についての重回帰分析を行った結果、説明率は高くな

いものの、有意な回帰係数が得られた。  

３、４章の IAT の結果から、原子力発電と地震は水力発電よりも、危険との潜

在的な連合強度が有意に高く、原子力発電と地震の危険との潜在的な連合強度は

同程度あることが一貫して示された。一方、顕在尺度では、実験３－２、実験４

－１、２、３において、地震の方が原子力発電よりも脅威度得点が有意に高いこ

とが一貫して示されており、IAT と顕在尺度で異なる傾向が示された。また、IAT

効果と顕在尺度との間では、 IAT 種によって一部の質問項目と有意な相関が認め

られたが、一貫した関連は認められなかった。  

 第５章では、 IAT 効果量に基づく潜在的リスク・マップの作成方法の提案を行

った。潜在的な概念の連合構造をマッピングし、可視化することによって、① IAT

効果の性質の検討と、② IAT と顕在尺度との補完的な利用方法の提案を試みた。

適用例から、対象となるリスク事象への‘熟知度’と‘脅威度’に関する要因が

IAT 効果に反映される可能性が示された。  

これらから、リスク事象を題材とした IAT においても、先行研究（Greenwald et. 

al. 1998, 2002）に示されたように、 IAT 効果には、顕在尺度と異なる個人的な概

念間の連合構造が反映されることが示唆された。  

以下において、第３章、第４章、第５章で行った３つの研究から、 IAT と顕在

尺度の特徴に関し、第２章２．５．２の問題提起で挙げた認知処理の２過程説か

ら考察を行う。  
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６．２ 本研究結果の認知処理の２過程説からの検討  

６．２．１ 実験結果と認知処理の２過程説  

本研究は、第２章２．５．２の問題提起で指摘した通り、認知処理の 2 過程説

に依拠し、①顕在尺度の評定は、概念間の連合などの自動的処理（System 1）と

統制的処理（System 2）の両者が関与しており、② IAT は、自動的処理（System 1）

をより強く反映した課題であり、主に経験や感情によって構成される潜在的な概

念間の連合関係が背景となることを仮定してきた。以下では、本研究で得られた

実験結果の特徴に関し、認知処理の２過程説から考察を行う。  

第６章６．１に示したように本研究結果では、顕在尺度と IAT との間に乖離が

認められた。 IAT においては、地震≒原子力発電＞水力発電という順序で危険と

の連合が強く、一方、顕在尺度の脅威度得点においては、地震＞原子力発電＞水

力発電という順序で得点が高い傾向がみられた。顕在尺度の評定結果と IAT 効果

間に、ある程度の相関がみられることも予測されたが、本研究の相関分析の結果

では、一貫した傾向はみられていない。また、地震・原子力発電・水力発電の報

道量と、顕在尺度との関連を検討した第４章４．６．２から、実験時点の過去十

年間の平均年間報道量において、地震＞原子力（原子力発電）＞水力（水力発電）

といった順序がみられていた。そして、第５章５．６．２顕在的リスク・マップ

の布置においても、脅威度得点に関しては、布置の共通性が高く、そして、実験

４－１，２，３で得られたグループ・データの布置との共通性が高かった。これ

らから、顕在尺度の脅威度得点は、報道量と関連することが示唆される。一方、

IAT 効果では、地震と危険、原子力発電と危険との連合強度は同程度であったが、

報道量では地震の方が原子力発電よりも多く、 IAT 効果と報道量との間に乖離が

みられていた。そして、第５章５．６．１潜在的リスク・マップの適用例の布置

からも、熟知度という個人の経験に関する要因が IAT 効果に反映されていること

が示唆された。これらから、 IAT は個人の連合構造を背景とする自動的処理を強
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く反映し、顕在尺度は統制的処理と自動的処理の両者を反映しているといった仮

定を支持する結果が得られたと解釈できる。  

また、第４章に示されたように、３年次にわたり IAT の結果は、地震≒原子力

発電＞水力発電の順に危険との連合が強い、といった傾向を一貫して示しおり、

中越地震から、２年後の測定においても変化は認められなかった。認知処理の２

過程説では、自動的処理（System 1）の特徴として、概念間の連合形成に時間が

かかるという点が挙げられており (Epstein, 1994; Stanovich & West, 2000)、本研究

結果は、自動的処理の特徴と整合する結果であったと考察できる。一方、概念間

の連合形成は、個人の経験に依拠するため、情報との接触頻度に比例して、概念

間の連合が強くなると想定される。しかし本研究結果では、実験時点以前 10 年間

の報道量において最も多かった地震とその半数程度であった原子力発電との間で

は、同程度の危険との連合強度であることが示された。このことから、 IAT 効果

においては、各リスク事象に関する情報などとの接触時に喚起される感情といっ

た側面が重要になることが示唆される。第３章３．２．２．２において示したよ

うに、扁桃体を中心とした感情システムが IAT 効果に関与していることが、先行

研究（Knutson et al., 2007, Phelps et al., 2000）によって示されており、本研究の

リスク IAT では、リスク事象と感情との連合が測定されている可能性が示唆され

る。  

 

６．２．２ 連合構造の形成過程  

IAT では、概念と感情との連合と、概念間の連合を同一の枠組みでとらえてき

たため、感情を媒介して IAT 効果が生起しているかといったように、概念間の連

合と、概念と感情の連合とを分離して扱うことはできない。  

以下において、 IAT 効果の成立基盤と位置づけられる概念間の連合構造の形成

過程について、学習と感情といった側面から考察を行う。第３章３．２．２．２
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において、 IAT 効果の生起メカニズムには、概念間の連合学習と感情といった視

点が有効であることを指摘した。しかし、これまで IAT 効果の生起メカニズムに

関して、エラー反応数や反応時間を対象に検討が試みられてきたものの (Conrey, 

Sherman, Gawronski, Hugenberg & Groom, 2005; Rothermund & Wentura, 2004)、連合

学習といった視点から、概念間の連合構造の形成過程と IAT 効果との関連を検討

した研究は少ない。以下において、学習と感情の二つの側面から、リスク事象の

概念間連合構造の形成過程について検討を行う。  

Olson & Fazio(2001)では、新奇刺激（e.g. ポケットモンスターの画像）と快･不

快の感情価を伴う刺激語（e.g.‘excellent’、 ‘terrible’）との対呈示によって、特定

の条件刺激と感情との連合を形成し、その効果を IAT によって測定するといった

研究を行っている。彼らの結果では、有意な IAT 効果が認められ、新奇刺激と快・

不快との連合を IAT によって測定が可能であることを示している。また、Omori, 

Tateno, Ideno, Takahashi, Kawashima, Takemura & Okubo(2012)では、精神分裂病か

ら統合失調症への名称変更を題材に用い、研修医を対象として病棟実習前後に両

名称と犯罪者－被害者との連合強度を IAT によって測定を行った。彼らの結果で

は、実習前には精神分裂病と犯罪者との連合が有意に強く、また、実習後には統

合失調症と犯罪者との連合が強くなることが示されており、実習経験によって概

念間の連合構造が変化したことを報告している。  

上記２研究から示唆される点は、潜在的な概念間の連合構造は感情を含めた学

習経験により形成される点である。本研究結果においても、原子力発電に関する

報道などに接する際に喚起された感情との連合によって、原子力発電の危険との

連合強度が地震と危険との連合強度と同等であった可能性がある。  
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６．３ 今後の課題と展望  

 本研究の限界と今後の課題を述べた後に、本研究で導入を試みた IAT の利用方

法の提案を以下において行う。  

 

６．３．１ 本研究の限界と今後の課題  

 本研究の限界として、リスク IAT の性質の検討を行う際に、顕在尺度と IAT 効

果の対比に依拠してきた点が挙げられる。他の潜在的測定との対比、行動指標と

の関連の検討が今後の課題となる。当該リスク事象の経験者と未経験者を対象と

した IAT による潜在的な概念連合の測定を行うことにより、質問紙に依存しない

検討が可能となる。また、テクノロジーの進展にともない、新たに生まれるリス

ク事象を対象に継時的に IAT を測定することにより、連合構造の形成過程につい

て検討することが可能となる。  

また、６．２で示したように、IAT 効果に対し感情の関与が想定される。一方、

社会生活を考慮すると、生起した感情をどのようにコントロールするのかといっ

た視点が重要となる。神経科学では、扁桃体の活性に拮抗するシステム、つまり

恐怖心を抑える、あるいは、恐怖心を喚起させないシステムが想定されている 

(Delgado, Nearing, LeDoux & Phelps, 2008)。今後、これらの知見と IAT 効果と顕

在尺度の測定結果との関連について検討を行うことが課題となる。  

 

６．３．２ IAT の応用  

本研究で用いたリスク事象を対象とした IAT の利用方法の提案をリスク研究領

域と、他研究領域に分けて行う。  

６．３．２，１ リスク研究領域への応用  

これまで、 IAT の利用法としては態度測定が中心であったため、快（良い）－

不快（悪い）といった属性カテゴリとの連合を測定することが多かった。 IAT に
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は様々な概念を用いることが可能であり、リスク認知やコミュニケーションで重

視される、信頼や、関与と言った諸概念と、政府機関などの概念との連合測定に

も応用できる。属性カテゴリとして自己－他者を用い、自己とリスク事象との連

合を測定することによって、関与や自己関連性といった概念についても検討が可

能となる。その他にも、信頼－不信といった属性カテゴリを用いることによって、

情報の受け手が、情報の発信者を信頼しているか、また発信された情報をどのよ

うに受容しているのか、といった相互関係の検討に利用することが可能である。

具体的な適用例として、井出野・竹村 (2006b)では、金融機関を題材として、第５

章で行った潜在的リスク・マップ作成の枠組みを用い、信頼との連合測定を試み

ている。  

また、４、５章で示した IAT と顕在尺度を用いて複数の概念間連合構造を測定

することに関する、今後の展望について述べる。本研究の枠組みでは、危険－安

全という属性カテゴリと複数のリスク事象との概念間連合構造を示すことを試み

てきた。概念間連合構造を示すことの利点は、特定の概念が活性化すると連合強

度の強い他の概念も自動的に活性化することが予想できる点にある。例えば、原

子力発電という概念が活性化すると、原子力とその連合の強い原子爆弾などの概

念が活性化することが予想される。また、認知心理学を中心に検討されている媒

介プライミング (Balota & Lorch, 1986)では、ライオン (lion)という単語が呈示され

るとトラ (tiger)という単語を媒介し、縞 (stripe)という単語が活性化することが報

告されている。このことから、特定のリスク事象が呈示されると、危険という概

念を媒介することによって、直接的な連合が低い他のリスク事象の概念も活性化

が起こることが予測される。そのため、原子力発電が注目を浴びている際に、原

子力発電と直接的な結びつきの低いインフルエンザなどの他のリスク事象が呈示

されることによって、一時的にインフルエンザへの注意が集中することが予測さ

れる。注意を誘導することの可能性についても、概念間の連合構造をもとに検討
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が可能となる。報道や政府機関による広報などの情報操作のチェックなどへの応

用可能性が挙げられる。  

６．３．２．２ 他研究領域への応用  

第４章で示されたように、３つの事象を用いた IAT による繰り返し測定が、一

定の信頼性を持つといった性質を拡張することで、名称は異なるが、その意味的

内容が同一であるような概念のイメージ測定も可能となる。Takahashi, Ideno, 

Okubo,S., Matsui, Takemura, Matsuura, Kato & Okubo,Y. (2009)、Omori et al.(2012)

では、精神分裂病から統合失調症への名称変更の効果を、 IAT を用いて検討を行

っている。対象への差別といったテーマを検討する場合、直接的な質問項目を用

いて対象のイメージの測定を行うと、社会的な望ましさなどのバイアスが測定結

果に反映されることが指摘されてきた。Takahashi et al.(2009)では、統合失調症、

精神分裂病、糖尿病という３つの疾病名と、犯罪者－被害者という属性カテゴリ

ーを用い、‘統合失調症－糖尿病 IAT’と‘精神分裂病－糖尿病 IAT’を実施した。

統合失調症と精神分裂病の内包は同一であるため、両疾病名をターゲット・カテ

ゴリに用いて IAT 作成し、両疾病名と犯罪者との連合強度を直接比較することは

困難である。そこで、精神分裂病と犯罪者、統合失調症と犯罪者との連合を測定

することを企図して‘統合失調症－糖尿病 IAT’と‘精神分裂病－糖尿病 IAT’

が作成され、両 IAT の結果から名称変更の効果の検討が試みられた。彼らの結果

では、統合失調症は精神分裂病よりも犯罪者との連合が弱いことが示され、名称

変更の効果について論じられた。Takahashi et al.(2009)では、疾病名の変更に IAT

を用いたが、ブランド名称の変更や、ブランド拡張などの消費者行動分野への適

用も可能である。  

 

６．４ 結語  

Beck(1986)が指摘したように、今日のリスクは知覚化困難になり、リスク事象
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の被害、そして対象も不特定化してきており、いわゆるリスクのボーダーレス化

が進展している。知覚化困難な対象を扱う必要のあるリスク認知においては、潜

在的な認知プロセスの検討、そして意識化できない認知処理を反映した潜在的な

測定方法の開発が重要な課題となる。また、今日の情報環境を鑑みると、様々な

メディアを通し多くの情報が呈示されている。このような環境下では、情報の呈

示頻度の影響と、どのような情報に注目を行うのかといった注意の選択性が重要

となることが予想される。情報の量的な影響、そして、注意の選択性といった問

題には、当事者本人が自覚していない、潜在的な認知プロセスが反映されている

ことが仮定される。そのため、本論文で用いた、潜在的なリスク認知の測定、そ

して概念間の連合構造の検討枠組みから、情報環境の変化に関する心理学的検討

に対する寄与を期待する。  
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付録１  
実験ごとの、脅威度と未知性に関するα一覧 
 
  脅威度（α） 脅威 Lower 脅威 Upper 未知性（α） 未知 Lower 未知 Upper 

実験 3-1, 2 0.88 0.85 0.91 0.47 0.37 0.57 

実験 4-1 0.89 0.86 0.92 0.47 0.36 0.57 

実験 4-2 0.83 0.78 0.87 0.38 0.25 0.50 

実験 4-3 0.83 0.79 0.87 0.47 0.36 0.58 
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